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4-3英 国ニュー タウン開発プロジェクトの特徴 と
成立条件

































































































































































































































第 ■ 章 序 言命
研 究 の 目 的 ・方 法 と 計 画 経 営 論 の 構 築

第 ■章



























































































































































































































































































































































































































































































































































二.ニ ュー タウ ンの 変化 へ の対 応 、特 に タウ ンセ ン タ
ー の 経営 問 題 ,
① 国 際 ニ ュー タウ ン セ ミナ ー/1985年
「望 ま しい地 域構 造 を実 現 す るため に多機 能 を有 す
る魅 力 あ るニ ュー タウ ンを如 何 に創造 す るか 」 を テー
マに 開催 され た(社 団 法人 日本宅 地 開発 協 会 主催 、







② ニ ュー タ ウン世 界 フ ォー ラム/1987年
「ニ ュー タウ ンを人 類 の資 産 に」 を テー マ に開催 さ
れ た(主 唱大 阪 府、 主 催(財)大 阪府 泉北 セ ン ター ・(財)






③ 大 規 模 ニ ュー タ ウン連 絡 会 議/1991年
大 阪府 な どの呼 び か けで結 成 ・開催 され た。 設 立主
旨 は、 下 記 の通 りで あ るが、 これ まで のニ ュー タウン
建 設 ・管 理 運営 の経 験 を交流 しよ う とす るも ので あ る
(第1回 資 料 と して 「大 規模 ニ ュー タウ ン連 絡 会議 資
料 」、 「新 しいニ ュー タウ ン像 を求 めて 」、 「日本 の
大 規模 ニ ュー タウ ンの概 要」)。
分科会では、近隣センター の機能の活匪化と管理・運営、わが国における新し
いニュータウン像が議論された。




















として、パ ネルデ ィス カッシ ョンが開催 され た。多摩
ニ ュー タウン、高蔵寺 ニェー タウン、千里 ニ ュー タウ
ンについての報告が出された(協 議会資料 には、成熟
時代の 日本型ニ ュー タウンの計画論、成熟時代のニ ュ
ー タウンのあ り方、住宅地計画の新たな視点について
寄稿 されてい る)。
















⑤ 「明日のニュー タウンー次世代 の タウン ライ フの
設計」
本著作は、1990年 に建設省建設経済局編著 で第
一法規出版か ら発行 され た。石原舜介氏を座長 とす る
研究会の報告を まとめたものであ る。ニ ュー タウン開
発の歴史、役割、現状 と経済社会変化や国内外の新 し
い試 みを整理 し、 これからのニ ュー タウン像 を提案 し
ている。例 えば、複合機能性、質の高い空間形成 を基
本 として、ニ ュー タウンにおける住 まい方の イメー ジ、
高齢化 ・国際化 ・余暇時間の増大 ・情報化へ の対応 ・
自然や歴史風土の活用 ・計画 の柔軟性等諸要素への対
応、 さらに、 これか らのニ ュータウンのあ り方につい
ての施策 を提案 してい る。
2)都 市開発におけ るパー トーナーシ ップの近年の研
究
日本建築学会の機関誌 「建築雑誌1998年7月 号」
は、パー トーナ シップの計画学 を特集 した。 そこでは、
住民参加の街づ くりの実践、産 ・学 ・官 ・野(民)の形
成す る地域 マネージメン ト、米国の民間非営利組織の
活動、英国 の都市開発におけ る官民パー トー ナーシ ッ
プ、わが国 の地権 者参加 による住宅地更新事業等が紹
介 されている。
3)大 規模開発 の建 設過程の研究
片寄俊秀の 「千里ニ ュー タウンの研究」があるが、同




































































































































































具体的には、東京都 ・埼玉 ・千葉 ・神奈川、愛知、










































































域に現存している資源(自然的 ・人間的 ・施設的 ・文









































































































第1章 序 論匝 團 圃 用語定義
第1部 地方都市政策と地域振興型新都市の役割
第2章 戦後地域開発と地方都市政策 4章 英国における
ニュータウン開発の計画
と経営









































図1.2-2姻 ニ ュ汐 ウ ンとわが 国の大規模 ニ ュー タウ ン(同蒲 尺)






























1.泉 沢 向陽台住 宅 地 ・
2.北 海道 北広 島 団地
3.笹 路拓 北(あ いの 里)
レ4.八 戸新 都市
レ5.秋 田新都布,
b6.い わき ニ ュー タウ ン
7.多 摩ニ ュー タ ウン
8.成 田ニ ュー タ ウ ン
9.千 葉海 浜 ニ ュー タ ウ ン
10.浦安地 区第2期


























12.千葉 ニ ュー タ ウン
13.港北 ニ ュー タ ウン
14.南八王子(八 王子 ニ ュー タ ウン)
15.板橋(高 島 平)
16.筑波 研 究学 園都 市
ユ7。洋 光台 ・港 南台
18.竜ヶ崎 ニ ュー タウ ン
19.千葉 ・千原 ニ ュー タ ウン
(おゆみ野 ・ちは ら台)
20.常総 ニ ュー タ ウ ン
21.むさ し緑 園都 市
レ22.長岡ニ ュー タ ウ ン
23.びわ こ文 化 公園都 市





25.蘭舐 苛 ニ ュー ダウ ン
♪26。上 野 新都 市
27.須磨 ニ ュー タ ウ ン
28.西神 ニ ュー タ ウン
29.泉北 ニ ュータ ウ ン
30.千臭 ニ ュー タ ウン
31.神戸三 田国 際 公圏 都市(兵 庫 県)
32.神戸三 田国 際 公園 都 市(公 団)
33.播肇科 学 公園都 市
34.関西文 化学 術 研究 都 市












地 方 都 市 政 策 と 地 域 振 興 型 新 都 市 の 役 割

第2章
戦 後 地 域 開 発 と 地 方 都 市 政 策

第2章










































年 次 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
項 目 (昭30)(昭35)(昭40)(昭45)(昭50)(昭55)(昭60)(平2)
1
国民総生産/名目年平均伸び率(%) 12.9 12.9 16.4 18.0 15.2 10.0 5.8 6.1
国民総生産/実質年平均伸び率(%) 8.3 8.7 10.8 12.2 4.5 4.5 3.8 4.9
全国人口/年平均伸び率(%) 4.6 5.2 5.5 7.9 4.6 3.4 2.1
8大都市圏人口1)万 人 3015 3426 3971 4491 4974 5227 5457 5660
地方圏10万人以上市人口2)万 人 1877 2012 2175 2348 2564 2716 2819 2875
全国市部人口率(%) 56.1 63.3 67.9 72.1 75.9 76.2 76.7 77.4
DID人口比率(%) 38.5 43.7 48.1 53.5 57.0 59.7 60.6 64.6
全国人口移動率(%) 5.80 6.09 7.56 8.02 6.78 6.07 5.39 5.32
一次産業就業人口 万人 1611 1439 1187 1015 735 606 542 439
一次産業就業人口比(%) 41.0 32.7 24.7 19.3 13.8 10.9 9.3 7.1
二次産業就業人口 万人 922 1280 1512 1790 1810 1862 1921 2048
二次産業就業人口比(%) 23.5 29.1 31.5 34.0 34.1 33.5 33.0 33.3
三次産業就業人口 万人 1393 1684 2096 2451 2752 3086 3349 3674
三次産業就業人口比(%) 35.5 38.2 43.7 46.6 51.8 55.4 57.5 59.6
1)東京 ・神奈川 ・千葉 ・埼玉、愛知、大阪 ・京都 ・兵庫 ・奈良。2)1)以外の量也域の1990年国勢調査 で人口10万 人以上の市人口。
27
戦後の地域開発政策の柱は工業化であり、それによ




































































































































9年、昭和44年)で 具体化 したが、道路 を中心 とし
た公共施設整備 に計画の重点 がおかれ た。
2)1970年(昭 和45年)の 自民党都市政策 大綱
を受けた内容 の日本列島改造論(1972年 、昭和4
7年)は 、田中内閣の看板政策 となった。 同書の中で
地方都市関連 では、地方 ブロック中核都市、県庁所在
都市の中枢管理機能の充実、地方生活圏中心都市の生
活環境整備、工業団地 を核 とした新二十五万人都市 の
建設な どが提案 されてい る。
社会 的な反響 と田中内閣の 「実行力」に呼応 して、
各省庁 が相次 いで関連構想 を打 ち上げ た。二十五万人
都市構想が注 目されたこともあ り、地方都市 の整備 に




































































長洲門二は、雑誌 「世界」(1978年10月 号)の 「地方の時代を求めて」
で、1960年 代の高度成闘 ざに次いで、第2段階の新しい戦略 目標 として、
自治体政策のシステム化と地域の実体化 ・大都市の分散化による地域馳 呆障
螺 している。そして 「燗 のっながりとゆとりのある刺 蘭iの 蠕 が注
目されるようになっています。そしてこれら中ノ」渚肺 を中心に、近隣の農村に及
ぶ生活圏がつ くられれは乱今静かに進行している農村の崩壊もかなりの程度 くい















地方都市問題 が国土計画の基本 的な テーマ として取
り上げられた ことが注 目され る。 同時期 に、地方都
市問題懇談会 中間報告 「地方都市整備の方向」、農村
整備 問題懇談会中間報 告 「農村整備の ビジ ョンをもと























て、国士庁計画 調整局長は 「余 り分散という言葉は使 わずに、定住 ということで、
それぞれの地域の側か ら雇用を通じて、全国的な適正配置ができないだろうかと
いうことを根本のねらいにしている」と答えている。 また、新全総 については、















































田園都市構想研究 グルー プか ら1979年(昭 和5
4年)4月 に中間報告が発表 され た。定住圏構想 と田
園都市構想の関係 を見れば、国土計画 が時の政府の思
惑で左右 され る政治的な命題であることを示 してい る。
5)モ デル定住圏の設定 一理念 としての定住圏構想 ・
実現手段 の弱 さ
1979年(昭 和54年)2月 に 「定住構 想の具体
的進め方 について」が定住構想推進連絡会議(16省
庁、のち17省 庁)か ら出された。1県1カ 所 のモデ


































しか しなが ら、1988年(昭 和68年)の 竹下 内
閣 に よ る内需 主 導 型経 済 構造 へ の転 換 政 策 な どに よ り、
首 都圏 へ の一 極 集中 が進 み、 土 地住 宅 問題 に象 徴 され
る歪 が生 じて くる こ とに たい して、 な ん ら対 策 とな り




























































ー ヨー ク、 ロンドンと並ぶ国鴎緒肺 として発展させる方向が出てきて、東京圏を
























一ヲく学瑳隻蘇㈱ ・」勲 、匡B祭イヒー→垂凱匡祭歪妻窪養堵釜菱1と・匡B票ヒ会r瀾 牛数、
ソフト化一新サービス行従事者数、先端技術化欄 関数 、支社支店数を挙
げている程度であり、まだ三大都市圏という枠組みでとらえていることが解る。
5)多 極 分散 型 国 土形 成 促 進 法 の形 骸 化
この法 律 は、 四全 総 の具 体 化 の た め1988年(昭
和63年)に 策 定 され 、振 興 拠 点地 域 制 度 を 目玉 に し
てい た が、 これ まで に指 定 され た の は、 三 重 ハ イ テ ク
プ ラネ ッ ト21構 想 の み で あ る。 四 日市 市 等 を含 む面
積 が11万haで 、6つ の重 点 地 域 を整 備 す る こ と と し
てい るが、 従来 型 の 拠 点地 域 整備 の手 法 が 行 き詰 ま り






































































































1973年(昭 和48年)の 第71国 会で、国土総
合開発庁設置法案、国土総合開発法案 とともに審議 さ
れたが、野党側の強い反対で継続審議 となった。翌1
974年 の第72国 会 で、土地問題の深刻化 と具体的
対策が求 められたこともあり、国土総合 開発法は国土
利用計画法 として、 また国土総合 開発庁は国土庁 とし

























として位置づけられていたが、三全総 か らは国土庁 と
い う政策立案機関の施策 とい う側面が強 くな ったため、
各省庁 の最 も重要な政策的位置づ けとはならな くなっ
た。政府の国土政策がス トレー トな形 で、全総 に表現
されな くな ったといえる。
新全総 までは、事業実施 の裏付 けとしての役割であ




体的な国土開発政策(分 散促進 という名 目)は、テク















































































































































本 節 で は、 地 域振 興 型新 都 市 開発 政策 成 立 の背 景 と
しての 人 口移 動 ・定 住 ・都 市 配置 につ い て分 析 す る。
























































































































































時代」 といわれた1970年 代後半には、社 会減の数
が小さ くなり人口は若干回復 したが、その後再び県人
















































を示 し都市化の激 しさを示 したが、近年は5%程度に






























































年 次 人口 増加率 市部人口 DID人口 DID面債 DID密度
増加率 全国比 全国比 増加率
(千人) (%) (千人) (%) (%) (%) (千人) (%) (km2)(人/km2)
1920T9 55,963 10,097 18 30.216,901
1925T14 59,737 6.7 12,89727.7 21.6
1930S5 64,450 7.9 15,44419.7 24.0 33.721,720
1935S10 69,254 7.5 22,66646.8 32.7
1940S15 73,ll4 5.6 27,57821.7 37.7 36.426,613
1945S20 71,998一〇.7 20,022一27.4 27.8
1947S22 78,101 8.5 25,85829.1 33.1 30.423,743
1950S25 84,114 6.5 31,36621.3 37.3 33.828,43119.7
1955S30 90,077 7.1 50,53261.1 56.1 38.534,68022.0
1960S35 94,301 4.7 59,67818.1 63.3 43.740,83017.7 3,865 10.6
1965S40 99,209 5.2 67,35612.9 67.9 48.147,26115.8 4,605 10.3
1970S45 104,6655.5 75,42812.0 72.1 53.555,96918.4 6,444 8.7
1975S50 111,9407.0 84,96712.6 75.9 57.063,82314.0 8,275 7.7
1980S55 117,0604.6 89,187 5.0 76.2 59.769,934 9.6 10,015 7.0
1985S60 121,0493.4 92,889 4.2 76.7 60.673,344 4.9 10,571 6.9
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期 間 期間平均全国人口移動者数 全国人口移動率 全国人口 人口増加率
(人/年) (%) (千人) (%)
総 数 自府県内 府県間 総 数 自府県内 府県間 期間平均 期間年平均
956～60S31～355286 2885 2401 58 32 26 91187 092
959《略536～40 6833 3422 3411 7 1 36 36 95639 102
966{ゾ7041-457817 3870 3947 78 38 39 100768 109
971～・7546～50 8177 4114 4063 76 38 38 108052 154
976～8051～55 7288 3799 3489 64 33 30 114476 090
981{プ8556～606694 3483 3211 56 29 27 118855 067
















東京 ・埼玉 ・千葉 ・神奈川
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の後増加 し1985、90年 は38百 万人と安定
(停滞)し ている。地方圏全体の人ロシェアは1

















1 1 1 1 1 1 1 1
1 1 1 「 1 1 1 1
1 1 1 1 } 1 1 1
1 1 1 1 1 1 1 1





















1 , 1 1 , , 1
1 1 1 一 一 一←一 一 一斗一一 一 一一1__一 一
r 1 1 1 1 1 1
1 1 i 1 1 } 5
1 L_占 一 一}+一 一 一+一 一 一+一 一 一+一 一 一 →一 一"-rl
1 1 1 1 1 1
1 1 1 1 1 「 1 1
1 1 1 L ⊥ ⊥ ⊥ 1









中京 正 関西圏∬ 地方10万人

























































口割合が減少 し1990年(平 成2年)の 人ロシ
ェアが24%と4分 の1以下になる。1955年
には38%と 首都圏の23%の1.7倍 もあった









































































5年(昭和30年)に は4238万 人 と全国人口の約
半分の人々が地方の中小都市に居住 していた。それが、
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年次 秋田県 秋田市 秋田市
(千人) (千人) 世帯数
1945昭20 101.0 20,030
1950 25 126.1 25,223
1955 30 190.2 36,902
1960 35 203.7 44,304
1965 40 1279.8216.6 53,569
1970 45 1241.3235.9 65,201
1975 50 1232.4261.2 79,116
1980 55 1256.8284.8 92,537
























































































県内へ の転出率 は1971年 の1.8%か ら1984
年の1.6%と 安定 していた。 しか し、その後急減 し
1990年 には1.3%と な った。両方を併せ た純流
動率は4.8%か ら8.2%と な った。県外 との関係
では、転出率 は1971年(昭 和46年)の4.1か
ら1975年(昭 和50年)の3.4の 急減 してい る
が、 その後 はほぼ安定 し1987年(昭 和62年)を
除 き.3.3～3.2%と な ってい る。一方転入率 は、
1971年 の8.7%か ら次第 に低下 し、1990年
(平成2年)に は2.6%と な った。純流動率 は19










































































































イ.北 海道 ・東北は、秋田市 との転出入率が最も多 く
特に仙台市のある宮城県 との間の移動が大きい。近年
は転出超過となっている。それについで東京圏 との流











東京圏 とは、2千5百 人程度の転入、3千7百 人程度
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地 方 都 市 と 国 土 政 策 関 連 年 表
参考:近代日本都市計画年表(都市計画協会)
:地域統計要覧(地域公団)
年 年 国土政策 関連事項 社会動向
1950 昭和25 国土総合開発法 首都建設法、冨山市工場誘致条例 朝鮮動乱始まる
1951 26 国総法による17地区指定 国土調査法、公営住宅法、土地収用法 サ ンフランシスコ講和条約
1952 27 電源開発促進法 道路法、住宅計画5力年決定
1953 28 特定地域総合開発計画要旨 町村合併促進法 NHKテレビ本放送開始
建設省 「復興事業の完遂について」 第5次吉田内閣
1954 29 道路整備五力年計画策定 鳩山内閣
土地区画整理法
1955 30 住宅公団法 経済自立5力年計画
神武景気1955～57
1956 31 首都圏整備法 道路公団法、都市公園法 経済白書 「もはや戦後ではない」
1957 32 国土開発自動車道建設法 自然公園法 岸内閣
1958 33 首都圏整備基本計画 下水道法、道路整備緊急措置法 こだま号東京大阪6.5時間
1959 34 首都圏工業立地制限法 工業立地法、首都高団法
1960 35 所得倍増計画 池田内閣
建設省広域都市構想・宅地総合対策
1961 36 産炭地域振興法 市街地改造法
水資源開発促進法 通産省 ・工業適正配置構想
低開発地域工業開発法 首都官庁集団移転閣議決定 第1次 マン泊ンブー ム1961～64
1962 37 全国総合開発計画 港湾整備五力年計画策定 東京都常住人口千万人突破
豪雪地帯対策法 水資源公団、産炭事業団
新産都市建設法
1963 38 近畿圏整備法 新住法 北九州市誕生
名神高速開通
建設省国土建設基本構想 筑波学園都市建設閣議了解
1964 39 近畿圏工業立地制限法 新幹線東京新大阪間開業 東京オ リンピック
工特整備促進法 鉄建公団 新潟地震
新産工特第1次地区承認 佐藤内閣 都多摩取汐ウン建設決定







1968 43 都市計画法大改正 文化庁
大気汚染防止法 東京都人口戦後初減少
1969 44 新全総 建設省地方生活圏設定通達 地価公示法
空港整備五力年計画策定
都市再開発法






1971 46 農村工業導入促進法 東海道新幹線岡山開業
環境庁発足











年 年 国土政策 関連事項 社会動向
1974 49 国土利用計画法 都市計画線引き作業完了 住宅地地価戦後始めて下落
地域振興整備公団法 国土庁発足 三木内閣
1975 50 宅地開発公団法 東海道新幹線博多間開業 沖縄海洋博








1981 56 住宅・都市整備公団法 地区計画制度施行
マ イタウン東京構想
通産省テクノポリス候補地区選定
1982 57 経済審議会2000年の日本報告 中曽根内閣成立
建設省等宅地開発指導要綱緩和通達
東北新幹線大宮盛岡開業
1983 58 テクノポ リス法 国土審議会三全総 フォロウア ップ報告 東京都心部で地価高騰始る























1987 62 四全総 インテ リジェン トシテ イ指定 竹下内閣









1991 3 経済企画庁2010年の地域と居住発表 パブル経済の終焉
資産デフレ発生
大店法改正と特定商業集積法 不況突入
1992 4 拠点都市整備法 山形ミニ新幹線開業
都市計画法改正 都市公園法改正
四全総見直し作業開始 首都機能移転促進法
1993 5 エ コシテイモデ ル地区指定 自民党破れ細川連立内閣
一57一
資 料2-2:










































根拠法 制定時期 地域指定 計 画
新産都市建設法 1962昭 和37年 地域指定15/260市町村 建設基本方針、建設基本計画承認
知事申請、7省庁要請、総理大臣承認、国土審
工業整備特別地域法 1964昭 和39年 地域指定6/90市町村 整備基本計画承認
知事作成、総理大臣承認、国土審と8省庁協議
低開発工業開発法 1961昭 和36年 地域指定90/551市町村 指定要件で知事申請、総理大臣指定、国土審
農村工業導入法 1971昭 和46年 地域指定2504市町村 主務大臣が導入基本方針、知事が大臣に協議して基本計画
、県または市町村が実施計画作成
工業再配置法 1972昭 和47年 移転促進、誘導、特別誘導、白地 通産大臣が工業再配置計画、関係機関協議、工業立地 ・
工水審
テクノポ リス法 1983昭 和58年 地域指定26/231市町村 大臣開発指針、府県が開発計画、大臣承認
産業頭脳立地法 1988昭 和63年 地域指定15/150市町村 府県が集積促進計画作成、通産大臣承認
58
(5)特別地域振興
根拠法 制定時期 地域指定 計画立案など
離島振興法 1953昭 和28年 地域指定78/185市町村 総理大臣が指定要件で地域指定、国土審の意見聴取
知事が離島振興計画作成、総理大臣が国土審の意見聴取し策定
産炭地域振興法 1961昭 和36年 地域指定479市町村 政令で地域指定、通産大臣が審議会の意見を聞き振興基本計画 ・圏
域別振興実施計画を策定
豪雪地帯対策法 1962昭 和37年 地域指定965市町村 総理大臣が指定基準で地域指定、国土審の意見聴取
総理大臣が関係機関協議・知事・国土審意見聞き対策基本計画策定
山村振興法 ig65昭 和40年 地域指定2104/1195市 指定要件は政令、振興方針を総理大臣作成、知事が振興計画作成し
総理大臣が承認
過疎地域振興法 1970昭 和45年 地域指定1165市町村 指定要件は法、知事が活性化方針を総理大臣と協議し設定、知事が
活性化計画策定
半島振興法 1985昭 和60年 地域指定23/375市町村 知事が振興計画作成し総理大臣が承認、国土審の意見聴取
(6)特 別土面或整備
根拠法 制定時期 地域指定 計画立案など
リゾー ト法 1987昭 和62年 地域指定26/471市町村 ・重点整備地区 主務大臣が基本方針作成、知事が基本構
想作成し大臣が承認
多極分散法 1988昭 和63年 振興拠点地域指定1/17市町村・重点整備地区 主務大臣が基本方針作成、知事が基本構
想作成し大臣が承認
地方拠点整備法 1992平 成4年 地方拠点地域指定44地域 市町村が共同で計画作成、知事基本計画
(最終各県2地域計80地域程度) 承認
(7)地域計画
名 称 制定時期 根 拠 地域指定 計画立案
モデル定住圏 1979昭 和54年 国土庁要綱通達 44圏域設定 市町村と県が定住圏計画(定住構想、定住
三全総の定住構想の推進 各県1箇所 計画、土地利用計画)策定
地方生活圏 1969昭 和44年 建設省通達 179圏域設定
都市機能強化、生活環境整備等 半径20～30km
人口15～30万人標準





























































中心都 市は県庁所在都市を含 む1000～3000k㎡の広域圏。以下の都市を含 む
。札幌 ・小樽 ・室蘭 ・苫小牧、 八戸、仙 台 ・石巻、秋 田、 いわき ・郡山、新
潟、富 山 ・高岡、松本 ・岡谷、米子 ・松江、 岡山 ・倉敷、徳 島、今治 ・新居
浜、大分 ・別府、延岡、熊本 ・八代。鹿 島、沼 津 ・三 島、豊橋 ・豊川、姫路

































これまで の地域 の工業 化 による嵩上げではな く産業の高度化の可能な地域 の
選別的 な指定。母都市 は函館、札幌、青森、盛岡、仙 台、秋田、山形、郡 山
、長岡、宇都宮、甲府 、長野、浜松、富山 ・高岡、姫路、岡山、呉、宇 部、
高松、松 山、久留米 ・鳥栖、佐世保、大分 ・別府、熊本、鹿児島等ほとんど










情報 ・デザ イン ・研究機能など大都市立地指向傾向 の16業種 の立地促進。各
集積促進 地域の面積 は800㎞2程度とテクノポ リスよ りさらに狭 い。
主要都市は八戸、 甲府、富山、金沢、浜松、岡 山、徳島、鹿児島、和歌山、
鳥取、北九州、呉、水戸 ・日立 、大分、那覇でテ クノポ リス と重な る地 域
も多 い。具体的には地域公団などによ る20ha程 度 の特定事業業務団地 と





県内2,3番目規模都市圏 拠点地域 を知事が指定 し計画 を策定す る。重点整備地 区を設定 す る。地域公
団は頭脳立地法の16業種 に事務所機能な どを加えた産業業務施設再 配置業務
オ フィスアルカデ イア産業団地の整備業務、地方都 市中心部の再 開発 ・区画
整i理事業(特 定再開発事業)を 実施 す る。指定地域 の中心都市 は、帯広、千
歳 ・苫小牧、八戸、北上 ・花巻 ・水沢、石巻、大館 ・能代 ・鹿 角、酒田 ・鶴
岡、福 島、水戸、大田原、前橋 ・高崎、本庄、長岡、高岡、七尾、武生 ・鯖
江、甲府、飯 田、高山、沼津 ・冨士、豊橋、津 ・松阪、近江八幡 ・八 日市、
福知山 ・舞鵬 、姫路 ・加古川、橿原、 田辺、鳥取、出雲、津山、福山、山口
、徳島、高松 ・丸亀 ・坂出、八幡原 ・大洲、高知 ・南国、久留米、唐津、諌
早 ・大村、八代 ・宇土、中津 ・字佐、都城、川内、名護。
圏域 の面積は最小207から最大3300km2で概 ね500～1500k祀程度で ある。
60一
資 料2-3























域間 ・地域内の交通、情報 ・通信 ネットワーク整備のあり方、人口減少下での
地域活幽 ヒ方策、ソフト化、サービス化 に対応 した地域産業のあり方などであ










ロ)1988年 以階 充入超過量は鈍化、理由は圏外か らの高校就職 ・大学進学
流入、都内大学卒者の都内就職率の上昇がみられ る。
2)一極集中の原因としては、
政治 ・行政 ・経済機能の集積をベースに、経済のソフト化、サー ビス化、グロ
ーバル化の進展による中枢管理機能や情報 サービス産業などの過度の集中の他、
文化 ・アミューズメントの魅力などが相乗効果を発揮している。また、個人レ









ハ)東 京問題の深刻化が進行 している。具体的には、士地住騰 通勤 瑚習






35%。東北 ・四国での1次産業の衰退{鵬 先掌髭産業 ・都市型産業の中枢都
市への集積が進みつつある。地方圏におけるアロック中心渚肺 の薬呈済活動の広域化
が進みつつある。
へ)製 造業の地方展開 は進んでいる爪 付加価値額の虹ア、賃金水準は、事業
所数の増加 に対応せず、瀦 順 向であり、必ず しも地方の活性化や人口増加な
どに効果的でない。北東北 ・山陰で特に高齢化が進展 している。農 山漁村には、
人口の4割が生活 してるが人口減少 ・高齢イ囲騒 曝
4)一極集中の今後として
イ)将 釆人口は2010年 を ピー クに12、945万 入で減少に向か う。19




では移動型推計では2010年 までに、沖縄を除 く全 ブロックで人口減少す る。
封鎖型推計でも、北東北 ・山陰 ・四国で 自然減 になる。
5)対応策としては、
イ)戦 後の均衡ある国土発展のためにとられた政策はまず、工場分散政策、産
業構造変化に対応 して、1980年 代か らテクノポリス開発が進められてきた。






強化 ・高次機能の充実 ・東京圏からの機能分散の受け皿つくり ・多様な就業機
会の創出 ・高齢化過疎化対策 ・国際交i流の推進 ・地方分権や市町村合併の促 進
等が重要である。
(5)建設省大臣官房政策課監修:「1991年 建設白書早わかり ・生活空間




1)1960～65年(昭 和35～40年)の25県 の人口減少か ら増加傾向
に転じたが、1985年(昭 和60年)か ら再び人口減少県 が増加し18道県
で減少 した。
2)東 京の人口増加は、1975～80年 で自然増78万人、社会増74万 人










7)東京圏は、現金給与額は地方圏の1,36だ カ＼ 通勤瑚 臥 物価水準及び
家賃で是正す ると、1.08に 過ぎない。






(6)国吐庁編:「 国土 レボー ト1991年一国土をめ ぐる潮流と課題」19
91年
1)国土をめ ぐる経済社会の最近の状況
イ)低 下傾向が続 く出生率一合計特殊出生率は90年に1.53ま で低下戦後最
低を記録 し、DID人 口比が高い府県ほど出生率が低い傾向 にある。
ロ)東 京圏への人口集中は、1960年 代の大規模集中、1970年 代の鎮静
化、1980年 代の再集中の流れ爪1986年 以降転入超過数は落ちついて
61一
きた。1987年 以降はどの圏域でも東 京圏への転出超過数 は減少してきてい
る。
ハ)出 生率の減少に伴い、人〔鍼 少市町村が拡大して きている。6割 が人口減
少、4割が自然減となっている。
二)1984年 に東京者沁 部の商業用地から始まった地価高騰現象は、港区で
は1988年 に納 まり横浜市では1989年 に収まった爪 地方中枢者肺 は1
985～86年 にかけて始まり1989年 頃が ピー クになった。1989年 に
は鳥取市など中核都市で地価止昇が始まった。地価高騰により東京圏のマ ンシ
ョン価恪は高騰し、年収倍率が1985,86年 の4,2倍 から1987年 か
ら急騰 し、1990年 には8.0倍 になった。
ホ)地 方中枢 ・中核都市の人口級引力が高まってきている。1986年 以降東
北地方で、東京圏への転出超過 シェアが減少してきた分だけ宮城県への転出超
過シェアが増加している。




















0年代前半(50年 代後半)に は社1会増が再び増加 し、1986年(昭 和61
年)に はほぼ同数となった。転出が減少 してきた。国勢調査結果で、年齢別で
は、25才 未満は流入超 過、25才以 上は流1出超過、1980年(昭 和55年)
以降は20才台後半を中心に流出数が減少 してお り、 これが社会増になってい
る。都内の大卒者の都内就職者率力吐曽加 している。即ち、1978年(昭 和5






















q)地 方都 市 圏 の人 口増 減
各基準年で人口規模を大から小に並べたものである。1990年の人口は右側の都市に合致している。
ただし、各行は都市の変化を表してはいない。
表2-4-1s地 方 圏人 口10万 入以上都市の人 口動向:各 年度基準
地方都市人 口(10万 人 以上)1、 東京、埼玉、千葉、神奈川、愛知、大阪、京都、兵庫、奈良 を除 く


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1991.2現在 北上市 に和賀町1991.4,浜松市に可美村1992,5を含 まず
表2-4-2-1 地方圏都市入口規模別人口数の推移
(各期間開始年の都市規模を基準とする) (千人)






































































































































人口規模/年次 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 199G
50万人以上 3.3 4.8 6.6 7.3 9.6 10.7 1L9 12.3
30～50万人 6.1 6.8 7.1 9.2 10.4 11.2 1L4 u.9
20～30万人 7.6 8.7 9.9 10.1 9.5 9.4 8.8 8.7
10～20万人 10.4 10.0 10.1 10.4 10.0 9.9 10.2 9.6
10万人以上計 27.4 30.3 33.7 37.1 39.4 41.2 42.2 42.5
その他 72.6 69.7 66.3 62.9 60.6 58.8 57.8 57.5
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 lOO.0 100.0 100.0
表2-4-2-4 地方圏都市人口規模別人口増加率一都市別増加率の平均値
(各期間開始年の都市規模を基準とする)(%)
人口規模/期 間 1955～ 1960～ 1965～ 1970～ 1975～ 1980～ 1985～
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
50万人以上 14.6 17.6 13.3 14.7 7.9 5.7 4.0
30～50万人 9.窪 8.4 7.3 9.0 5.7 3.4 1.4
20～30万人 4.8 6.7 8.4 8.5 4.8 2.9 LO
10～20万人 6.3 5.9 5.0 6.5 4.B 2.7 0.7
10万人以上計 6.7 7.1 θ.8 7.9 5.1 3.4 1.3
その他 一3.8 一5.9 一4.9 2.0 12 0.7 0.4
大都市圏 13.6 15.9 13.2 10.6 5.1 4.4 3.7




期 間 1955～19601960～19651965～19701970～正田5 1田5～19801980～19851985～1990
都市数 3 4 5 5 7 8 9
平 均(%) 14.6 17.6 13.3 14.7 7.9 5.7 4.0
最大値(%) 15.3 33.4 23.0 22.8 13.0 10.1 8.3
最小値(%) 13.6 5.7 0.0 1.5 0.6 一〇.8 一2.8
標準偏差 0.7 10.2 7.4 7.1 3.7 3.0 3.2
分散 0.5 104.1 55.5 51.0 13.7 8.8 10.0




都市数 10 11 11 14 17 19 20
平均(%) 9.4 8.4 7.3 9.0 5.7 3.4 1.4
最大値(%) 26.3 14.6 11.1 14.3 12.6 8.2 5.3
最小値(%) 一1,6 一3.4 一2.0 0.9 一〇,7 一〇.3 一3.7
標準偏差 6.7 4.5 3.5 3.5 3.7 2.4 2.2
分散 44.6 19.9 12.3 12.6 13.7 5.7 5.0




者肺 数 19 22 24 24 24 25 24
平均(%) 4.8 6.7 8.4 8.5 4.8 2.9 1.0
最大値(%) 12.7 15.3 22.5 22.9 13.0 8.9 10.9
最小値(%) 一〇,5 15.3 0.3 1.1 一3.3 一3。4 一4.3
標準偏差 3.θ 5.3 5.2 4.5 3.6 2.5 3.2
分散 12.8 28.3 27.5 20.3 12.9 6.0 9.9




都市数 42 41 41 43 45 48 51
平均(%) 6.3 5.9 5.0 6.5 4.6 2.7 0.7
最大値(%) 29.9 16.2 13.7 30.4 14.7 15.3 10.9
最小値(%) 一1.7 一4.6 一9.7 一5.2 一5.4 。9.3 一13.5
標準偏差 6.7 5.3 5.0 5.6 3.9 3.9 4.1
分散 45.6 27.6 24.6 31.5 15.6 15.0 17.0
人口計(千 人) 4,484 5,ll8 5,801 5,931 5,891 6,092 5,865
一66一





年次 1 ∬ 皿 w
1955 17.3 23.1 25.5 26.4
19BO 19.1 24.6 26.8 27.7
1965 21.4 26.7 28.7 29.5
1α70 23.2 284 30.3 31.0
1975 24.2 29.3 31.1 31.8
1980 24.5 29.8 31.5 32.2
1985 25.0 30.4 32.1 32.8





年次 1 五 皿
1955 11.4 12.3 13.2
1960 12.2 13.0 13.9
1965 13.3 14.1 15.0
1970 14.0 14.9 15.8
1975 14.0 15.0 15.9
1980 13.8 14.8 15.7
1985 1a7 14.7 15.7





年次 1 豆 皿
1955 4.2 5.9 7.7
1geo 4.5 6.1 7.8
1965 4.9 6.4 8.2
1970 5.2 6.7 8.4
1975 5.3 6.7 8.4
1980 5.3 6.8 8.4
1985 5.3 6.8 8.5







































































































































































































































































表2-2-8-a圏 域別人 口配置の推移 (千人)
圏 域 タイプ
年 次






































































































































































































































































































































貰料:-1980唐では人口㈲ 鳳19馬,90地曜 済紺覚、元は㎜ 査
一68一
表2-2-10地方圏都市規模 別人 口推移(1990年 の人 口規模で分類集計) (千人)
年 次
人口規模 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 都市数
50万人以上 4,2734,8305,4796,100 6,895 7,445 7,893 8,244 9
3〔ンv50万人 5,2375,6086,0736,615 7,224 7,609 7,858 7,97121
20～30万人 4,1054,3634,6775,004 5,368 5,616 5,766 5,82424
10～20万入 5,0555,2165,4195,663 6,047 6,386 6,田0 6,613 50
10万人以上計 18,67020,01721,64923,38125,53427,05628,08828,652




表2-2-11地方圏 の都市規模別全国人口比(人 ロ規模は各年次 を基準 とす る) (%)
年 次
人口規模 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990
50万人以上 2.2 3.1 3.9 4.2 5.3 5.9 6.5 6.7
30～50万 4.4 4.3 4.2 5.2 5.8 6.2 ・6 .5 64
20～30万 4.7 5.5 5.9 5.7 5.3 5.2 4.8 4.7
1〔}～20万 7.0 6.5 6.1 5.9 5.5 5.5 5.4 5.3
計 18.8 19.6 20.5 21.7 21.9 22.9 23.2 23.7
その他地方圏 47.4 43.8 39.0 35.0 33.7 32.5 31.7 31.0
大都市圏 33.8 36.7 40.5 43.4 44.4 44.7 45.1 45.3







































































































































表2-2-13-a地方 圏の都市規模別地方圏内での人口比(人 口規模 は各年次を基準 とす る)(%)
都市規模 期 間
1955～601960～651965～701970～751田5～801980～851985～90
50万人以上 14.6 17.6 13.3 14.7 7.9 5.7 4.0
3〔}～50万 9.0 8.4 7.3 9.0 5.7 3.4 1.4
20～30万 4.8 6.7 8.4 8.5 4.8 2.9 1.0
10～20万 6.2 5.8 4.9 6.5 4.6 2.7 1.0
10万人以上平均 6.6 7.0 6.8 7.9 5.1 3.1 12
地方10万人未満 一3.4 一6,3 一5、2 3.9 0.9 1.0 一〇.1
全 国 4.B 5.2 5.5 7.9 4.6 3.4 2」
一69一
表2-2-13-b地方圏の者肺 規模別地方 圏内で の人口比(人 口規模 は1990年 を基準 とする)(%)
都市規模 期 間
1955～601960～651965～701970～751975～801980～851985～90
50万人以上 12.2 13.3 11.4 12.8 7.9 5.9 4.0
30～50万 7.5 8.5 9.3 9.5 5.6 3.3 1.4
20～30万 7.0 7.7 7.3 7.5 4.7 2.7 1.0
10～20万 3.9 5.1 5.6 7.7 6.3 3.2 0.7
10万人以上平均 6.0 7.1 7.2 8.5 5.9 3.4 1.2
地方10万人未満 一3.2 一6.0 一3.9 3.7 2.9 L8 一〇.1
全 国 4.6 5.2 5.5 7.9 4.6 3.4 2.1
(4) 秋 田県 ・秋 田市 人 口配置 変 化












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表2-2-21秋 田市 と県内地域 との人口移動状況推移
人口移動者数 人 口 人口移動率
年 次 秋田市へ 秋田市か 差引流 秋田市 秋田市外 秋田市への 秋田市か 市外での 市外での
の らの 入者数 人 口 人 口 らの 秋田市か 秋田市への
転入者数 転出者数 転入率 転出率 ら転入率 転出率
人 人 人 人 人 % % % %
(a) (b) (c) (d) (e) (a/d) (bld) (ale)(ble)
1971昭和46 7354 4392 2962 240593996821 3.06 L83 0.44 0.74
197550 6722 4325 23田 261242971253 2.57 1.66 0.45 0.69
197651 6623 4455 2168 256779981558 2.58 1.73 0.45 0.67
197954 7112 4821 2291 280248971526 2.54 L72 0.50 0.73
198156 6471 4842 1629 287824969385 2.25 1.68 0.50 0.67
198863 6027 4317 1710 300528932261 2.01 1.44 0.46 0.65
1989平成1 6034 4199 1835 301445928688 2.00 1.39 0.45 0.65







































































































































































































































































































































































































































































地 域 新 興 型 新 都 市 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト の
成 立 過 程

第3章





c)建設省宅地企画室編:「 明日のユ ターウン」1990年 第1法規
d)片寄秀俊:「実験都市一千里ニュー タウンはいかに造 られたか」1981年
社会思想社































































































































































る。住宅以外の機能 としては、学園 ・流通 ・工業 ・福





















































































地 域 都市圏 施行者 手法 事業期間 醸 人口 機能(住宅以外)
〈地方圏1大都市型〉 (ha)(千人)
北広島 札幌 自治 新住 1965～90 441 27 スホ㌧ ツ ・レクリエー シヨン
篠路拓北(あいの里) 札幌 住都 嵯 1975《綿4 378 32 学園 ・研究
泉沢向陽台千歳臨空 札幌 公社 搬 1978～{〕5825 15 学園、工業 ・流通
高蔵寺NT 名古屋 住都 薩 1965～85 702 81 一
桃花台 名古屋 自治 新住 1972(尋0 313 40 一
上里噺 都市 阪奈 繊 塵 1988～99 300 15 工 業 ・のリエー シヨン
〈地方圏Hそ の他〉
八戸新都市 青森 ・八戸 繊 醗 1982(ぞ2 330 17 流通 ・福祉
秋田新都市 秋田 ・秋田 繊 搬 1983～95 380 15 工業 ・流通 ・福祉
長岡NT 新潟 ・長岡 繊 澱 1975《イ〕5 440 10 流通 ・工業
いわき新都市 福島 ・いわき 繊 搬 1975～94 530 25 学園 ・公園
びわこ文化公園都市 滋賀 ・大津 自治 瞳 1981～ 520 20 学園 ・緑地 ・福祉
鳥取新都市 鳥取 ・鳥取 繊 噸 1983《ぞ7 300 10 工業 ・学園
吉備高原都市 岡山 ・岡山 繊 搬 1980《綿2 430 6 福祉 ・レクリ・教育、工業
賀茂学園都市 広島 ・東広島 購 搬 1975～94 490 13 学園
宮崎学園都市 宮崎 ・宮崎 繊 畷 1979～93 300 8 学園 ・福祉
地 域 施 行 者 事業手法 事業期間 醐 人口 機能(住宅以外)
〈関東圏〉 (ha)(千人)
南洋台 ・港南台 住都 醗 1966～86 631 107 業務
多摩NT 自治,住都,公社 区整新住 1966(ぞ5 2984 299 業務 ・学園
高島平 住都 薩 1968～76 332 60 工業 ・流通
千葉海浜NT 自治 堪 1966～95 1267 161 業務 ・学園
成田NT 自治 新住 1968～86 483 60 一
筑波研究学園都市 自治 区整新住 1968～91 2696 106 研究 ・教育、学園
千葉NT 自治,住都 新住 1969～93 1933 176 業務
むさし緑園都市 住都 腱 1970～01 760 77 研究、流通
常総NT 住都 鴎 1971～00 701 82 研究、流通
湘南ライフタウン 自治,公社 塵 1972～93 378 45 一
浦安2期 自治 堪 1972～92 366 42 業務 ・TDL
幕張A 自治 堪 1973～95 438 26
港北NT 住都 塵 1974～01 1317 220 学園 ・研究、業務 ・商業
千葉市原NT 住都 嘘 1977～98 974 130
竜ヶ崎NT 自治 鴎 1977～00 672 70 工業 ・流通
南八王子 住都 墜 1988～Ol 393 28 一
〈関西圏〉
千里NT 自治 新住 1960《略9 1160 150 一
須磨NT 自治,住都,組 区整新住 1961～90 895 ll5 スポ ツー・レウリェー ション
泉北NT 自治 新住 1965～82 1511 180 一
平城相楽NT 住都 醗 1965～94 613 73
六甲北NT 自治,住都 区整新住 1966～Ol 859 85
関西文化学術研究都市 住都,民間 醗 1970～ 180 学園 ・業務 ・研究
西神NT 自治 新住 1971～95 642 67 業務 ・工業 ・学園、のリエーシ
北摂三田NT 自治,住都 新住 1971～99 1996 139 学園 ・研究
西神第2NT 自治 新住 1980～89 342 36
須磨科学公園都市 自治 搬 1984～95 1790 36 学園 ・研究 ・工業 ・のリ1一シ






























198257 922 168 144
198358 706 459 441
198459 1739 251 233
198560 982 147 126
198661 312 268 229
198762 379 171 126
198863 531 446 401
1989平成1 1257 966 896
19902 1194 ll98 1171
19913 706 1069 1126
19924 813 1251 1226
19935 695 1010
計 11933 4253 7129
1.4宅 地分譲実績









































































































































時 期 年 次 実施地区 事業手法 面積規模 費用負担 宅地の処分
マー ク 1974-76年長岡、賀茂 一般宅地造成事 500～・1000ha原則として住宅公団 造成宅地の概ね
1 昭和49～51年いわき 業 ただし、長岡 方式一地区内裏負担 70%は自治体
は変更で440h公団全額、地区外は への優先譲渡を
aに縮小 半分または案分 原則。
マー ク 1977～83年新宇多津 一般宅地造成事 300～400ha 同上。 同上。吉備は全
H 昭和52《石8年 宮崎、吉備 業中心、八戸は ただし、新宇 宅地を自治体引
八戸、鳥取 用地取得難で区 多津都市は受 き受 け。
秋田 画整理に変更 託で190ha
マー ク 1984年以降 上野、那覇 土地区画整理事 150～300ha地区タ松共事業と区 公団は住宅宅地
m 昭和59年以降 鳥栖、宇部 業、宇部以降の 隣接公園事業 画整理事業の裏負担 を保有しない。
盛岡、佐野 地区は、郊外丘 などを計画区 は原則として自治体 ただし宇部は例










地区名 年 度(西 暦)
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一 一 ・ ☆
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人口規模 ～1 1 3 5 10 20～
(万人) ハげ3 ～ ・5 ～10 ～20
工業拠点 13 17 37 36 30 18
観光拠点 23 14 12 5 10 3
商業拠点 一 4 4 9 12 12
教育文化 2 9 10 18 15 6
行政中心 2 4 2 4 8 8












































動の他に他の機関 ・民間 との間で、規制 ・誘導 ・



































計画 ・用地取得 ・調整 ・工事 ・分譲 施設立地 ・市街化
マ ス ター デ ベ ロ ッパー
地域公団 民間
















































































新都市名 計画面積 DID面積 所在地
haa) hab)
(a/b)
賀茂学園都市 490 290 東広島市
(0.59)
上野新都市 300 400 上野市
(0.75)
長 岡 ニュー タウン 440 1,920 長岡市
(0.23)
資料:平成2年度国勢調査



















地 区 公共施設系 社会施設系 産業関連施設系
長岡 ニュー タウン 流域下水道、総合公園 (変更 により国営公園・リゾ トー施設) 流通団地、]業団地
賀茂学園都市 幹線道路、公共下水道、 広島大学、近畿大学工学部
上水道
いわ きニュー タウン 幹線道路、総合公園 明星大学 業務施設








八戸新都市 高速道路IC、都市圏道路、 勤労者福祉施設 流通団地
総合公園
鳥取新都市 職業訓練大学 、大学、 ショッピン 工業団地、頭脳団地、
グセンター 業務用地
秋田新都市 総合公園、幹線道路 勤労者福祉施設、総合老人福祉 流通団地、工業団地、
施設、大規模 シ ョッピングセンター ソフ トパー ク
、教育関連連施設
上野新都市 森林公園、総合公園、幹線道路 スポーツパーク、高等教育施設 産業団地、
レーザ ー パー ク
那覇新都心 総合公園、幹線道路、 市役所、文化施設、ホテル、商業 業務施設
新交通新駅
鳥栖北部丘陵 総合公園、幹線道路、JR新駅 福祉施設、テクノセンター、高等教 産業団地、流通団地
宇部新都市 総合公園、幹線道路 育施設 テクノセンター
盛岡新都市 国道バイパズ、幹線道路 行政施設、 シ ョッピングセ ンター 流通 、ソ フ トパ ー ク、














































長岡 ニュー タウン 1,120 5.3
賀茂学園都市 630 1.9































地区名 人ロフレーム 母都市人口 比率(%) 所在都市名
(人) 1990年(人)
(a) (b) (a/b)
長 岡ニュー タウン 10,000 186,000 5.3 長岡市
賀茂学園都市 10,000 94,000 10.7 東広島市
い わ きニュー タウン 25,000 356,000 7.0 いわき市
新宇多津都市 9,000 154,000 5.8 宇多津町、坂出市、丸亀市
宮崎学園都市 8,000 287,000 3.1 宮崎市、清武町
吉備高原都市 4,300 16,000 26.9 加測1町、賀陽町
八戸新都市 15,000 241,000 6.2 八戸市
鳥取新都市 10,000 142,000 7.1 鳥取市
秋田新都市 15,000 302,000 5.0 秋田市
上野新都市 6,000 60,000 10.0 」野 市
那覇新都心 21,000 305,000 6.9 那覇市
鳥栖北部丘陵 7,000 69,000 10.1 鳥栖市、基山町
宇部新都市 4,000 175,000 2.3 宇部市
盛岡新都市 18,000 293,000 6.1 盛岡市









低開発:{邸鵬 或工業開発促進法 新産:新産業都市建設促進法 誘導L特別誘導:工業再配置促進法
頭脳鰍:地購 渡機能羅 産炭:産炭一 置法
テクノポ以:高度技術
地区名 産業関連用地 産業振興施策の地域指定 関連団地等
新産工特 工業再配置 テクノホ'リス 頭脳立地 献
長岡ユ ターウン 流通団地工業団地 テクノホ'リス
賀茂学園都市 低開発 誘導 テクノポ リス 頭脳集積
いわ きニュー タウン 業務用地 新産都市 特別誘導 巌 中核工業団地、轍
新宇多津 準工業指定地 誘導
宮崎学園 工業、研究所 特別誘導 テクノポ リス
吉備高原都市 柵 誘導 テクノポ リス
八戸新都市 流通用地 新産者肺 特別誘導 頭脳集積 頭脳団地
鳥取新都市 工業用地研究開発 低開発 特別誘導 頭脳集積
秋田新都市 流通用地工業用地 新産都市 特別誘導 テクノポ リス
上野新都市 工業用地 誘導
那覇新都心 業務用地 特別誘導 頭脳集積
鳥栖北部丘陵 流通用地工業団地 低開発 誘導 テクノポ リス 献
宇部新者肺 研究開発 講 テクノホoリス 巌 轍
頭脳団地
盛岡新都市 流通用地研究開発 低開発 特別誘導 テケノボ リス








地方都市 開発 整備事 業地 区 の概 要表
事業地区名 長岡ニュー タウン 鞭 いわきニュ汐ウン 新宇多津者肺
所在地 新潟県長岡市 広島県東広島市 福島県いわき市 香川県宇多津町
肺 鋤 東広島市 いわき市 高松市




都L郡からの距離km 10 広島市から3Bkm 平から7km 高松市から25km
事業期間 年 30 20 20 13
事業認同 1田5年(昭和50)11月1田〔輝(昭和51)3月 1976年(昭和51)3月 1978年(昭和53)6月
認可変更(1) 1…η7年(昭和52)1月1985年(昭和60)10月 1985年(昭和BO)1月 1992年(平成4)3月
(2) 1991年(平成3)1月 1989(平成1)11月 完了
概算事業費 億円 1,120 630 780 190
事業手法 錨 燃 一般宅造 鵬
面積(ha) 必0(変更前1000) 4go 530 1go
中央300雲出60 西条地区(広島大学キャンパス他)325
才津80 西高屋地区(東 広島ニュータウン)163
人口 人 10,000 10,000(西高屋地区) 25,000 9,000
独立住宅人口 人 6,900 17,700
集合住宅人口 人 2,300 6,goo
独立住宅戸数 戸 1,437 2,160 4,400
集合住宅戸数 戸 774 1,900
その他住宅戸数 戸
住宅数計 戸 2,834 6,300
就業人口(予定)人
土地利用計画 西条地区 西高屋地区
(ha) (%) (ha) (%) (ha) (%) (ha) (%) (ha) (%)
住宅用地 独立住宅 51.2 138.0 26.0
集合住宅 5.2 16.9 3.2
住宅用地計 60 14 56.4 34.6 154.9 29.2 30 15.7
沿道業務居住 6.0 1.1
工業用地 20 5 50 26.3
流通用地 60 14 10 5.3
大学・高等教育施設 42.0 26.0 44.1 8.3
商業業務 14.1 2.7
その他誘致施設 50 11
タウンセンター 10 2 3.2 2.0
サブセンター
教育施設計 10 2 6.9 4.2 22.0 4.正 10 5.2
利便施設用地
その他 1.1 0.7 10 5.2




























水路 ・池 30 7 8.4 5.2 23.1 4.3その他


































所在地 宮崎県宮崎市 岡山県賀陽町 青森県八戸市 鳥取県鳥取市 秋田県秋田市
清武町 加測ll町
母都市 宮崎市 岡山市 八戸市 鳥取市 秋田市
人 口1990年 千人 287千人 594 241 142 302
中心都市からの距離の距離㎞ 10km 25 3 6 8
事業期間 年 14 19 21 15 13
事業認司時期 1979年(昭和54)1月1980(昭和55)年12月1982(昭和57)年8月1983(昭和58)年9月1984(昭和59)年3
認司変更時期(1) 1986年(昭柵1)3月 1988(昭和63)年3月 1993(平成5)年1月
(2) 騒年(平6年)3月完了 1993(平成5)年ll月
概算事業費 億円 脚 38日 710 300 晒
事業手法 憾 燧 塵 一般宅造 繊
面積(ha) 300 61晒 330 300 ㎝
人口 人 7,000 4300(施設内1400含) 15,000 9,710 14,300
独立住宅人口 人 5,600 猟 ll,700 8,590 11,500
集合住宅人口 人 1,400 300 3,000 1,120 2,800
独立住宅戸数 戸 1,1正2 800 3,900 2,150 3,490
集合住宅戸数 戸 600 100(寮,社宅含まず) 1,000 350 1,100
住宅数計 戸 1,700 脚 4,goo
就業人口(予定)人 学生4㎜人、教職員
600人
土地利用計画 (ha) (%) (ha) (%) (ha) (%) (ha) (%) (ha) (%)
住宅用地 独立住宅 35 122.8 37.9 54.0 17.7 82.5 21.9
集合住宅 7 13.4 3.7 5.1 1.7 16.2 4.3
住宅用地計 42 15.7 8Ll 13.3 136.2 41.6 59.1 19.4 98.7 田,2
沿道業務居住 34 12.6
工業用地 15.9 2.6 18.0 6.0 50.0 13.3
流逼用地 20.8 5.7 即.4 7.3
大学高等教育 83 28.0灘
その他誘致施設 45 18.5 即5.1 45.0 22.9 6.3 13.4 4.4 26.4 7.0
利便施設用地 3 L4 2.3 0.7 10.7 2.8
タウンセンター 8.0 L3 5.5 1.5 5.0 L6 10.3 2.7
サアセン外 2.5 0.5 0.1
教育施設計 6 9.3 2.6 5.B 1.8 13.5 3.6
その他 20.2 5.6
宅地合計 213 78.5 380.162.1 235.4 70.9 103.3 33.9 237.563.1
饒 33 10.5 31.8 5.2 52.6 14.5 37.4 12.3 69.8 18.4姻 33 8.4 16.2 2.6 23.7 6.6 2L2 7.0 23.1 6.1
馳 110.818.1 13.2 3.6 129.6 42.5 38.1 10.1
水路 ・池 8 1.7 6.7 1.1 7.0 1.9 13.4 4.3 8.0 2.1
その他 0.7 66.3 10.8
公共施設用地合計 74 21.3 231.837.9 96.5 29.1 20L6 66.1 139.0総.9
計画面積合計 2田 100 611.9100.0 331.9 100.0 304.9100.0 376.5 100
関連誘致施設 宮崎大学礼 リサーチ 国立少年自然の家 セ いこいの村 大 学5,9ha 大規模老人医療福祉
パ ー ク8ha、ハ イテ ミナー 1、ウス 総 合 卯、ビ リセ 地区内に市浄水施設 県立試験研究施設 施設、大規模シ ョッ
クパ ー ク26ha、県 立 ンター 年金ホーム 福 0.6ha ピ ングセンター、 勤労 者
子供 療育センター、養護 祉の村 福祉工場農 技能開発センター 福祉施設(ミ ニゴル
学校、知恵遅れ児施 林業実践学習施設 3.Oha フ場含む)
設11ha等 野外活動施設 全寮
制高校等
事業の特徴 宮崎大学移転、テク 県主導の地域開発型 公団の実質的区画整 無電住化、段階施行 大規模ショッピング
ノボ リス、住宅地の 新者肺、福祉関連大 理1号地区、高速道 郊外ショッピングセン センタ㌦ 複合機能モデ
県外応募者多い、医 規模施設、自然型住 路IC ター計画、更地分譲割 ル、民間主導住宅分
療関連施設の集積 宅地、第3セ クター 合高い、国道隣接 譲





事業地区名 上野新都市 那覇新都心 鳥栖北部丘陵 宇部新者肺 盛岡新者肺
所在地 三重県上野市 沖縄県那覇市 佐賀県鳥栖市 山口県宇音肺 岩手県盛岡市
基山町
母都市 上野市 聯 鳥栖市 宇音肺 齢
人口1990年 千人 60 305 56 175 235
中備 肺 からの距離km 2 1 鳥栖市街地か ら3.5 6 3
福岡市から25
事業期間 12 10 13 10 15
事業認可時期 1989(平成1)年3月 1989(平成D年9月 1990(平成2)年8月 19θ0(平成2)年8月 1991(平成3)年12
認可変更時期(1)
(2)
概算事業費 億円 姻 630 410 聯 570
事業手法
1
区画整理 瞠 区画整理、一般宅造 区画整理 区画整理
面積(ha) 300 210 250鳥栖地区215,3 150 320
基山地区36.0 (区画整理94.4)
人口 人 6,000 21,000 7,000 4,000 8,000
独立住宅人口 人 5,300 11,600 6,100 2,700 13,600
集合住宅人口 人 700 9,400 ㎜ 1,300 4,400
独立戸数 戸 1,600 2,830 2,100 730 3,880
集合住宅戸数 戸 伽 3,000 1,800 470 2,000
住宅数計 戸
1






(ha) (%) (ha) (%) (ha) (%) (ha) (%) (ha) 艦)
住宅用地 独立住宅 39.0 16.0 68.1 31.8 45.7 18.2 21.7 102.2 32.4
集合住宅 3.1 L3 21.3 10.0 3.2 1.3 5.5 9.5 3.0
住宅用地計 42.1 17.3 89.4 41.8 48.9 19.5 幻 。2 29 ll1.6 35.4
沿道業務居住 144 6.7 8.1 3.2 27.5 8.7
工業用地 79.B 32.6 45.董 17.9 20.0 21 8.0 2.5
流通用地 22.3 8.9 19.5 6.2
大学・高等教育施設 7.0 2.9 10.9 4.3灘 3.0 1.2 33.6 10.6その他誘致施設 23.6 9.7 18.2 8.5 20.2 8.0 14.8 4.7
タウンセンター 2.4 1.0 4.3 4
サア センター 6.5 2.7 2.3 0.7
教育施設計
利便施設用地 5.5 2.3 6.8 3.1
6.2 2.5 8.0 2.5
その他 3.4 L4 17.0 7.9 0.3 0.1 2.3 L4 0.4














































公共施設用地合計 65.9 27.0 682 3L9 67.2 39.7 40.5 43 89.1 28.2




















































事業地区名 佐野新者肺 今治新都市 浜北新都市 山形新都市 肺
(予定) (予定) (予定) ㈱
所在地 栃木県佐野市 愛媛県今治市 静岡県浜北市 山形県山形市 長野県長野市
上山市
肺 佐野市 今治市 浜松市 山形市 長野市
人 口1990年 千人 83 123 脇 249 347
上山市
38
中心都市からの距離km 1 1 浜北市から4 山形市から 長野市から
浜松市から10
事業期闇 10 (15) 19
事業認可時期 1994年3月 (未定) 1994年8月 (未定) ㈹
認可変更時期(1)
(2)
概算事業費 億円 450 370 鵬
事業手法 区画整理、一般宅造 麟 鵬
面積(ha) 150(8地区) 170(2地区) 16日 脚 280
302892 86,283.4
人口 人 3,100 2,940 6,6@9 9,000 9,000
独立住宅人口 人 2,540 2,300 5,7日②
集合住宅人口 人 580 脚 99臼
独立戸数 戸 820 800 1,800
集合住宅戸数 戸 190 230 姻
住宅数計 戸 1,010 1,030 2,200
就業人口(予定)人 産業 用地3,00
土地利用計画 (ha) (%) (ha) (%) (ha) (%)
住宅用地 独立住宅 19.0 13 21.8 12.9
集合住宅 2.3 2 6.2 3.7
住宅用地計 21.3 15 27.7 16.3 6図 銘
沿道業務居住
工業用地 12.1 7.1








その他 74 49 1z
宅地合計 109 73 88.6 52.2 1〔強5 66
遡 25 17 17.9 10.6 30 tg 福祉施設 学園
姻 6 4 39.8 23.5 産業施設渤 4 3 14 8.3 15 9
水路 ・池 6 4 9.4 5.5 1図 6
その他
公共施設用地合計 41 四 81.1 47.8 55 鈎
計画面積合計 150 100.0 169.6100.0 169 100
関連誘致施設 女子短大(既)3.1
レクリ・アミュー ズメント34.8
事業の特徴 関東圏で初の事業、 本四架橋今治ルート 浜松都市圏、テクノ 県庁所在都市 県庁所在都市
東北自動車IC 入り口、人口減少都 リス、東海 道ベル ト棚 帯
(土地利用は予定)
一93一
(5)地方 都市 開発整 備 事業地 区の概 況
表3-3-2 新都市の宅地面積
新都市名 計画面積 宅地面積 認可年
ha ha
長岡コ 助ーン家 440 210 1{η5
賀茂学園都市 490 400 1田6
いわきコrタウン 531 241 1田6
新宇多津 190 180 1α78
宮崎学園 286 225 1田9
吉備高原都市 432 312 1980
八戸新都市 832 235 1982
鳥取新都市 305 103 1973
秋田新都市 377 224 1974蹄 300 178 1989
那覇新都b 210 146 1989
鳥栖北部丘陵 250 189 1990
字部新都市 150 54 1990輸 320 230 1991
佐野新者肺 155 117 1994
今治新都市 170 89 糠





地区名 閾 職 いわき 繕 宮崎 吉備 八戸 鳥取 秋田 計





















































































累計画地数 ㎝ 1190 2131 84 11訂 479 241 535 脚 7016
譲渡率(%) 40 55 48 100 loo 100 11 25 18 40
表3-2-3 地方都市開発整備事業の事業費の推移 (億円)
年 次 費用の内訳
謙 用地費 囎 関公費 経費 出資 その他 合 計
1) 2) 3)
1田4昭和49 6.5 1θ0.0 13.5 14.0 194.0
7550 4.3 15L2 16.9 2.0 25.2 04 200.0
7651 3.1 245.7 40.6 10.0 50.4 0.5 350.3
7752 3.1 219.0 42.0 29.4 74.5 0.5 368.5
7853 3.1 105.0 48.0 21.8 85.6 0.5 264.0
7954 3.1 74.0 44.0 19.6 81.1 0.5 222.3
8055 1.5 62.5 57.0 21.1 99.1 0.5 24L7
8156 L5 46.7 76.8 14.7 藍23.0 0.2 262.9
8257 1.5 57.0 78.7 18.6 136.7 0.2 292.7
8358 1.5 62.0 86.2 16.9 160.4 0.2 327.2
8459 L5 70.0 88.1 17.0 216.22.5 0.2 395.5
8560 1.5 74.0 90.1 2L4 258.6 0.2 445.8
8661 L5 8L1 106.0 26.4 314.2 0.2 5294
8762 1.6 74.7 116.7 28.0 235.7 0.2 456.9
8863 1.7 70.1 12L7 24.0 261.5 0.2 479.2
89平成1 1.8 73.0 126.7 22.7 307.0L7 0.2 533.1
902 2.1 80.0 157.0 26.0 338.9 0.2 604.2
913 2.6 86.4 197.0 26.0 36L9 0.5 0.4 664.8
19924 3.0 96.3 200.3 26.0 360.2 0.4 686.1
合 計 46.51888.71683.8翫1。6 3503,4.7 19.7 6832.6
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技 能 開 発
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英 国 に お け る ニ ュ ー タ ウ ン 開 発 プ ロ ジ ェ
ク ト の 計 画 と 経 営

第4章






































































イ.ロン ドンの人口 ・産業 ・都市機能分散政策
ロ。産業地区の土地経営方法(土地の賃貸 ・分譲、工























































































a)「特集 新 しい都市空問 をめざ して」雑誌建築文化.1田0年5月
b)金 秀太郎:「英国のニュータウン」新 日本列島m .14、1田5年
c)鈴 木 則夫:「テルフオー ト開発公団おけ るニュータウン研修レポー ト」新
日本列島阿0.82,83、1鍵1年
d)中 島 真:「英国のニュー タウン開発」新 日本列島陶 ,90、1982年
e)住 宅地開発に関す る研究会編:rIFHP兵 庫会議資料 一日本 におけるニュ
ー タウン開発の問題点、と今後の方向」1田6年
f)オ ズボー ン・下総他訳:「 ニュータウンー計画と理念」1田2年
、鹿島出版会
112
g)レ イ ・トーマス、 角橋 ほか訳:「 ロ ンドンの ニュー タウ ンー 自足 性 とバ ラン
スの とれた コ ミュ ニテ ィに関す る考察 」宅 地開廃M〕.28～31、1田2年
h)近 藤 茂 夫:「 イギ リス のニ ュー タウ ン開 発」1971年、至誠 堂
D下 総 薫:「 イギ リスの大 規嘆 ニ ュー タウ ン」1975年、東京 大学 出版 会
j)rT㎝N&CσUMRYP㎜1冊 」1991年11月号、1989年II月号
k)S.E,ラ スム ッセ ン、兼 田訳:「 近 代 ロ ン ドン物語 」1992年、 中央 公論 美
術出版



















V)稲 本編著:「 ヨー ロッパ嚇 法制」1983年東京大学出版会
の 社1団法人日本宅地開発協会編:「 魅力あるニュー タウン 国ー畷 ニュータウン
セ ミナ ・ー報告書」1986年3月
X)大規模 ニュータウン連絡会議編:「新 しいニュー タウン像を求 めて」 「日本
の大規模ニュータウンの概要」1991年6月
Y)日本建築学会1993年度大会 都市副画研究協議会資料:「 成熟過程のニュー タ
ウン」
Z)宅地開発研究所訳編:「 ニューシテイ ミル トン ケインズーニュータウン
の計画 と実施戦略 」1田8年




自C)デイズモン ド・ヒープ 、竹内訳:「 英国の都市計画法」鹿島出版会
自D》英国ニュータウン委員会(CNT):「91/92年次報告書」
能)CNT:「3Q七hanniversary」




















































チ.市 民達の支持 と実施主体 としての田園都市協会の
紘
リ.協会長 ネ ビル、事務局長 アダムスの活動。
ヌ.有 力な資本家 の出資。
ル.新 しい価値観 を求める21世 紀初頭の社会的雰囲
気。
事業 として始めた田園都市 ではあったが、ハ ワー ド
の企画 した田園者肺 が2箇 所 で、人口2万5千 人 の町
を創 ることに とどまったのは(そ れ自体は住環境 とし
ては優 れてはいるが)、 事業の初期段階では建設費用
がかか って投資に見合 った利 息が支払 えず、資金回収
が進んでもあ まり効率の良い投資先 とはな らないため
であった と、 ラスム ッセンは述べている(資 料k)。
1,2ニ ュー タウン政策の登場
その後、2度 の世界大戦 とい う経験 により、国防上
の必要か ら人 口と産業の分散の必要性 の認識が強まっ
た。ニ ュータウン政策の最初の きっかけを作 ったのは、




画 とハ ワー ドの思想を受け継 いだ衛星都市 としての田
園都市 を提案 してい る。
さらに、建築家 ・都市計画家のバ トリック ・アーバ
ンクロンビーは1943年 の 「ロン ドン州計画」に引
き続 き44年 に、 ロン ドンの60マ イル(約100km








それ ぞれのニュー タウンは、全てが揃 っていて自足
的"セ ルフコンテイン ド"で、釣 り合い よ くまとまった
"バ ランス ト"地域社会でなければな らなか
った。 こ
の2つ の性格付けがイギ リスのニ ュー タウンに引き継
がれた。ハ ワー ドの田園都市構想 と異な っていたのは、
投資家の出資を募 って事業を進めるのではな く、①















































発に貢献す る生産拠点 として考える2つ の立場が有 っ
たといわれ る。前者が1950年 代 までの、後者 が1
964年 以降のニ ュー タウンの方向付 けを示 している。
なお、北 アイル ラン ドは1965年 にニ ュー タウン
法が施行 されてい る。
1.3歴 史的特徴




spHl"の受け皿であ る。 ロ ン ドンを リング状に とり










都市構成、都市施設を核 とす る近隣住区 システムを住
区構成 の基準 としているが特徴であ る。 また、低密度
開発(平 均人口密度は150人/ha)も 一つの特徴で
あった。 ロン ドンの人口増加 の受け入れに より、職住
近接の都市 を実現 し都市公害 を排除す ることをね らっ
た。指定地域 の既存人口は、数十人か ら多 くても2.5
万人、指定地域面積 は1000～8000ha程 度であ
る。
一方で、現在人口約16万 人のバ ジル ドンを除 き、
人口規模が概 ね8-8万 人 と小 さ く、住環境を重視す
る余 り、 「ニ ュー タウンブルー」 といわれ る活気のな
、、、都市的な魅力に欠 けるとい った批判がされた。職
住近接についても、 ニ ュー タウン内だ けでは職業選択

























































































ロン ドンのグリー ンベル ト1964年
一116一
3)第3期(マ ー クm):1960年 代
この時期 の特徴は、ニ ュー タウン指定地域の規模 が
拡大 し、ニ ュー シテイ、拡張都市 と呼ばれ る地域が指
定された。指定地域は12カ 所(ピ ー ターバ ラ、 ミル
トンキーンズ、 テル フォー ド等、 イングラン ドに6、
スコッ トラン ドに1、 ウエー ルズに1箇 所、北アイル
ラン ドの4カ 所含 む)で ある。
従来 のニ ュー タウン政策へ の反省がでてきた。すな
わち、1951～58年 までの全国人口の伸びが5%
なのに ロン ドン周辺40マ イル(60km)で は40%
増加 し、あふれ出 し人口の吸収効果 があるのか とい う
疑問であった。第1,2期 の職住近接思想 の対象が工
場労働者であったのに対 し、産業構造が変化 し、第三
次産業 のオフィス労働者が増加 した。 その職場は、 ロ
ンドン、マンチ ェス ター等の既存大都市であ るため、 グ
リーンベル ト内の白地地域の宅地開発 が進んだ。
また、従来のニュー タウン計 画は、 自給 自足的で地域
の開発計画 とは無関係に立地 し、中央政府の意向が反
映 していたため、 自治体からは歓迎 されない存在であ
った。
そこで、1963年 に南東部イングラン ド調査報告
(SouthEastStudy)が、 まとめ られた。 この報告
書の主 旨は、大都市 からのあふれ出 し対策か ら、地域
間のバ ランス(regionalbalance)をとり、産業 と人 口
の適正分散配置ヘニ ュー タウン政策を修正 しよ うとす
るものであった。1965年 には中西部 と北西部のニ
ュー タウンについても地域調査がまとめられ、新たに
ニュー タウンの指定 が活発 に始 まった。ニ ュー タウン
の規模 も、ニ ュー シテイない し、既存 の中小都市の拡
張 を行 うエキスパ ンジョン ニ ュー タウンに よって、
計画人口が数十万人 とい う大 きな地域が指定 された。
ロン ドンか ら100～130km圏 、バー ミンガムから
50～80km(ミ ル トンキー ンズ、テルフ ォー ド)、
リバプールか ら24km、マンチェスターか ら40kmな
ど、これまでのニ ュータウンより既存大都市か ら距離
があり、独立 した都市機能 を目指 していることが分か
る。
計画技法は、計画 区域が大規模化 し、モー タリゼー
ションに対応 して、骨格 となる幹線道路をグ リッ ド状
に配置 した道路計画の段階構成の明確化 と幹線道路で
区分されたユニ ッ トでの開発(ミ ル トンキー ンズの例)
等が特徴である。




な杁 テルフォー ドは、当初1963年 に ドー リイ として地域指定され、後








































































醐 指定 鰍 指定面積 人 口
E:イング ラン ドw:ウ エー ルズ
N:」ビアイルラント"s:スコットラント" 年次 轍 (ha) 当初(人) 1991年(人)
ニ ュー タウン名
E Stevenage 46 80 2,532 6,700 81,200
E HamelHempstead 47 62 2,391 21,000 79,040
E Crawley 47 62 2,396 9,100 87,200
E Harlow 47 80 2,588 4,500 73,800
E Aycliffe 47 88 1,254 60 24,700
s EastKilbrid 47 94 4,150 2,400 69,800
E WelwynGardenCity48 66 1,747 18,500 41,000
E Hatfield 48 66 947 8,500 29,000
E Peterlee 48 88 1,205 200 22,200
S Glenrothes 48 94 2,333 1,100 38,500
E Bracknell 49 82 1,337 5,149 51,340
E Basilton 49 85 3,165 25,000 157,700
W Cwmbran 49 88 1,420 12,000 49,120
E Corby 50 80 1,791 15,700 47,139
マー ク1平 均 一 一 1,940 7,670 60,830平均53
S Cumbernauld 55 96 3,152 3,000 50,900
E Skelmersdale 61 85 1,670 10,000 41,800
S Livingston 62 98 2,780 2,100 43,300
E Washington 64 85 2,270 20,000 61,190
E Redditch 64 85 2,906 32,000 79,724
E Runcorn 64 89 2,930 28,500 68,900
マー クH平 均 一 一 2,620 15,900 57,640平均41
N Antrim 66 73 56,254 32,600 44,264
S Irvine 66 99 5,022 34,600 55,600
N Ballymena 67 73 63,661 48,000 55,916
W Newtown 67 77 606 5,000 11,000
E Peterborough 67 88 6,451 81,000 137,930
E MiltonKeynes 67 92 8,900 40,000 148,800
E Northampton 68 85 8,080 133,000 184,000
E Warrington 68 89 7,535 122,300 159,000
E Telford 68 91 7,790 70,000 120,000
N Londonderry 69 73 34,610 82,000 81,000
麗 Craigavon 69 73 26,880 60,800 78,541
E CentralLancashire70 85 14,267234,500 255,200
マークm平 均(北 アイルランド除 く) 一 一 7,330 90,050 133,940平均4

























に89県)が策定 し 、後者は市町村デイストリク ト=District(イングラント
に333市町村)に よって策定され開発行政を行 う。1947年 法では、開発計
画は調査報告書に基づき5年毎に見直される。説明書と図面(カ ウンテイマップ、
プログラムマップ)で構成される。








































「イギ リスでは、自治体による土塀11用規制を通 じ都市が造 られ、また土地利
用規制こそが 「都市計画」の中核 とされてきたのであって、わが国のように土地
禾II用の混在のみならず、都市の無隈の成長="高 容積率化サを許容する"経済成



















































































ロ 、コミュニティ開発 として住民啓蒙を行 う。コミュニティ施設としては 、コミ












3.3ニ ュー タ ウン委 員会 の活 動状 況
ニ ュー タ ウン委員 会 は、1959年 の ニ ュー タウ ン





























いる。事務所は、本部(ロ ン ドン)、支社(バ ジル ド

































































テルフォー ド現金残額 79.720.2借入金支払 131.133.3
雑収入 4.5 1」 利子払い 118.430.1
現金残額の減少額 9.6 2.4
計 393.6100 計 393.6100





























































































法には定 められず、慣行 として作成 してい る。
ニ ュー タウン公社 が作成 し、住宅地方行政大臣
(後に環境 省)に 提出す る。
ル.計 画案の縦覧 と公聴会 開催





実施計画 を再度説明す る。住民 の意見 によって
















































































































































出し問題の報告書が出版された。 ドー リー を含む3っ
のニュータウンで10万 人、他の都市の拡張で15万
人の収用が提案され、当時バー ミンガムの建築家もド
ー リー を推賞 したプランを提案 した。その結果、19
















表4-3-1ゲレーげ リテンの人口予測 の変化(百 万人)
計画作成 作成時 予 測 人 口
年次 の人口
1980 1990 2000
1955 49.8 51.7 51.5 噛
1960 51.1 56.1 58.9 62.0
1965 53.1 59.6 64.9 72.5
1970 54.3 56.9 60.2 64.0
五975 54.5 54.6 56.4 58.0



















































英 国 日 本
期 間 10年間 10年間 期 間
増加率% 増加率%
1851～1861 9.7
1871～1881 12.3 5.3 1872～1880
8.9 1880～1890
1891戸}190111.0 9.9 1890～1900
1901～1911 10.1 12.2 1900～1910
1911～1921 4.4 13.8 1910(・1920
1921～1931 4.6 15.2 1920～1930
1930～・1939 4.5 11.6 1930～1940
15.7 1940～1950
1951{プ1961 4.8 12.3 1950{ソ1960
1961～1971 5.2 11.1 1960-1970
1971～・1981 0.3 7.9 1970～1980
1981～1991 一〇.3 5.6 1980～1990
酬s)聯 斗19910er郎,Prilimlr旧ryRePortEnglandandWalse



































1911 28,1637,908 78.1 21.9
1921 79.3 20.7
1931 31,9528,000 80.0 20.0
1939 82.4 17.6
1951 35,3368,422 80.8 19.2
1961 36,8729,233 80.0 20.0
1971 38,1510,59878.8 21.2
1981 37,324ll,68776.9 23.1























都市名 減少率 ピー ク年 ・人 口千人
リバプール 0.53 1931 1,003
マンチ ェス ター 0.53 1931 766
グラスゴウ 0.60 1951 1,090
グレー ター ロ ン ドン 0.82 1951 8,196
ブリス トル 0.84 1951 443
バー ミンガム 0.84 1951 1,113
エジンバ ラ 0.90 1961 468

















地域の13.7%か ら最低の大 ロン ドン周辺地域の7.
5%ま で約2倍 の格差 があ った。1993年 時点 では、
8,6-12.1%と 格差は縮小 した。人 口増加 との関
連では、増加地域の失業率は全般に低 い傾向が認 めら
れ る。特 に1980年 代に最 も人口増加 が著 しい東 ア
ングリアやロン ドン周辺地域 は、1986,98年 の
失業率は最 も少 ない部類に属 している。
ハ.ロ ン ドンを中心 とした東南部では、 グレー ター
ロン ドンは戦後一貫 して減少 し、周辺地域は196
0年代 までは英国内で最も人 口増加が進 んだ地域であ
ったが、近年1980年 以降 は、増加 のテンポが低下
して きた。東南部全体 としては1970年 代以降か ら
減少傾向にな ってい る。
二.北 部の3つ の地域 一北部、 ヨー クシャ ・ハ ンバ




格差が明確 とな って きた。
ホ.中 東部の東 ミッドラン ド、東 アングリアと西部の





減少傾向が明確 であ る。すなわち、大 ロン ドンは全体
として減少傾向であ るが、 中心部のインナー ロン ドン



















デイス トリクト特性による地域 千人 割合(%)1961-・711971-81981～91
A.大 ロ ン ドン 6,379 13.0 一6.8 一10.1 一4.7
(1)イ ンナー ロン ドン 2,350 4.8 一13.2 一17.7 一5.9





B.大 都市圏 デ ィス トリク ト 10,643 21.7 0.5 一4.6 一5。3
(3)主要都市 3,219 6.6 一8.4 一10.0 一7.7
(4)その他 7,425 15.2 5.5 一2.0 一4,2
C.非 大者肺 圏ブイストリクト 31,947 64.6 11.8 5.3 2.8
(5)都 市 4,367 8.9 一 一4.5 一1.9
a人 口17.5万人以上都市 2,676 5.5 一1.4 一5.1 一3.2
bそ れ以下の都市 1,691 3.5 2.2 一3.2 0.3
(6)工業地帯デイストリクト 6,655 13.6 一 3.1 一〇,2
(7)ユ 妨ーンを含むデイストリクト 2,305 4.7 21.8 15.1 6.1
(8)観光保養 地等デイストリクト 3,519 7.2 12.2 4.9 5.5
(9)その他 の都市化デイヌトリクト 9,678 19.8 21.9 8.8 4.1
(10)遠隔農村デイストリクト 5,422 11.1 9.7 10.3 6.4












蠣 ユ ター 当初 糀 増加
ウンの 人口 人口 人口
数 (a) (b)(b-a)
ロンドン周辺 8 98.4 600.3501.8
ミッドランド 6 371.7 717.6345.9
北東イングランド 3 20.3 108.187.8
北西インゲランド 4 395.3 524.9129.6
スコットランド 5 43.2 258.1214.9









































(2)ニ ュー タウン所在地域 の人口増力噸 向
ニ ュー タウン所在地 域とニ ュー タウンの近年の成長
性を,1981～91年 の人 口増加率で分析す ると、
3つの地域に分類で きる。
① 極めて人口増加率 が高い地域
=ミ ルトンキーンス"、ノーザンプトン、ビ ターー パラ、フ"ラッケネル、
クロウリ、レテ塾イッチ、ウオリントン
これ らの地域 は、10年 間で10-45%の 人口増
加を示 してお り、成長 の核 といえる地域である。特に
ミル トンキー ンズは、10年 間で45%の 人口増加 と
い う全国最高の急成長地域 となってい る。 ちなみに、
イング ラン ドのサ ブデイス トリク ト866の 内で、1
0%以 上の人口増加 を示 している地域 は65、20%
以上は6地 域 しかない。
② 人 口の伸びが全国平均かそれ以下 の地域
=ハ ローウ、ステイフ"ネイシ"、ウエルウイン・ハットフィールド
特にハー ロウは、10年 間で人口が5%減 少 してお
り、成熟化 にともな う変化 といえる。ただ し、ハー ロ
ウはエスニ ック ・マイノ リティの比率が3,6%と エセ
ックス(平 均1.9%)の 中で最 も高 くな ってお り、人
種混合 による住環境の悪化もひとつの原因 と推察 され
る。
③ 人 口は伸びてい るがそれ ほ ど急激で もない地域
」 ハ"シ"ルドン
それで も、南東部やイングラ ン ドよりも高 い伸びを示
している。
1949年 に指定 された ブラックネル、47年 のク
ロ ゥリな ど指定か ら40年 以上経 って も依然 として成
長地域であ る事は、 ニ ュー タウン開発計画 の先見性 と
計画性 を示 してい ると考 えられ る。 また、拡張都市 と
して指定 された3都 市 ピー ターバ ラ、 ノーザ ンプ トン、











































て計画 された大規模ニ ュー タウンの ミル トンキー ンズ
である。 ミル トンキーンズは、現在で は英国で最 も成
長 しつつある地域 となっている。以上がイングラン ド
のニュー タウンで ある。
第6は 、 ウエールズの振興 のための2つ のニ ュー タ
ウンで ある。
イングラン ドとウエールズのニ ュー タウンは、19






表4-3-7英 国ニュー タウンの 目的別分類(筆 者作成)


































































































































ロンドンに42km産 業集 積 地、A1,M1道路、ルトン空 港近 い、 の ドン北 高速 鉄道
ロンドンに42kmMLM25で ロンドン空港 へ 、工 業集 積地 に近 い
ロンドンに50kmが トウィック空 港 に近 い、M23,M25
ロンドンに43kmス タンステッド空 港 に近 い、M25、Ml1でケンプ リッジ ヘ
ロンドンに36kmロ ンドン空 港近 い、Ml,M3,M4道路
ロンドンに31kmAl隣 接 、M25での ドン空 港ヘ
ロンドンに39kmM4道 路 、M25道路 、ヒー スロー 空 港
ロンドンに35kmM25ロンドン環 状道 路 に近 い
ロンドンとパ ミーンが ムの 中間、M1道路
北 マー ゾ サイド に18km新 産 業用 地 に近 い
マンチェスター に30kmリパ ブ ルーに24km、鉄道 で2.5時間でロンドン、 ラン}ンと同 じ
ニュー キャッスILから10km、A1,Al9道路
M5道路
パ ミーンカ"ムに31KM、リパ フ0一ルに62km,ロンドンまでハイウエイで2時 間程 度、M54道路
ロンドンに84kmA1/A7道路 で東 港 ヘ
ロンドンに92kmロ ンドンとパ ミーンカ"ムの中 間、M1道路隣接
最大 規模 のニ ュー タウ ン、リパ フ㌧ル/マンチェスタに近 、、
ロンドンに83kmパーミンカ"ム1こ80㎞、M1道路 、都 市 間鉄道 、グ ランドユニオン運 河



























方式として、"パー トー ナーシ ップ"を基礎にすえることが基本的 に重要
である。この方式によって、市当局の要請(1heinvitatlon)で、公社が
既存都市内で仕事ができるようになる。










また、公社委員会9人 のメンバーの内3～4人 を地元か ら選出し、公社
と自治体との意見調整を容易に行えるようにする。
一.新 しいサービスやアメニティによる財政 負担の増加は、公社 による増加人
ロの比率で案分する。拡張による超過負担を地元にかけないことが政府の













































































































































































































しか し、 自治体管 理の賃貸住宅では、選挙民である
市民(イ ンナーシテ ィ地区住民)に ウエ ィテ ィング リ
ス ト に基づ き優先 的に賃貸され るので、労働力調達
との関連では、企業 に余 り好 まれない とい う。
住宅割当制度=ProceduresofAllocating
Housing)と呼ばれ る制度 の特徴は、雇用口がまず
最初に決められ る。 ニュー タウン内で仕事が見つか り
さえすれば誰でもニ ュー タウンで住宅 を手に入れ るこ
とが出来 た。雇用 は、家庭の主人にの み賃貸 され、主
婦 は対象 とされなか った。例外 として は、老人住宅で
子供がニ ュー タウン居住者で65才 以上の場合 とニュ
ー タウン居住者 の子供 の独立の場合で ある。
終戦直後の1947年 頃は、 開発公社 がそれぞれロ
ン ドンの各区 と居住者移動について協定 を結んでいた










1964年 の ロー ドリックの調査 によれ ば、ニ ュー
タウン居住者の半分が労働者選抜制度で集 め られたと
い う。 しか し、 この制度 は住 宅困窮者 と企業 の求める
労働力の ミス マッチを生 じるため、実際に移動入居で
きるのは一定 の収入 と技能を持 った労働 者の限 られ る
という基本的な問題 があった。
2)ピ ー タバ ラの事例
1970年 代初期の開発公社 にとっては、公式のロ
ン ドンからの入居者 の源 泉は、大 ロン ドン庁GLCに
よる産業選択計画=IndustrialSelctionSchemeIS
Sであ った。熟練技術 を有す るロン ドン居住者が登録
でき、 ニュー タウンや拡張都市での求職先 を知 ること
がで きた。開発公社 はISSを 適用 したが、官僚 的で
効果的でない としてニュー タウン委員会 は、 自ら直接






































































































































表4-3-10イギ リスのニ ュー タウンにおける住宅の
所有関係別害1拾と変化(%)
1983 1991
ニ ュー タ ウン
賃貸 持家 簸 持家
エイクリフ 66 33 49 51
バジルドン 59 41 35 65
ブラック祁 58 41 40 60
コルビ イ 62 38 40 60
クロウリ 48 52 34 66
◎
ハメルハンフステット 55 45 45 54
ノー ザ ンフ.トン 32 68 24 76
ハ㌧ ター パ ラ 41 59 29 71
ヒ㌧ ター リイ 77 23 59 41
レディツチ 43 57 31 69
ステイプ ネィゾ 57 42 43 57
テルフォー ド 55 45 52 48
ウオリントン 34 66 36 64
ワシントン 64 36 46 54
ニュー タウン平 均 53.6 46.4 47.0 53.0





ミル トンキー ンズの住宅建設は、1991年 末累計
で持家69%、 公営住宅26%で あ り、イングラン ド
のニ ュー タウンでは 、分譲住宅が98%と ほとん どを
占める。スコッ トラン ドでは 、量は少ないものの依然
公営住 宅の建設が盛んで賃貸住宅 と同水準 である 。ニ
ュー タウン全体で は、約1万1千 戸の公営賃貸住宅 、
1万戸 の公社賃貸住宅が分譲 に回された 。
2)ピ ー ターバ ラの事例
資料o)「ThePeterboroughEffect」の第11章 の
タイ トルは、 「貸す ためか ら売 るための住宅へ」であ




換は明確 となり、住宅供給は所有 と市場指向 となった。
民間建設のへのインセンティブとして、長期の延べ払
いを導入した。
バ リ教授によればニュータウンの賃貸入居 者の50%以 上が買うことを望んでい


















































年 次 1974 1980 1984 1986 1988


















ろうとか住宅待機 リス トが増えるだろうと言 うもので
あった。具体的な方針は次のようなものであった。
居住者への売却は、居庄年数が3年以下では30%の 値引き、3年以上では1
年につき1%の値引きを割 り増 して最高50%ま で割 り引 くこととした。700
0戸の賃貸住宅 の内1984年3月 までに933戸が、実際 に売却された。価格
的には割引があり魅力的だが、実際に購入するとなると経済的に困難な為に、予
想されたよ りも少ない戸数 しか入居者への払い下げが進まなかった。非居住者へ
の売却は、市場で決めることを原則とした。 また、置時 に産業施設 ・商業旛設に
ついても売却の方針が出され、1981年3月 までに政府の目標(1000万 ポ
ンド)の売却収 入に対し、実際には1981年3月 までに208L5万 ボ ント
が売却され、政府目標を上回 った。


































イ ン グラ ン ド
ウエー ル ズ




















































1)ロ ン ドンの8つ のニ ュー タウンの 自足性に関す る
レイの調査結果 の概要
1960年 代にニ ュー タウンの自足性 の調査を実施
したレイに よれば、 ニュー タウン建設 の際の最も重 要
な理念は、 「労働や生活のために自足 され、かつバ ラ
ンスの とれた コミュニ ティ=self-containedandbal
ancedco㎜unitiesforworkingandliving」であ
る。 この理念により他の諸開発 と区別さ払 ニ ュー タ
ウンは蓼蛇 したものであって、 ロン ドンの一部 にな る
ことではなかった。 そして、 自足性の度合いがニ ュー
タウンの成功 の基準 とみなされがちであった。 ニュー
タウン入居者 の大部分が ロン ドンか ら押 し出された企
業 とともに入居 した人々である。 ニュー タウン内居住
でかつニ ュー タウン内就業者 はロー カル通勤(LJ)、
それ以外(内 居住外就業 または外居住 内就業)を クロ
ッシング通勤(CJ)と する と、 ロン ドン周辺 の8つ
のニ ュー タウンでは、1966年 のLJ:CJは 、1
:0.75、即ち全体 の57%は 、ニ ュー タウンに居住
しニ ュー タウン内に就業の場 があるいわゆる職住一・体
の人々である。
ニ ュー タウン居住者の社会構成を英国全体及び ロン
ドンと比較す ると、ほ とん どのニ ュー タウンで管理職
と専門職の割合が英国全体よ り高 いが、 ロン ドンより
は低い。ニュー タウンは工場労働者が多 いが、ホワイ
トカラーもかな りい る。 また、低所得層 力沙 な く、2
0代の夫婦が圧倒的に多い。 ニュータウン内の雇用数
に対す る居住就業者 の比率は、専門職、管理職、非筋
肉労働 者、筋肉労働者 では雇用数が多 く、小 企業管 理
職、 自営業等ではニ ュー タウン外 に勤務 している人 が
多い。全体では、ニ ュー タウン内の雇用数14,612
人に対 し13,725人 がニ ュー タウン内居住就業者で
ある(1966年 の5つ のニ ュー タウンの10%抽 出
結果)。 従 って、ニ ュー タウン内の雇用数が多いこと、
全体的には自足性が高 いことが分かる。 また、企業 の
トップグルー プが職場 から離れた近 くの村落に居住 し
たがる傾向 を示 し、 自営業主 はニ ュー タウンを居住地
としている人が多い。
では、 ニュー タウンがロン ドンからの人口 と雇用を
分散 させるとい う目的に成功 したか とい うと、それほ
どめだ った役割 は果た していない と彼は指摘 してい る。
すなわち、 「ニ ュー タウンが時流に逆 らうよ りはむ し















































































































表4-3-15ステイ ブネイ ジニ ュータウンの収入構成
(%)






















































表4-3-16ステイブネジ ニュー タウンの支 出構成(%)























































































期 間 住宅 麟 商業 その他
1963～68 2.0 0.7 0.1 0.2
1963～73 19.9 4.7 1.1 0.8
1963～78 79.3 13.5 5.7 4.1
1963～82 119.025.3 23.3 7.7
1963(ノ86121.233.9 33.3 11.9































1987～89年 のニュータウン開発公社の存在す るニュータウンでの産業 ・む
商業施設の建設状況は、床面積は工業 ・流通系が最も多 く、約64,000m,
あ
次いで商業旅殻 がイングランドが多 く約12,0001n,事務所は少な く約3,
あ












エンタープライズゾー ン=EZ(1980年 の地方 自治、計画及び土地法に基
づ く保守党 による特定地域の経済活動活性化方策)に指定された場合は、資産取
得に対する法人税 ・所得 税の全面免除、10年間の地方税(レ イト=固定鯉
の免除 、開発土地税 ・財童税の免除などの税制対応の他 立地手続きの簡素化、I
DC笥昭艮の免除、工業取弓倭員会手続き免除など立地手続きの簡素化のメ リット
もある。テルフォー ドでは、1984年1月 に279エ ーカー(113ha)が指
定され鵡 そこは商業 ・ホテル 。工業 ・倉庫等が含まれている。なお、EZは 、
1981282年 に第1次 指定で11地区、88,84年 に第2次指定14地 区
































































実 数 75社 1,293人
地域別割合) (%) (%)








工業施設でも、民 間デ ィベ ロッパか らプロポー
ザルの提出を受 け、民間が開発す るケースが多 く
ある。エ ンター プライズゾー ンの設定で、 デ ィベ
ロ ッパは固定資産税(レ イ ト)の免除で賃貸料を
上げ る事で メリッ トを受けた とい う評 価もある。
土地だけでな く工場 も リースの場合 が一般 的だ
が(自 社工場を保有す るのは日本企業はその意向
が強い)、 初期投資 を軽減 し、拡張も自由に出来
る点に立 地企業の メリッ トがある。 また、資産取
得や保有に掛か る税金な どが軽減で き、 リース費
用は経費 として計上で きるメリッ トもある。
工場は、テル フォー ドでは1工 場2000㎡ の
ユニ ッ ト(分割や連結 も可能) 、天井高6mが 標
準 で倉庫 な どに も転用 で きるな ど汎用性 があ る。
ニ ュー タウンにおける工場立地は、単独立地に
比較 して、公園緑 地や商業施設な どの利便施設の
充実(ア メニテ ィ)と近接す る住宅地 の良質な労
働力の確 保から魅力的であ るといわれ る。
例えば、テルフォー ドの立地条傾ま、交逼条件等よりも近接するバーミン


























6。8企 業誘 致競 争
企業 誘致 は、各 ニ ュー タウ ン間 で も激 し く行 われ 、
わが国 と同 様 に立 地条 件 だ け でな くニ ュー タウ ンの イ
メー ジを ア ッピー ル して い る。 ピー ターバ ラで は、 ミ
ル トンキー ンズや ウオ リン トン との競 争 に勝 つ ため ロ
ン ドンの広 告 会 社 に戦 略立案 を依 頼 した。





























ニ ュー タウン委員会 は 、委員 長 、副委員長 、委員
(6名程度)か らなる 。委員長 、副委員長は20年 間
で各3名 、委員は20年 間継続 した人 から1年 で交代
した人 までかな り任期 に差があ り、延べ21名 である 。
公社 の総裁 は 、3名 、チー フアーキテク ト兼プ ラン
ニ ングオフィサは1965年 ～79年 、1979年 ～
81年 の2名 、チー フエ ンジニアは1964年 ～81
年 、1982年 ～85年 で2名 が担当(後 半 は名称変
更)し た。概ね10年 以上の長期を同一人が担当 して 、


































































資 料 4-■ 英 国 の ニ ュ ー タ ウ ン の 概 要
1英 国 ニュー タウ ン各地 区の厩 要
F.J.オズ ボー ン、A,ホ イテ ック著下総 薫訳 「ニ ュー タ ウ ン、 計




ニ ュー タ ウ ン名 指定時期等 面積(ha) 計画目的、特徴等





計画人口6万人、近隣住区、既存の町 ・・村の一部 含む。計画案に対する批判:公 聴会で環
境派農民から反対。訴訟となる。近隣住区 に複数の小学校、 タウンセンターが遠 い、 密度が
低 く散漫、工業地区のために家屋100戸 移転等の批判。1967年 に600ha、計画人口
15万人への拡大計画は公聴会で反対され40ha拡大し8万人へ縮小変更。鉄道駅新設。住
宅は大部分2階建て連棟、 フラット人気な く小さい庭付きを希望 する入居者が多 い。タウン












既存人口9500人 。 当初計画人口5万人、800haの農地拡張 用地含む。9近 隣庄区 計
画を上回る住宅建設が進む。計画案批判:高 速バ イパスがニュー タウンを分断する等か ら指
定反対で裁判闘争。子 どもの遊び場 ・公共交通手段の不足の課題あった。居住者の住宅は、
フラ ット希望が2。5%と少なか った。密度は、25～40戸/ha。道路 は曲線 の区画道路
で構成されている。ルー プ、 クル ドサ ックも取 り入れ、鉄道駅あ る。住民は、 ロンドンから
の移転若年世帯が中心であ った。良き隣人、良き住宅、買い物便私 田園環境等が評価され







2,390既存人口21千 人 いて、鉄道 ・幹線道路A41が 通 り、古い市街地との結合 ・拡張再編が計
画 テー マであ った。常に計画変更修正を行 う必要性があった。指定には反対運動起きた。住
宅建設は、当初年間約1000戸 、1950年 代は少な くな り年間300～700戸 。密度
は30～37戸/ha。大部分は70～94mZの テ ラスハ ウス小住宅。 クル ドサ ック導入し
た。 タウンセ ンターは既存市街地の再開発で形成。工場建物は企業独 自と開発公社建設のど
ちらも導入 された。8近 隣住区で構成 されてい る






ロンドンーケ ンブ リッジを連絡す る幹線道路沿線地域で、過密工業地帯近い。既存人 口45
00人。峡谷 ・小川 ・樹林など自然を活かすことが計画テーマで あった。当初計画人 口6万
人で後 に9万人に拡大変更 した。密度はネ ット37戸、124人/ha。住宅の20%は フラ
ットで構成 している。センターは地理的中心 に計画 している。計画案に反対はなかった。住
宅建設当初8年間は年間約1千 ～千5百 戸、1960年 代は5百 から8百戸 に少な くした。







1920年か ら始 まった第二の田園都市 ウエルウインをニュータウン法で引き継いだ。ハ ッ
トフ ィー ル ド開発 公社が担当。計画人口当初36500人 、後に5万人 に拡大 した。2つ の
鉄道が通 り利便性高い。住宅建毅は1950年 代は年間500戸 程度、60年 代は300戸
。低所得者向けの週賃住宅が3分 の2を占める。工業 ・タウンセ ンター ・ホステルはあるが
者肺 生活の楽 しみの施設は少ない。
ハ ッ トフ ィー ル ド 1948,05指定
1966.04移管
947 計画人口2万5千 人 は1968年 に達成 した。幹線鉄道が通 じて いる。美 しい起伏のある田
園地帯 に立地 している。戦前、古 い町に航空機製造会社立地 し、計画地区の3分 の2が 無秩
序に市街化していた。1950年 に工業用地拡大を拡大 した。オール ドハットフ ィー ル ドの
再開発計画が進め られた。7近 隣住区で構成されている。住宅は、8割 が週賃住宅で196








戦前 はロンドンか らの退職者や粗末な別荘が乱雑 に立地 していた。既存人口2万5千 人。計
画人口当初10万6千 人、1967年 に14万 人 に変更 した。住戸密度は40戸/ha程度。
地区周辺に農地をグ リー ンベル トとして存置 し、地区面積の40%に 相当す る。近隣住区は
当初1.0変更後28住 区を設定した。計画案に反対はほ とんどなかった。指定後20年 聞で
約9千 件の用買交渉物件が あった。住宅 の大半は2階テ ラスタイプで ある。車庫 は当初5戸
に1台、1957年 から2戸 に1台、将来は1戸 に1台 設置が可能である。 ラドバー ンでの
計画密度の2倍 の戸数密度であ り、 ラドバー ンシステムは部分的 に採用 した。
一147一




































開催された。500以 上の意見書が出されたが異 議は11だ けだ った。 マスターブランでは
、1981年 には17万 人今世紀末までには22万5千 人の人口が計画 された。入居労働者
の80%が 周給15～30ホ●ンド、家賃が5～6*'ンド程度 だった。 セ ンダーは分散 し、 ブキ
ャナ ンレポー トの後の計画でもあ り、歩行者 ・自転車を優先した計画 とな って いる。
ミル トンキー ンズ 1967,01指定
1992移 管
8,8401964年の 「東南部報告」で提案 された3つ のニュータウンの1つ である。既 存人口は4万人
、計画流入人口15万 人、将来人ロ25万 人が予定 されている。ニュー タウンの位置 と規模
は反対多か った。反対論拠はロン ドンに近 すぎ る、計画人口多すぎる、地区が広すぎ るなど
である。自動車交通 に対応 した1km間 隔の幹線道路 ネットワーク、 スーパー ブロックのタ
ウンセンター 等に特徴があ る。国土幹線への接近性、 ロンドンとの位置、大規模な インフラ









バー ミン等 のイングランド中西部都市圏の人口は1961年 に230万人であった。バー ミンガム
などの既成市街地中心部の空洞化、1日産炭地域の荒廃地の蘇生、工業立地による地域振興が
目的であ る。既存人口2万1千人 ドー リー ニュー タウンとして始ま ったが、規模が不足 するた
め地域を拡大 しテルフォー ドニュー タウンとした。80年 代末に全体で22万人 の人口を想定
した。テルフォー ドに拡大す る時、公聴会で反対のため面積縮小 した。道路はブキ ャナ ンレ
ボー トに従 い5段 階の構成 とした。賃貸住宅だけでな く分譲住宅も多様な価格帯で供給 され
た。






















ニ ュー タ ウ ン名 指定時期等 面積(ha) 計画目的、特徴等















1963年11月 のイングラン ド北東部の政府政策白書 で、住宅需要 や都市問題へ対処 し、
地域 の経済的社会的開発を刺激 し生活の質を高 めるためにニュー タウンは有効であるとされ
た。 ピー ター リイやエイク リフの成功を受けて第3の ニュータウンとして、人口流出への対
処 ・工業開発 に刺激を与える事を目的とした。既存人口2万1千人。既存住宅を千戸移 転させ
た。A1等 の幹線道路 と鉄道支線が地区内 を通 じている。計画最終人 口は8万入であ る。1







リバ プールの人 口は61年度 に75万人、者肺 圏で104万人だが8万人 のス ラムの改善が必要で
あった。 グリーンベル トを残 して溢 れ出し人口を受け入 れるニュータウンを作 ることが目的
であ る。計画人 口5万人、8万人 まで拡張可能である。指定地区の既存人口は8千人だ った。
ニュー タウンから数㎞ の位置 に2～8万人の都市ある。か つての炭坑地帯での開発であ る。計
画技法は近隣住区方式はと らず、中心地区 に高密度住区 のワンセ ンターのシステムを採用し




ラン コー ン 1964,04指定
1967承 認
1964移 管
2,930リバ プールの人 口分散 とマーシー川北部地域の混乱を救 い、 リバ プー ル等の人口減少傾向 に





7,535拡張都市 として計画された。既存人口はウオリントン市 を含む1船千人と大 きい。開発人口






5ス コ ッ トラ ン ド
4,150グラスゴウとクライ ドの低地 に広がる密集地域の分散が目的であ る。1420haが造成敷地で残
りはグラー ンベル トで確保されている。当初の計画人口は4万5千人、後 に7万人 に変更され
最終人口9万5千人 を想定 している。1963年に独立 自治体となった。住宅建設は年間約1000戸






グ レン ロー ジス 1骸8指 定
1994移管予定
2,333開発計画は、炭坑 の一部閉山と新たな増産 の為の労働者住宅の建設を目的として始 められた
。6500人の抗夫を雇用す る計画が立案 された。ところが閉山 したため、 グラスゴウか らの過
剰人 口の受け入れへ と目的を変化 させた。 正500haのグリーンベル トを配置 している。計画 人
口は5万人で最終人口9万 人を想定してい る。






第2次 大戦後 の1951年当時のグラスゴウの住宅は48%が2部屋以下と極めて劣悪 だった。
都 心部のグロス人 口密度 は990人1haと高密だった。 イー ス トキルブライドに加 えて、 グラス
ゴウの過剰人 口を受け入 れることが目的だ った。当初 の計画人口は5万人だったが変更 して7
万人 に拡大した。入居者の80%がグ ラスゴ ウか らの転入 と予想された。計画にたいして、強



















カ ンブラン 1949,1玉指 定
1988移 管
2特 徴的なニュータウンの概要
2.1イ ース あ串〃 ブ ライ μ
イース トキル ブラ イ ドは、 当初計画 人口 が4,5万人 であ ったが、1
960年に7万人 に、1973年には10万人 に拡大 された。 その間、1963年
には、 小 自治体=smallborough、1967年に は大 自治体=large
boroughに昇格 し、 当初 の3自 治 体が合併 した。
グ ラス ゴウと クライ ド地方 の地域開 発を 目的 と してい る。指 定地
域面積 は4,150ha、一 ユー タウン開発 は1,420haである。 グラス ゴウ
か ら13kmで、衰 退 した工業都市 との間 に標高200mの丘 陵地帯 が、幅
5kmのグ リー ンベル ト緑地 として広 が って い る。高級 住宅地 とレゾ ヤー
施設 も取 り入 れた5つ の近 隣住 区 と3つ の工業団 地で構成 されてい
る。 国立 技術研 究所や 国税 庁計 算セ ン ター も立地 して い る。 グラス
ゴウか らの転入 者率 は60%で 、住民 の満足度 も高 いとい う(ス ト
ラス ク ライ ド大学 の社会調 査有 り)。
2.2ミ 〃'ン ヰー ンズ
それ まで に建設 され つつあ った25の ニ ュー タ ウンの反省 に立 っ
て、 ニュー シテ イと して計 画 された。 ロ ン ドンか ら80kmの 位置
にあ る。1967年5月 公 社設立 、1967年12月 調査開始 、1
969年2月 中間発表 、住民 に提案 の展示会 ・説 明会 が行 われた。
1970年3月 計画 と りまと め、1971年4月 、環 境省が 計画 を
受理 した。計 画は、保 健、教育 、社会 サー ビス、交通 な どの委 員会
で検討 さ れ6つ の 目標 が設定 さ れた。 選択 の機 会 と選 択の 自由、移
動 ・接近 の容易 さ と良 い コ ミュ ニケー シ ョン、調 和 と多様性、魅 力
的な都市 、住民 の関心 と参加、 資源 の効 率的 かつ想像 力豊か な利 用、
新 住民や 既存住民 が教育 、職業 、住宅、 レク リエー シ ョン、保健 、
交 通な どのサ ー ビス に関 して満 足で きる等 の多様 な計画 目標 を設 定
した。住 宅は、持 ち家、民 間住 宅投資 の導 入で多 様性 を確 保 し、h
a当た り15～20戸 をネ ット密度 として いる。1km間隔で幅 員6
0mの 幹線道 路が先 行的 に整備 された。近 隣住区 方式 は放棄 され、
主 と して 自動車 によ る高 い移 動性 が確保 され ることを意 図して い る。
表 岡K11967年 ～91年3月 まで の開発公社実 績
MKニ ミル トンキー ンズ













項 目 期 間 1991年累計
商業業務床面積(m2) 1990～1991 計
工場 ・倉 庫 122,5991,844,452
事務所 41,701 356,602
商 業 ロー カル 220 100,156
商業中央地区 116,987
床面積合計 164,5202,418,197
住 宅(戸 数) 1990～19911991年累計(%)
持ち家 957 39,32769
個人 ・住宅協会賃貸 284 3,092 5
公営住宅 0 14,95326
合 計 1,241 57,372
公共施設 1990～19911991年累 計
学校(数) 83
健康 セ ンター(数) 1 11
都市道路(km) 6.90 108.63
レッドウエイ(km) 11 228









表岡K2ミ ル トンキー ンズ の土 地利用 計画 の変 化
1970～1990
時 期 1970 1990
マスタプ ラン 岡K開発公社
用 途 (ha)(%)(ha)(%)
住 宅グロスェリア 4,646 53 3,647 42
オー ア ンスへ㌧ ス 1,146 13 1,947 22
道路・鉄道 988 11 1,236 14
産業商 業,事務所 791 9 1,20B 14
リサ㌧プ用地 293 4 一 一












は公社 、残 りは民間、1973年 か ら81年 まで は年間1500か
ら2500戸 建 設 し、 やは り公社が3～8割 を 占めて いた。198
3年以降 は、民 間 の割 合が急 増 しほぼ8か ら9割 が民間 で、年間1
500か ら2000戸 建設 して いる。持ち家 の数 は、1991年 に
は ミル トンキー ンズ全 体で約4万 戸 とな ってい る。
公社が解散 す る直前 の1992年 夏 には、1km問 隔 の骨格道 路
は約90%完 成 して い る。
ミル トンキー ンズでは、1980年 代 は毎年3000か ら500
0人 の雇用 が新 た に増 加 した。1970か ら78年 にか けて は毎 年
約2000か ら2500人 の雇用 が増 加 したが、1979年 は50
00入 増加 した。 これは、 その年 に開設 した シ コッビ ングセンター 関連
の雇用が約2500人 加 わ った為 であ る。 一方 では失業率 は英 国全
体 よ り低 いとは いえ、1976～79年 は英国平 均 よ り1%低 い4
～5%、1980～81年 には急増 し1986年 まで10%程 度 の
高水準で あ った。1986年 以降 は急減 し、1989年 には3%程
度 まで低 下 した。












ミル トンキー ンズにお け るセ クター別投 資額 は、民 間や 自治体 を
含 む全体 で1991年 まで に総計2967百 万 ボ ン ドであ った。開
発公社 の263百 万ボ ン ドに対 し1i.2倍 であ りこ れは、 開発 公社
投資 に対 す る投資 誘発率 とい え る。 ニュー タウ ンの建 設段階 別の特
徴 は、 ニュー タウ ン開発 の初期段 階の1980～81年 は、基盤 投
資段階で 全投 資額 の40%が 公社投 資 であ る。1990～91年 の
晩期で は、 公社 は投 資の回 収時期 とな り(マ イナ スとは分譲 などで
回収 して い るこ とを示す)、 民間 が活発 な投資 を して い ることを示





















総計 2,259 263 153 292 2,967
割合(%) 76.1 8.9 5.2 9.8 100.0
*)ガス、 電気 、水道 公社
2.3テ 〃7ガ'一ダ
(1)慨 要
』ユー タウ ンの開発 され た コー ル ブル ック デー ルは、18～
19世紀 に鉱 山、製鉄 都市 と して栄 えたが 、石炭 ・鉄鋼石 の枯渇 、バ
ー ミンガ ムや リバ プールな ど振興工業 都市 の台頭 で20世 紀 初頭 に
は衰退 しは じめた。
テ ル フオー ドニュー タウ ンは、 バー ミンガ ムを 中心 とす るウエス
トミッ ドラ ンド連旦都 市の人 口分散、 電子 な どの新 た な工業 開発 、
荒廃地 の活用 と地域蘇 生、 中央政府 の資金 によ る地 域振興 な どが ね
らい とされて い る。
当初 は ドー リー ニュー タ ウンとして1963年 に指定 され、開 発
公社 も発 足 し用 地取得 や住宅建 設 を始 めて いた。1965年 初 めに、
政府 は地 域開発 の幅広 い戦略 を立案 す るた めに、地 域経済計 画評 議
会を組織 した。 同年7月 住宅 地方省 と地方 議会 は、 一ユー タウ ンの
マス ター プラ ン素案 を作成 すべ く調査 して いたが、 同時 に経 済省 の
委託 を受 けた西 ミッドラン ド議会 も調 査 を行 った。 そ れは ウエ リン
トンと古 い東 シ ュロブ シャの北 側地域 のニーズ ニュー タウ ンに焦 点
を あてた内容 であ った。1981年 まで にバー ミンガ ムの周 辺 に5
万人 のニ ュータ ウ ンを整備 し、バ ー ミンガ ムのあ ふれ 出し人 口を収
用 しよ うとす る提案 であ った。 ドー リー の一部を含 み ツイ ンシテ イ
の形態 を していた。同 時 に産 業開発 の促進 もね ら って いた。 モー タ
リゼーシ ョンの進展 に対応 して開発可 能地 域が拡大 してい ることを
示 した。
1965年 末 まで に住宅地 方省 は ドー リー と関連 させた5万 人 の
あふ れ出 し人 口を収用 す る計 画 の作成 を始 めた。1967年 に拡 張
地域 の素 案 が示 され、 マス コ ミは トリプル タウ ンと命名 した。州 議
会 は、学 校 や住 民 サー ビス の負担 が増 える ことを懸念 して回答 を渋
った。 ま た農 民組織 は異議 を唱 えた。 そこで758ha縮小 して 、196
8年10月 にニ ュー タウンに指定 した。面 積は4,106haのドー リー に
3,712を加 えて7,818haとした。既存人 口7万 人、最 終人 口は198
0年代末 で22万 人、 雇用 は8万9千 人 と計画 された。
テル フ ォー ドは、 ブキ ャナ ン レボー トが 出版 されて最初 の ニュー
タウ ンで あったた め、 道路計画 は自動 車交 通を前提 に して、 主要 幹
線道路 か ら住 区道路 まで5段 階 の機能 を有 す る体 系で構成 した。
1日産炭 地域 であ り、1,142haは石 炭ズ リや鉄 の残砕 で これに土 をか
ぶせ るな どして2,n7haの土地 を再 生 させよ うとい う計 画で あ る。又、
3000を越 す 旧抗口 をコ ンク リー トで塞 ぐ仕 事もあ り、 これらは、 全
国石炭委 員会 と共同 で取 り組 ま れた。 荒廃地 に植林 が盛ん に行 われ
12haに毎 年6000本が植 えられた。
(2)期 間別 テル フ ォー ドニュー タウ ンの事 業支 出等実績
一数値 は各期 の最後 の年 の状 況















(1-2)1963～68ドー リー開 発公社時 代(m2,百万ホ'ンド)
開発公社 の資産(住 宅 は戸数)





































































(3-2)1974～78年開発 公社 の資 産 (m㍉百万ポンド)
(住宅は戸数)














1974年か ら78年の間 に下 水管 と下水 道施 設は新 た に設 立 された管
理 組織 に移管 され た。 移管 費用 は9.9百万ポ ンドで あ った。 また、水
道 管理者 は開発 公社 が建設 の為 に使用 した投 資的 経費 の負担 を支払
うように求 められ た。
1978年3月末 で の開発公 社 の政 府か らの借 り入 れは190.5百万ホ.ン
ド平均金 利 は12,2%。内172。7百万 ボ ン ドは施 設整 備 のため に使 われ
た。
(4-1)1979～82年開発 公社 の投 資金額(百 万 ホ'ンド)

























(4-2)1979～82年開発 公社 の資産 (m㍉百万 ホ●ンド)
(住宅 は戸数)













1982年8月 末で の開発 公社 の政 府 か らの借 り入 れ は390.4百万
ホ'ンド。内299.3百万 ボ ン ドは以 下 の施 設整 備 のた めに使 われ た。10
3.1百万ホ'ンドは公債歳 入欠損。 金利 が12 .2か ら13.1%と 高
か ったこ ともあ るが活 動が活発 で あ ったこ ともあ り、開発 公社 の歳
入欠損 は80百 万ポンドとな った。
(5-1)1983～86年開 発公社 の投資 金額(百 万ポンド)

























整備 され てきた ので 、民間 が住宅 ・工場 ・商店 ・オ フ ィス に投 資 し
易 くな ってきた。負 債 の帳 消 しを行 った理 由 は、価値 を産 まない施
設 の整備 一例 えば、 道路、 ボタ山な どの荒廃 した土地 の再生、 公共
のオー プ ンス ペースな どに投資 して負債 が生 じたた めで ある。 この
時 期 に資 産の建 設にか か った コス トは195.3百万 ポ ン ド(完 成資産 分
191.8)で、 こ れに加 えて 道路整備 に77.2百万ぎ ンド、 土地 の再生 に
13,8百万 ホ'ンドかか って い る。












(5-2)1983～86年開発 公社 の資 産(m2,百 万 ホ.ンド)
(住宅は戸 数)













1986年8月 末 での開発 公社 の政 府 か らの借 り入 れは566.9百万
ホ●ンド。 内341.5百万 ポ ン ドは施設整 備 のた めに使 われ た。231.3百万
ホ'ンドは公債歳入欠 損。金 利が12,37%。
(6)1987～89年
こ の期 間にTDCの 財政 に重大 な措置 が された。す なわち、19
86年 に政府 が開発 公社 の負 債額440百 万 ポ ン ドの75%を 帳 消
しに した(残 りの負 債は126.3百万ポンド)。 これは、 他の ニュー
タウンで も同様 の帳 消 しの措置が され た。 資産価 値 も上 昇 してきた
ので、残 りの負債 を返 済す ることは可能 と考 えられた。 インフ ラが
(7)1990～91年
テル フ ォー ド開発 公社TDC最 後 の期間 。1990年 に政 府 への
負債 を支払 うた めに重 要 な施 設 を譲 渡処分 し、 プ ライベー トセク タ
ーが 工場や住 宅、 オ フ ィスを建設 でき るよ うにイ ンフラの整 備 も行
った。 また、 賃貸住宅 は レキ ン地 区議会WDCと 住 宅協 会に移管 し
た。 公共 オー プンスペー スはWDCと ニュー タウ ン内 で収 入 を得 ら
れ る施設 と一緒 にして、財 団を設 立 し移管 した。TDCの 残 され た
資産 で、 ニ ュー タ ウン委 員会 に渡 され る資 産 は、 約20百 万 ぎンドの
価値 が あ る。内容 は、 産業 施設 ・分 譲予定 の数百 戸 の住 宅な どで あ
る。た だ し、実 は最 も価値 のあ るのは これか ら開 発が 可能な土地 約
800haで 、1991年3月 の価値 で200百 万ポ ンドはす るだろ
う。
(8)テル フォー ドの人 口 ・就業 業状況 な ど
1982年8月 まで に建設 した住宅11,847戸 の内970戸
を売却 した。取得 した住 宅333戸 を保 有 していた。 この期 問大企
業 が立地 して きた。
1986年3月 まで にTDCが 建 設 した11,521戸 の うち2,
394戸 を売却 した。又 、購入 した146戸 をまだ保 有 して いた。
工場 も売 却す るこ とと した。海 外か らハ イテ ック企業 が立地 して く
るように なった。
一153一
(8) テルフォー ドニュー タウンの概況推移
項 目 1田3 1978 1982 1986 1989 1991
人 口(人) 87,100loo,3001 6,600110,950117,080119,000
住宅戸数(戸) 29,54636,i6240,51343,04045,即0 45,975
世帯平均人員(人) 2.95 2.77 2.63 2.58 2.58 2.59
期間中住宅建設戸数(*)(戸) 4,767 7,2764,149 2,526 2,232 1,287
合計雇用人数(人) 39,85044,68138,85245,99058,19061,040
内訳 工業 20,21021,94616,68819,25925,60326,883
サー ビス 15,08618,00319,21922,田0 27,94129,121
その他 4,554 4,7322,945 3,731 4,636 5,036
経済活動居住者(人) 40,24046,14047,43749,47452,69353,429
テルフォー ド内居住 ・就業者(人) 32,05035,5293L516 36,54045,68747,34B
テルフォー ド内居住 ・就業率(%) 80 77 66 74 86.7 88.6
失業率(%) 3.4 8.5 19.8 20.1 7.0 9.5
(累)期間(年) 1968～731田4～781979～821983～861987～891990～91











































計 7,818100.0 計 7,818ユ00.0
(10)ラン ドスケー ピング
1405haが ビルデ ィングやオー プ ンスペー ス のために利用 さ
れ、3000の 抗 口が措置 された。600万 本 の木が植樹 さ れ、1
250万 本 の灌木 、650万 本 の ラッパ ス イセ ン(ウ ェール ズの国
花)・ 水仙 が植 え られ た。250万 本 のク ロ ッカス、50万 本 のグ
レー プヒヤ シンスも。開発 公社 の晩 期 には年間4万 本 のチュ ウ リッ
プ、1万 本 の ヒアシ ンス植 え られた。
(12)ラドバー ンシステ ム
1960年 代 の ニュー タウ ンの住 宅地 計画 は ラ ドバー ンシステム を
原理 としていた。 しか し、 このシス テムは余 分 な費用 がかか るこ と
や独 立住宅 を基 本 と して いた ため、政 府か ら可能 な限 り速 く安 く建
設す るように急 が された こ ともあ り、 集合住 宅地 の計画 で もあ った
ので サ ットンヒルでは採用 しなか った。
(13)テル フ ォー ドの住 宅地 計画 の例
(別紙)
(11)ミックスデ イベ イロ ッブメ ント
賃貸住宅 ばか りでは な く分譲住 宅 も計 画 され、 サ ットンヒル地
区で は賃 貸 との ミックス開発 が された。1965年 時点 での価格 は、
133戸 が6,000～10,000ホ.ンド、466戸 が14,000～5,000ホ`ンド、
1440戸 が2,000～4,000ホ'ンド とい う分譲価格 で あ った。低 価格 指
向な が らも多様 な価格 帯 を設 定 した。
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2。4レ デ イ ッチ
(1)概 要
rSuccessintheHeratofEnglannd」の副 題 を有 す る資 料R)の
前書 きで、以下 の内容 を述 べ てい る。 レデ イ ッチ は英 国 の中心 に位
置 して い る=theheratofEngland(地理的 に も、英 国流 の生活 の
縮図 と して も)。 一ユー タウ ン地域 に1964年 に指 定 された とき
にはすで に人 口は2万9千 人 いた マー クHの ニ ュー タウ ンであ る。
主 と してバー ミンガ ムと西 中央 部(ウ エス トミッドラ ンド)か らの
1960年 代 の人口増加 の オーバー ス ピル の受 け入れが 目的だ った
が、 それだ けで はな く、 目標人 口7万 人(今 世紀末 に は最 終的 に9
万人)の た めの産業 と雇 用 を用意す ることも必要 であ った。
1985年 に レデ イ ッチ 開発公社 が解散 す るまで、 この間 に政 府
が7回 変わ って首相 は21人 交代 した。全 国28の ニュー タウ ンに
は200万 人 が生活 し、 レデ イ ッチで もす で に既 存の住宅 の2倍 の
住宅 が建設 された。困 難な課 題だ ったが1万2千 の仕事 と700の
事業 所が公社用 地 に設 置 された。 キ ングフ ィッシ ャー のシ 訂 ッビン
グセ ンター には毎週20万 人 の買 い物 客が 訪れ る。 「ワン ス ト ッ
プ シ 胃ップ」 とい うス ローガ ンで広 い地 域を商 圏 としてい る。
(2)計画 の始 ま り
レデ イ ッテか ら16マ イル離 れたバ ー ミンガ ムは第 二次大戦後 の
人口急増で市 の境界 を越 えて拡大 しよ うと し、市 民は都 市周辺 の グ
リー ンベル トの破壊 を恐 れた。 シルキ ンの1946年 ニ ュー タ ウン
法が市民 を捉 え計画的 拡張 都市 を期 待 させ た。 アーバ ンクロ ンビの
助手 をしていた リオネル ブレ ッ ドが1948年11月 に、 マー ク
1のロン ドンや グラス ゴウの5～6万 人規 模 よ りも小 さい3万5千
人の 目標(産 業 とアメ ニテ ィで人 々を 引きつ け るような)人 口を提
案 した。 ブレッ ドプ ランは市中心部 か ら南 に延 び る リボ ン状開発 計
画の提案 であ った。1951年 に ウオ ルチ ェス ター シ ャ開発計画 が
発表 され、 レデ イ ッテは1971年 まで に6千 人 人口 が増加 して3
万5千 人 にな ると予想 された。発展 方 向は ブ レッ ドプ ランを引 き継
いで いた。
この間全 ての提案 が ウエス トミッ ドラ ン ドのオーバ ース ビル問題
を無視 してい る中で、 保守 党政府 が1952年 に 「都 市開発法 」 を
提案 した。 前の労働覚 政府 の ニュー タウ ン法 とは異 な り、財政的 措
置で より安価 によ り速 く既 存市街 地を拡張 す る手 法で あ った。 バー
ミンガム市 は第二次大 戦 の被害 で不足 す る住宅対 策 を周辺 の 自治体
に協力 を求 めた。 ウオ ルチ ェス ター シャは、 ドリオ トウイ リテと レ
デ イ ッテを希 望 し、1957年 にバー ミンガ ム市 は居住 用 に使 うた
めの土地 を取 得 した。 その後数年 間財政負 担 など について協議 した
結果、都市 開発法 によ って5年 間で1000戸 のオー バー ス ピル住
宅を受 け入 れ る事、 レデ イ ッテ に移 転 して くるどの よ うな産業 の 中
核労働者=keyworkersも浴 れ出 し労働者 と して 算定す る事、登 録 さ
れた借家人=nominatedtenantsは単 に スラム ク リア ラ ンスだ けでな
く、住宅応募 者=housingapplicantsとす る。金 利 は第2次 大 戦時
の3%規 制金利 か ら5%に 据 え置 かれ てお り、溢 れ 出 し住宅 の家賃
は、 既存 の レデ イ ッチ賃貸住 宅 の レベ ルか ら週5ポ ン ド増 しまで に
す るように定 め られて い たため、急 が れた。
と ころが、1956年 住宅 助成法 が改正 され、 ス ラム ク リア ラ ン
ス ・高齢者住宅 ・拡張 都市 地域住宅 を除 いて助成 を取 りや め る事 と
なった。計画 はデ ッドロ ックに乗 り上げ た。
1961年 にな りマク ミラン政権 の住宅 地方大 臣 ヘ ン リー ブル ッ
クは、温れ 出 し地域 の建設 計画 を提 案 し、 バー ミンガ ム地域 では、
グ リー ンベ ル トの600エーか 、 ダベ ン トリ ・ウオル チ ェスター ・レデ イ
ッチの都市開発 で それぞれ2万5千 人、10万 人 、6万 人 の受 け入
れを提案 した。 シュロ プシ ャー の ドー リー(後 にテ ル フォー ド)で
は、 ニュー タウ ン開発 として実施 され る事 とな った。 レデ イ ッテ の
計画 は既 存市街 地 の南 に計画 さ れ、1965年 か ら74年 の間にバ
ー ミンガムか ら2万1千 人 と 自然増 の4千 人計2万5千 人 を受 け入
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れる計画 であ った。財政問 題が 議論 されたが、10年 以上 について
受 け入 れ可 能な賃貸 料金 を補償 す る事 とな った。 そのほかの 問題 も
協 議 され、1968年1月 に住 宅地方大 臣 と地方 代表 者が会談 し、
これで ニ ュー タ ウンの指定 を レデ イ ッテで受 け入 れ る事 とな った。
(3)レ デ イ ッチ ニュー タウ ンの誕生
ウイ ッ トホー ルの グ リー ンベル トに、 ニュー タウ ンを建設 す る提
案 は拒絶 に会 い、 首相 の代 行で あ る ヒル博士 は、 人 口や産業 の移動
で社会経 済的分裂 を招 かな いた め、 にバー ミンガ ムに充分近 く位置
して、一 方で競 合を避 け るため に、位 置が選定 さ れた。良 き コ ミュ
ニケー シ ョンを保 ち既存 の水 や処理施 設が拡張 に耐 え、良好 な農業
用 地 の減 少 を最小 に抑 え る事 がで きる として了承 された。 また、 開
発公社 と小 さな既 存 の自治 体 が仲たが い をしない であ ろうと考 え ら
れた。 ランコー ンと同 時に1968年1月 に素 案が 発表 され、19
64年4月 に指 定 された。
三 ユー タウ ン指定命 令書 の素 案 には次 の内容 が示 されて い る。
イ.人 口 に見 合 った産業 によ リニュー タウ ンは 自己充足的 で なけ
ればな らない ことを首相 は求 める。住宅 と仕事 は、 ニュー タ ウ
ンの あらゆ る建設 段階 でバ ランス よ く供給 されねば な らない。
通商 委員会 は、1960年 、68年 の地 方雇用 法 によ りバ ー ミ
ンガ ムか らの浴 れ出 しを受 ける開発地 域等へ の優遇措置 を与 え、
紛争 な しで ニ ュー タウ ンへ の適切 な産 業の立地 を促進 を援助 す
る。
ロ.7200エーカー が ニュー タ ウン地域 と して 提案 された。既存 人 口は
2万9千 人 で、大 部分 が レデ イ ッテ市 街地 に居 住 してい る。開
発 公社 は移 住 して くる3万3千 人 を概 ね15年 間で受 け入 れ る
計画 を立案 す る。 目標人 口 は7万 人 とな ろう。
ハ.経 験 によれば移 住者 は主 に若 い家族 で ある。 出生率 も全 国平
均 よ りも高 いで あ ろう。 自然増 に よ りさらに20年 後 には人 口
は9万 人 とな ろ う。
二,35か ら40年 先 を見 越 して9万 人 の為 の計画地 域を指 定す
べきで あ る。
レデ イ ッチ都 市議会 は のろの ろ議 会=hungcouncil(労働党 と保
守党 の勢力 が均 衡 して物事 がな かなか決 め られない状況)で あ った。
しか し、基本的 な問題 は.一 ユー タウ ンの素案が 目標人 口7万 人で、
グ リー ンベル トを大 き く破壊 す る恐 れが あ った。 そ こで、人 口を5
万人 にす る提案 が1回 の投票 で可決 さ れた。環状 鉄道や バー ミンガ
ム連絡 道路 は否 決 された。
1964年1月7日1こ 公 聴会 が開催 された。人 口規模、 グ リー ン
ベ ル トの破壊 の危 険、交通 問題、産 業や住 宅需要 な どに異 議が 出さ
れた 。 イ ンスペ クターの レポー トも同様 の指摘 を行 った。 しか し、
指定地 域 の設定 に閲 して は、 グ リー ンベル トに関 す る異議 は拒否 さ
れた。
ニュー タウ ン開発 公社 の委 員会=TheBoadは 、銀 行頭取 ・会社
経営 者 ・病 院理 事長 な どで構 成 され、初会 合は1964年6月 に開
催 された。
(4)事 業 の初期段 階(1964～1966年)
この段 階では、財 政問題(当 初5年 間 の財政計画 の作成)、 給水
問題 、用地 取得特 に タウ ンセ ンター問題、 住宅供給 問題(公 社住宅
家賃 は公営住宅 よ り高 く設 定 されたが1972年 住 宅法 で同水準 に
なった)。1967年 にはパー カーモ リス住宅基準 で8ベ ッ ドの住
宅場 合、住 宅建設 には4250ホ ●ンド必要 で、週 家賃 にす ると4.65ポ
ンド となる。 この時代 の賃金 は、 男子熟練 工で週 賃金 が14.25、半熟
練工12,20,未熟 練工 は10,15ホ●ンド,女性は7.50～14.00であ ったか ら、
公社家 賃 は収 入 の30～50%に 相 当 し、 それほ ど安 くなか ったと
いえ る。 自治体 との関係で は、 パ ワー のあ る開発 公社 と弱小 自治体
の課題 が あ った。
(6)初 期 の計 画書で 指摘 され た課題
イ.高 い水準 のデ ザイ ンを心 が け る事 が重 要で あ る。人 々は多様 な
選択 を求 め る
ロ.計 画 プロセ スは、 最後 まで継続性 と増 加す る人口 の状態 と構 造
変化 に柔 軟 に対応 で き るよ うにす る。
ハ,地 域的要求 、社会 的産業 的商業的 要求 の変化 、将来 の人 口増 加
な どに対応 した土 地利用 を立案 す る。
一.高 い 自動車 保有や 色々 な交通手段 の複 合 に耐 え られ る交 通 シス
テ ムのデザ イン特 に、 公共交通 シ ステムの必 要性が あ る。
ホ,開 発 は ビー ズ状 を基本 と したパ ター ンを採用 す る。 自己充足 的
で、通過 交通 を排 除 し高 速道路 の サー ビス を享受で き るよ うに
す る。
へ.ス プロール開発 を避 け、グ リー ンベル トを保 全す る。
ト,開 発 の各 段階 でも必要 な買 い物 や生活 利便施 設サー ビス の確 保
に努 め る。
チ.住 宅供給 はヘクター】レ当た り40～70人の密度 とす る。
(7)工 業 開発
既 存 の都 市 レデイ ッチは、66%が 工業 従事者 で工業 の町で あ り、
針、 釣 り針 、金属 工業 が盛 んで あ った。工 業開発 戦略 と して、 オ フ
ィス ・研修 施設 ・R&D業 務 ・工場 を含 む大 きな工場 を期待 したが、
工 業開発 証明委 員会は、立 地工場 の規模 を限定 してい た。そ こで、
床 面積 ユー ットが279-1672㎡ の工 場 を建 設 した。
(8)タ ウンセ ンター
既存地 域 の再 開発か全 く新 たに開発 す るか を検 討 した結果、再 開
発案 を採 用 した。その判断 要素 と して、土 地所有 状況、 接近性、 通
過交通 、駐車場 か らの接近 性、 バス サー ビス、買 い物客 を天候 か ら
守れ るか、成長 と変化 への計画 の柔軟 性、安価 に整備拡 張で きるか、
加 えて商 業施設 が中心地 区 の施 設を含 め る事が で きるか(行 政施 設、
警察、 裁判所、 高等教育 施設、 郵便局 、図書館 、 ホテ ル、ス ポー ッ
セ ン ター、バ ス停、電話 交換所 、 ダ ンスホー ル、映画 館、劇場、 教
会、駐 車場)等 を考慮 した。
(9)マ ス ター プランの公表
1967年 初 頭 マス ター プラ ンが公 表さ れた。2000部 作成 さ
表4-3-17レデ イッチの人口及び主体別住宅建設戸数 と累計戸数
れ、 大学 で展示会 が行 われ2万 人が訪 れた。公的 集会=publicmee
tingsが2日間 、公聴 会=publicinqiryが、1967年 に4日 間 開
催 され、14の 異 議が個 人 と公共団 体か ら出 され た。 特 に道 路計 画
に強 い不溝 が出 された。1968年6月 に イ ンス ペク ター の意見 と
大臣 の決定 が示 された。
(10)住 宅標 準
住宅 はパ ーカ ーモ リス標準 に従 って建設 した 。
ラ ン ドスケー プは、引 き継 いだ 自治 体 が維持 が困難 ほ ど高 い水準















(13)レ デ イ ッチ開 発へ の異議
レデ イ ッテ・'開 発 に反対 す る根強 い声 として、一 つ はバー ミン
ガムか らわずか16マ 仙 しか離 れてお らず、 グ リー ンベル トを壊 した
事 、 もう一つは い くつ かの場所 が開発 に コス トがか か る土地 であ っ
た事(重 い土、氷 河時代 の堆積 物、地 下水 の高 さ、急 斜面)で あ っ
た。 これに対 しては、 この開発 で居住 者 に緑 のIungs(新鮮 な空気 を
補 給す る場 所)を 美 しい 自然 の オー プ ンスベー スで もた ら した こと




















































































































































































































計 32図 61Z 91@ 1巳5②192図1720126@132275日 1四.日
資料o)
表4-3一ユ5 ピーターバラの主体別住宅供給戸数累計 (戸》














































言十 175② 375@ 73囮 ユ18四 141Z② 1742223②〔吻 224〔弼 26326 1②臼.図
資料o)
表4-3一ユ6ピ ーターバラの開発公社賃貸住 宅の払い下げ分譲戸数累計推移(概数) (戸)
年 次 1972 1974 1976 1978 198巳 1982 1984 1986 1988
戸 数 o 250 252 250 7日図 L25臼 L6臼2 2,4②臼 3,5四
出典=黄唱0
2.6ス テ イブネ イ ジ










































表4+2英 国 ニュー タウンの所在地域と母者肺
地域 ニユー ダ ウ ン名 指定 開発公社 指定面積 地 域 母者肺 礫
轍 解散 轍 (ha) (km)
轍 網
Stevenage 1946198842 2,532ロンドン周辺 ロ ン ドン 42
イ HamelH㎝pstead 1947196215 2β91ロンドン周辺 ロ ン ドン 42
ン Crawley 1947196215 2,396ロンドン周辺 ロ ン ドン 50
グ Harlow 1947198033 2,588ロンドン周辺 ロ ン ドン 43
ラ Hatfield 1948196618 947ロンドン周辺 ロ ン ドン 36
ン WelWnじardenCityig48196618 1,747ロンドン周辺 ロ ン ドン 36
ド Brac㎞ell 1949198233 1,337ロンドン周辺 ロ ン ドン 47
BasilDon 1949198536 3,165ロンドン周辺 ロ ン ドン 40
Corby 1950198030 1,791ミッ ドラ ン ド ロ ン ドン 130
Redditch 1964198521 2,906ミッ ドラ ン ド バ ー ミンガ ム 24
Peterborough1967198821 6,451ミッ ドラ ン ド ロ ン ドン 132
MiltonKeynes1967199225 8,900ミッ ドラ ン ド ロ ン ドン 83
Telford 1968199123 7,790ミッ ドラ ン ド バー ミンガム 50
Northampton1968198517 8,080ミッ ドラ ン ド ロ ン ドン 106
Aycliffe 1947198841 1,254北東イングラ ンド 三ユー キ ャ ッス ル 40
Peterlee 1948198840 1,205北東イングラン ド ニュー キ ャ ッス ル 35
Washi㎎ton 1964198521 2,270北東イングラン ド ニュー キ ャ ッス ル 10
Skelmersdale1961 98524 1,670北西イングラ ンド リバプール 23
Runcorn 1964198925 2,930北西イングラン ド リバプール 24
Warri㎎ton 1968198921 7,535北西イングラン ド リバプール 24
CentralLancashire1田0 198515 14,267北西イングラ ンド マ ンテ ェス ター 41
ス EastKilbrid1947199447 4pl50ス コ ッ トラ ン ド グラスゴウ 13
コ Glenrothes 1948199446 2,333ス コ ッ トラ ン ド グラスゴウ 70
ッラ Cu鵬bernauld 1955199641 3,152ス コ ッ トラ ン ド グラスゴウ 17
トン Livi㎎ston 19B2玉998 36 2,780ス コ ッ トラ ン ド グラスゴウ 40
ド Irvine 1966199933 5,022ス コ ッ トラ ン ド グラスゴウ 40
ウーズ Cwmbran 1949198839 1,420ウエールズ ブリス トル 43
皿 Newtown 19671田7 10 606ウエールズ
北 Antri旧 19661e73 7 56,254北 アイル ランド
ア ラ Ballymena 19671田3 6 63,661北 アイルランド
イ ン Craigavon 19691973 4 26,880北 アイルランド
匝ド Londonderry196919734 34,610北 アイルランド
原資料:TO剛&CO㎜YPL㎜1熈1991年10月号を加工
表4-3-4英 国大者肺 の人口推移(千 人)
グ レ ターー パ ミーンカ リバ フ㌧ マンチェスタ シェフィ ルー リード ブリストル アラツド グ弧ゴ エジンパ
轍 閃ロントン 一 ム 随 一 ド フォー ド ウ ラ
19117」60 526 746 714 455 螂 357 288 784 320
19318,1101,003 856 766 512 483 397 298 1,088439
19518,1田 Lll3 789 703 513 505 螂 292 1,090467
19617,9921,107 746 6B2 494 511 聯 296 1,055輔
19717,4521,015 610 544 520 496 427 294 897 454
19816,6961,007 510 449 538 705 391 4田 766 437




地 域 1991年 人口 期間中人口増減率(%) 失業率(%)
人口 割合 1931～1951～ 1961～ 1971～ 1981～
(千人) (%) 61 61 71 81 91 1976 1986 1993
北 部 3,084 5.3 3.3 3.6 0.7 一1.4 一1 .1 7.2 15.3 12.1
ヨー ク シャ ・1)バサイド 4,954 8.6 5.5 2.4 3.7 一〇.1 0.7 5.3 12.5 10.6
東 ミッ ドラン ド 4,026 7.0 14.3 7.2 9.4 4.8 2.4 4.5 10.0 9.7
東ア ングリア 2,091 3.6 12.2 6.4 13.6 11.7 7.7 4.7 8.5 8.6
東 南計 17558 30.5 11.7 7.6 5.9 一1.2 一〇.1 4.0 8.3 10.5
内大 ロンドン 6803 11.8 1.1 一3.5 一6.8 一10.1 一4.7 9.2 11.7
周辺地域 10755 18.7 即.6 19.5 18.5 5.9 3.0 7.5 9.5
南 西 4723 8.2 15.6 5.6 10.6 6.0 5.8 6.2 9.5 10.0
西 ミッ ドラン ド 5255 9.1 18.2 7.6 7.4 0.5 一1.4 5.5 12.9 1L5
北 西 6㎝ 11.1 4.0 1.9 2.6 一2、9 一4.4 6.7 13.7 10.9
イングランド計 48,06883.4 10.2 5.6 5.7 0.5 一〇.1 5.1 10.6 10.6
ウエールズ 2,886 5.0 0.2 1.7 3.3 2.2 0.7 7.1 13.5 10.3
ス コ ッ トラ ン ド 5,100 8.8 5.2 1.6 1.0 一1.9 一3.3 6.7 13.3 9.9
北 アイルランド 1,594 2.8 7.1 3.2 7.8 一〇.3 3.0 9.5 17.2 14.7
英国合計 57,649100.0 9.1 4.9 5.3 0.6 1.1 5.5 1M 10.6
資料1眈lo阻lT旧巳由 勿、凪 舳皿alA』trgctofStatl8tlc819田よりの算定及び賢料 匝)罷加工
表4-3-10ニュー タウン所在デ ィス トリク ト別人口動向1981～91年
地 域 サ ブ リー ジ ョ ロユータウン所在 面 積 人口密度 1991年 1981～91年
ナル デ イス トリクト (㎞2) (人1㎞2) 人口(人)増加率(%)
イングランド 130,423 369 48,068 2.7
(1)東 ミツドラン ド 15,627 258 4,026 4.5
ノー ザンプシャ 2,367 脇 晒 10.3
コルビィ 80 667 53.5 1.8
ノー ザンプ トン 81 2,283 184.4 16.1
(2)東アング!ワ 12,570 166 2,091 10.4
ケンプ リッヅ シャ 3,400 197 670 13.3
ヒ㌔ター パラ 蹴 鰯 155.2 15.6
(3)南東部 27,224 645 17,558 3.2
い
ハ クーシャ 1,259 598 753 8.5
ブラック祁 109 901 98.5 164
パツキンが酬 1,877 341 脚 12.0
ミ跡ンキンズ 309 580 178.9 42.0
エセツクス 3,675 421 1,549 4.4
パヅルドン 110 1,476 162.4 6.0
ハー ロウ 30 2,506 75.5 一5.0
ハー トフォー ドシャ 1,639 604 9,ggo 2.6
ステイア ネイヅ 26 2,928 76.0 1.7
ウ刀レウイン ハットフィルド 1四 745 94.9 0.8
西 サセックス 1,988 359 714 7.1
夘ウリ 偲 2,010 88.6 21.8
(4)西ミッドランド 13,004 404 5,255 1.3
ハー フ才一ド&弼ルチ畝 3,923 175 鰯 7.8
タ レデ ィヅチ 54 1,455 78.9 16.6
(5)北西部 7,324 869 6,田7 一1.3
チェツシャ 2,331 415 967 3.7
ウオリントン 176 1,052 185.1 9.0
ス コ ッ トラ ン ド 77,080 66 5,100 一1.5
ストラッチクライド 13,529 170 2,296 一4.9
カンパ乃ド&キ融ス 103 616 63.5 2.0



























ロンドンに43㎞ スタンスカド空港 に近い、M25、岡11でケニゲ リッゾヘ
ロンドンに36㎞ ロンドン空港近い、M1,M3,M4道路
ロンドンに31㎞A1隣接、藺 でロンドン空港ヘ







パ ミーンガ'ムに31剛Lリバプ ルーに62km,ロンドンまでMウエイで聯 購 渡 、M54道路
ロンドンに84㎞AlIA7道路で東港ヘ
ロンドンに92㎞ ロンドンと'、㌧ミ湖 ムーの中間、M1道路隣接
最大規模の ニュー タウン、リパプー1}1マンチ畝タに近 い
ロンドンに83km1、㌔ミンガム1こ80㎞、M1道路、都市間鉄道、グランドユコン運河
表4-3-14イギ リスのニュー タウンにおける住宅の所有関係男1脚恰 と変化 (戸数)
1983 1991
コ ターウン名 賃貸住宅 持ち家 合計戸数 賃貸住宅 持ち家 合計戸数
エイクリフ 5,826 2,913 8,827 4,710 4,903 9,613
パシ塙 ドン 21,156 14,701 35,857 2LO38 39,071 60,109
ブラック祁 10,993 7,771 18,953 7,809 11,7142)19,523
コルビ イ 10,848 6,649 17,497 8,268 12,401 20,669
夘ウリ 14,76415,994 30,758 11,8η 22,9田 34,784
ハ刈壇アス汚ボ 14,92012,2071)27,12713,17015,8042)29,267
み ザ 刀'トン 20,30743,152 63,459 17,74156,179 73,920
ハ㌧ター パ ラ 19,38927,902 47,291 15,65238,320 53,田2
ピ づ 一リイ 6,228 1,860 8,088 5,133 3,5〔η 8,700
レデ イツチ 11,24114,902 26,143 9,335 20,778 30,113
ステイア ネイゾ 15,46011,391 即,122 正2,793 16,958 29,751
テルフォー ド 21,454 17,553 39,007 23,74421,917 45,661
ウオリントン 17,51133,992 51,503 4,860 8β40 3)13,500




コ 勘ーン名 雌 持家 簸 持家
エイクリフ 66 33 49 51
パゾ匹ドン 59 41 35 65
アラツク祁 58 41 40 60
コ阯"イ 62 38 40 60
夘ウリ 48 52 34 66
'凶レバゲ スガド 55 45 45 騒
ノー ザンプ トン 32 68 以 76
パ ターー パラ 41 59 29 71
ビ ターー リイ 77 23 59 41
レデ イツチ 娼 57 31 69
ステη"やfジ 57 42 偲 田
テ彫かド 55 妬 52 48
ウオリントン 34 66 36 磁






表4-3-19英国ニュー タウンにおける 産業別灘1合 (%)
ニュー タウン名 躁 建設業 公益事業 樋 行政1) 計一次産業 輸送2) サー ビ ス 国防
イングランド
エ イク リフ 77 1 2 19 0 100
バジル トン 37 4 4 21 33 100
コル ビイ 69 3 5 13 Il 100
ハ ー ロ ウ 31 1 3 37 28 100
ハ ッ トフ ィー ル ド 53 2 3 39 3 ioo
1、刈 勘プ ステッド 33 3 7 57 0 100
ミル トンキー ンズ 23 7 7 59 4 100
ノー ザ ン プ トン 24 5 7 39 27 100
ピー ター バ ラ 30 5 8 31 26 100
レデイ ッチ 42 2 4 33 19 100
ステイブネイジ 訂 3 2 58 0 100
テル フ ォー ド 簸 7 3 37 9 100
ウオシ ントン 35 5 2 31 27 100
ウエルウイン 42 2 2 48 6 100
ウエールズ
ニ ュー タ ウ ン 45 4 2 23 26 100
ス コ ッ トラ ン ド
カンパー ノル ド 34 3 8 30 26 100
イー ストキルア ライド 52 0 0 22 26 100
グレンロージス 43 6 3 13 34 100
アー ビ ン 45 6 3 22 24 100
リビングス トン 43 6 4 41 6 100
北アイルランド
クレイガボン 34 4 62 0 0 100
ニュータウン平均% 36.9 4.3 4.5 36.9 17.3 100



































資 料4-2 英 国 ニ ュ ー タ ウ ン 関 運 年 表
年 次 英国政権 ニュータウン関連事項 者肺計画関連 経済社会関連その他
日本の関連事項
1898明治31 エ ベネ ザー.ハ ワー ドEbenezerHowadr明日To¶orrow」
出版
189932 田園 都 市協 会GardenCityAssociation設立
190134 田園者肺協会第1回大会

























194318 アーバ ンクロ ンビ 「大 ロンドン計画 」発表
194419
194520 労働党 リー ス委員会ReithCo㎜itee発足 産業分散法
(アトリー )
194B21 「リー ス委 員会報告 」公表
ニュー タウン法成立
ステイブネイジがニュータウン第1号 に指定される






195227 者肺開発法 タビオラ(ス エーデ ン)
195328 者肺農村計画法改正
ig5429







年 次 鱗 ニュータウン関連事項 都市計画関連 経済社会関連その他






196338 ドー リイ指定 多摩 ニュータウン着手
レス トン(ア メリカ)




196641 アー ビン等2ニ ュータウン指定 高蔵 寺ニュータウン着手
ウエルウイン等2公 社解散
196742 ピー ターバ ラ等4ニ ュー タウ ン指定
196843 テル フォー ド等3ニ ュー タウン指定 都市農村計画法改正(アク減 リア)
政府持ち家50%方針の白書公表
196944 クレガヴォン等2ニ ュー タウン指定 住宅法(一般改善地域)
地方自治法(アーパニゲ ログラム)





197348 第一次 オイルシ ョック
ラス コリナス(アメリカ)





1田752 環境省新規ニュータウン指定を中止することを決定 インナー労イ政 策白書 ・環境省
ニュータウン(ウエールズ)公社解散
197853 者ド司司p勺音鰯 インナー アーハ脆ンエリア法 第二次オ イルシ ョック
1田954 轍 政府の方針によりCNTは資産売却により開発費用をカバーす
(サヅチャー ) る方向に転換
198055 ステイブネイジ等3公 社解散 エンターフ'ライズゾ ンーEZ創 設
都市開発公社導入







198560 レデイッチ等6公 社解散 大ロンドンカウンシル廃 止
198661 政府 テルフォー ド負債75%棒 引き 住宅及び計画法(簡易計画ソ㌧ン
198762
198863 ピーターバラ等4公社解散
1989平成1 ランコー ン等2公 社解散
19902 者肺農村計画法(第2回統合)
19913 テルフォー ド公社解散




地 域 振 興 型 新 都 市 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト の 計
画 策 定 と 事 業 経 営 の 方 策

第5章






















































































































































































































































































































































現地に事務所を設置し、計画 ・設計 ・用地取得 ・法









































































































































































合 計(C) 66,477 71,985 28,139
補給金比率
(a+b)/C(%) 0.4 2.0 7.5












































































































































































































































































































































項 目 地域公団(地方都市開発整備事業) 住宅 ・都市整備公団
目 的 地域振興効果を期待 住宅、宅地不足の解消等


















機 能 複合機能が基本。住宅+工業、学園、医療福祉、 住宅中'賦近年は複合機能化を推進




















































































































































新住宅市街地 5,053 15.3一般宅地造成 313 0.9
工業用地造成 1,469 4.5
流通業務団地造成 66 0.2一団地官公庁施設等 1,338 4.1
公有水面埋立 137 0.4

































































































大学 キ ャンパ スな ど優 先 ・特定譲渡の大面積 も含 ま
れてはいるが、全譲渡面積の約85%が 特定 ・優先譲
渡土地 である(公 共用地を除 く)。
表5-1-8地方都市開発整備事業の宅地処分方法別
分譲面積実績/1992年 度末累計(ha)
地 区 名 優先譲渡 公募によ
特定譲渡 る分譲
長岡 ニュー タウン





















(a)住 宅 ・都市 整 備公 団 事業 の近年 の最 も大 きな変
化 は、 ベ ッ ドタウン開 発 か ら都市 開発 す な わ ち多機 能




しか し、 昭 和50年 代 以 降複 合多 機 能 都市 へ 積極 的





けての道が開かれた」(p116)。住宅 ・都市整備公団内 でも1986年(昭 和



















































ウンと関東、中龍 関西それぞれに中小団地対応 のセンター会社を各1社 合計1
0社設立している。
(b)地 域公団では、 タウンセンター は民間への分譲
を基本 としてい る。第三 セ クターを設立 している地区
は、現 在のところ例外的である。








地域公団が住宅 ・都市 整備公団 と異 な った姿勢であ
る理由 として、次の ように考 え られ る。
イ.市 街化 の速度が遅 く、都市の規模 も小 さいためセ
ンター経営の見通 しを持 ちに くい。 また、地域的
に事業地 区が分散 してお り、関係 自治体が多いた
め、事業体の設立が困難 である。
ロ.公 団は最終的には地区内に宅地を保有 しな くなる
ため、都市の管理運営へ の関与 の必要性が弱い。
従 って、管理運営 を含めた業務 の必要性が薄い。
ハ.要 請事業 であるため、 自治体が第三 セクター設立
に消極的 な場合、設立す ることが困難である。
すなわち、事業の小規模性、分散性、宅地の売 りき
り方式、要請事業 な どの要素が センター地区の民間へ
の譲渡 を進 めている背景にある。 しか し、一方では大
規模商業施設事業者への分譲 が行われ てい る事実は、
商業施設の市場性がある事 を示 してお り、経営 の見通
しを立 てに くい事 は,公 団 や公共の関与の必要性を示
している。地域公団 が、 マス ターデ ィベロ ッパ として
の役割 を果 た し、 自治体のパー トナー シップの推進を
基軸 とした事業経営 を進めるならば、入居者サー ビス
や街づ くりの援助者 の役割等 も含めて、今後積極的な















手法/面積(ha) 《石0 51・)100 101-300 301{げ 計
区画整理 20(23)30(33)31(36)7(8) 88(64)
特定区画整理 4(17) 12(50)6(25)2(8) 24(18)
一般宅地造成 3(75) 一 1(25) 一 4(3)
区整(特定再開発) 2(40) 2(40) 1(20) 一 5(4)
埋立て 一 一 1(100)一 1(1)
新住宅市街地 一 一 一 2(100)2(2)
工 業 1(9) 4(36) 6(55) 一 11(8)




(a-2)「 日本 住宅 公 団史 」 に よれ ば、 開発 地 区の 選
定 は次 の よ うな作 業 を経 て決 定 され る こ とにな って い
る。
まず 宅地 開発 の 立地 戦 略 に基 づ き、 土地 の持 ち込 み
ない し空 閑 地調 査 に よ り地 区 が浮 かび 上 が る。 それ の
基礎 的 開発 条件 調 査 を実 施 し、 支社 の適 地審 査会 を経
て、 さ らに地 区の 開発 条 件調 査 を実 施 し、 公 団 の戦 略
等で も位置 づ け し 、開 発 構 想 を立案 し 、候 補 地 と して



























ものでは、15年 以上かかるのが普通 である。 ただ し、
集合住宅地が多いので、年間の住宅 ・宅地供給戸数は
地方都市開発整備 事業 よりかな り多い。
(b-1)地域公団の事業地区面積 は、原則 として30
0haとなっている。原則の半分の150haが最小規模
として、1980年 代以 降の事業地区面積は運用 され
てい る。
(b-2)地方都市 開発整備事業の事業地区の地点選定
は、一般的には毎年度始 めに実施 され る建設省都市政
策課の自治体 ヒアリングから始 まる。 自治体 は、調査
・事業 の要望 を提出す る。地方都市開発整備事業は、
調査段 階か ら大蔵 省に箇所付け され るので、各調査段






























































8101214161820222426283032年 以上 事業期 間(年)

































































































































指 標 デマンド条件 ニーズ条件
人口集積 大きな集積がない、叉は遠い 大きい集積に近いほど需要は多い






















































C,Hの礪 新都心は輝 麗 馳 の活用がねらいであ
る。
表5-2-4地域振興型新都市開発プロジェクトのタイプ
事業名称 鹸 立地特性 事業動機
ha タイプ タイプ
長岡ニュ汐 ウン 440 D F(G)
賀茂学園都市 490 B G
いわ きニュー タウン 530 D J
新宇多津 190 E F
宮崎学園 300 C G
吉備高原都市 430 E 1
八戸新都市 330 D F
鳥取新都市 300 C J
秋田新都市 380 C F
上野新都市 300 A J
那覇新都市 210 C H
鳥栖新都市 250 B F
宇部新都市 150 D J
盛岡南新都市 320 C J
浜北新都市 162 D J
佐野新都市 155 E F
今治新都市 170 D F















































なお、大都市圏 とは、東京 ・埼玉 ・千葉 ・神奈川、愛






























記号 都市圏規模 都市数 中心都市 都市圏
平均人口 平均人口
(万人) (万人) (万人)
1 50万人以上 20 81 63
H 30(ノ50 31 40 27
m 20～30 24 16 24
IV 13～20 30 12 16























記 都市圏規模 5年間中心渚肺 人口伸び率(%)
号 (万人) 19651970197519801985
戸》70 ～75 ～80 ～85 ん90
1 50万人以上 111 119 68 47 28
H 30ハプ50 73 76 53 30 12
m 20-30 65 77 52 32 04
w 13-20 44 76 67 33 11




～ ・70 ～75 《ノ80 ～85 M〕0
1 50万人以上 74 87
H 30～50 56 62
m 20-30 56 63
IV 13{ゾ20 55 56









































































































































































6)所 得格差 ・住宅着工 ・高齢化率
全国平均を100と したときの所得格差は、50万
人以上都市圏で高い。次いで20～50万 人都市圏で











1 50万人以上 95.3 12.0 11.0
H 30～50 87.1 11.0 12.0
m 20～30 89.6 11.3 12.6
IV13～20 80.8 10.7 13.1
V 13万人以下 83.0 10.0 14.0
住宅着工数は、定住人口当たりでは人口規模が大き
い都市圏ほど着工戸数が大きい傾向が認められる。所














































が都市人口100万 人以上、都市圏人 口130万 人エ
リア人口230万 人程度 と中枢都市 と しての集積度は
格別であ り、人口の伸び も1985年 以降 も5%程 度
以上の伸びを示 している。北九州市 はこれ に次 ぐが、
近年人口が減少 しつつあ り、 二次産業人口比率も高い。
これに準ず る規模 として、熊本、鹿児島、宇都宮、新
潟 、岐阜、金沢等が ある。今後地域振興型新都市開発
の可能性があるとすれば、都市 自体 の振興 や都市構造
再編 とい うよ り都市圏縁辺部 での課題 を抱 えた地域で






都心か らの時間距離の限界値 は、 当該都市圏の通勤











者肺名 都市 都市圏 エ リア 人口の伸び 新都市開発地区計画
人口 人口 人口 1975 1985 事業期間 開発 人口 都心から 事業地区名
～80 ～91 規模 フレー ム の距離
(千人) (千人) (千人) (%) (%) 年度 (ha)(人) (km)
広島市 10861,2842,264 7.5 4.0 1975～94 490 10,000 36 賀茂学園都市
岡山市 594 729 1,7976.3 3.7 1980《イ〕2 430 5,700 25 吉備高原都市
浜松市 548 669 1,2094.7 3.9 1994戸》 162 6,600 10 浜北新都市
1

























































































圏 ではマーケ ットの奪い合い とな り、既存中心市街地
の衰退を招 く恐れがある。都市圏全体の グラン ドデザ
インが必要である。都市圏の成長性は、全般に次第に
低下傾 向にあ るため、事業地点の選定は、都市圏全体
の計画 と事業の成立の論理 との調整が より厳 し くなる。
す なわち、事業側 としては、 より近 く地価の安価で交
通幹線 に近い箇所を必要 とし、都市圏全体 としては、
都市構造の再編な どから異 なった方向性を求 める傾向
にあるからである。都市圏の成長性を前提 とした計画
から、現在の集積性 と地域課題 を戦略的に結合 させた、
成長確保のための新 たな戦略的計画論 を構成す ること






者肺名 都市 都市圏 エ リア 人口の伸び 新都市開発地区計画
人口 人口 人口 1975 1985 事業期間 開発 人口 都 心から 地区名
～80 ノ》{〕0 規模 フレー ム の距離
(千人) (千人) (千人) (%) (%) 年度 (ha) (人) (km)
盛岡市 235 462 661 6.0 0.0 1991《イ)5 320 18,0003 盛岡新都市
那覇市 305 451 1,2220.3 0.4 1989～98 210 21,000膿 那覇新都心
いわき市 356 429 429 3.6 1.5 1975～94 530 25,0007 いわ きニュ ターウン
秋田市 302 404 568 9.0 2.0 1983～95 380 15,0008 秋田新都市
宮崎市 287 394 574 13.0 3.0 1979～92 300 8,00010 宮崎学園者肺
八戸市 241 355 674 6.2 一〇.2 1982～02 330 15,0003 八戸新都市
都市圏平均 274 402 662 5.3 1.2
最大 472 493 1,39813.0 10.9
最小 147 326 429 一3.3 一4.3
3)都 市 圏人 口20～80万 人、 都 市 人 口10(・25
万 人規 模 の都 市(24都 市)
3箇 所 で事 業 を行 ってい る。 山形(準 備 中)、 鳥 取
新都市 、 長岡 ニ ュー タウ ンで あ る。 山 形 、鳥 取新 都 市
は県庁 所在 都 市 で あ る。


























































都市名 都市 都市圏 エ リア 人口の伸び 新都市開発地区計画
人口 人口 人口 1975 1985 事業期間 開発 人口 都心から 地区名
～80 M〕0 規模 フレー ム の距離
(千人) (千人) (千人) (%) (%) 年度 (ha)(人) (km)
山形市 249 276 540 7.9 1.8 山形新都市
鳥取市 142 269 397 7.7 4.0 1983～97 300 10,000 6 鳥取新都市
長岡市 186 235 695 5.0 1.1 1975ん04440 10,00010 長 岡 ニュー タウン
.
都市圏平均 161 240 359 5.3 0.4
最大 249 295 1,24314.7 4.6
最小 147 326 429 一2.0 一6.4
4)都 市圏人 口13～20万 人、都市人口7～17万
人都市(30都 市)
圏域 の宅地需要量か ら見て一般 に新都市開発事業 の
成立はかな り困難である。1990年 から事業 に着手









































都市名 都市 都市圏 エ リア 人口の伸び 新都市開発地区計画
人口 人口 人口 1975 1985 事業期間 開発 人口 都心から
～80 ～90 纈 フレー ム 蹴 地区名
(千人) (千人) (千人) (%) (%) 年度 (ha)(人) (km)
今治市 123 192 534 2.9 一1.6 170 3,000 1 今治新都市
宇部市 175 191 570 4.9 0.1 1990～99 150 4,000 6 宇部新都市
佐野市 83 168 1994～ 155 4,000 1 佐野新都市
都市圏平均 116 164 一 5.3 0.4
最大 168 194 一 36.1 12.5
最小 68 130 一 一1.8 一5.6
5)13万 人 未満 の 都市 圏
当該 都市 圏 を主 要 圏 と した新 都 市 は一般 に成 立 は困
難 で、 大都市 圏 の縁 辺部 や50万 都 市 圏 の郊 外 に立 地
してい る。 賀 茂学 園 都市 の東 広 島市 、 三 重県 の上野 市 、
佐 賀県 の鳥栖 市、 静 岡県 の浜 北 市 で あ る。 これ まで取
り上 げ な か った都 市 に つい て検 討 す る。















































平均程度 90.2 88.4 浜北
盛岡 山形 宇部 鳥栖
50万以上 長岡 81.3
平均95.3 87.1 89.6 80.8 83.0

























































































平均程度 八戸 山形 宇部 蟹
64.6 鳥取 今治 50.4
長岡 55.4
50万以上 59.1
平均68.6 66.1 59.3 57.1 52.3
平均以下 いわき 腰 東広島









人口比 30～50 20～30 13{ノ20 13以下
108.5 113.2 105.7
平均以上 欄 鳥取 今治
(2%アップ) 鋼 佐野
106.2 107.4 102.3 103.3











































30～50 20～30 13(ノ20 13万以下
平均以下 8.7 12.0
(2%ダウン) 彌 浜北
11.4 13.8 13.6 12.5
平均程度 宮崎 山形 腰 鳥栖
盛岡 鋼 鄭 東広島
八戸 14.2 14.8 13.8
秋田
50万以上 12.5
平均11.9 13.1 13.5 14.2 14.8
平均以上 14.3 15.5 16.5











































































































































新都市が計画 され る地域 に新幹線 ・高速道路空港
な どの国土交通幹線や大規模移転施設が計画 され、




地域 としても、人口 ・産業 の成長 の受け皿が必

























費用負担想定 な どか ら採算性を検討す る。造成原
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タイ プ 内 容 事 例
市街地近接 既存者肺 の都心機能の延長や分担 那覇新都賦 盛岡新都市
副都心形成型 などにより新たな都心機能を分担 佐野新都市
させようと計画されたもの





















項 目 都心性 郊外性
地 価 地価負担力大 地価負担力小
人口密度 高密度 低密度
土地の利用効率 高度利用 低密度利用
交通 ・結節点 鉄道 ・バ ス ・自動車複合利用、駅 ・バ スタ 自動車利用中'臥当面公共交通不便、イン
一 ミナル ター チ ェン ジ
駐車場の確保が困難 駐車場の確保が容易
歴史性 歴史的集積 ・景観、城跡～伝統的なお祭 地形 ・地物 ・埋蔵文化財
景 観 都市的景観 ・歴史的な町並み、川のほとり 低密郊外 ・自然景観、田園
建築協定・緑化協定
文 化 大規模文化施設の集積 施設の集積に乏しい
コ ミュニ テ ィ 長いつき合い 新たな関係の形成
住民構成 バランス、一部 高齢化、居住地類型 特定階層、住替え、1次取得者
アメニティ 歓楽 ・刺激 ・飲み屋街 ・パチンコ ・映画館 清潔・公園緑地
劇暢 、界わい性、 ホテル ・旅館 ・百貨店 ・
買い物 専門店、商店街 スーパー ・GMS
住 宅 集合住宅から戸建てまで連続性多様性 戸建て住宅中心
公共施設 幹線道路、狭い路地 街路樹のあるシンボルロー ド、6メートルの区
画道路、上下水道、集中ガス、CATV
雇用 ・産業 地場産業 ・伝統産業 ・都市型産業 移転企業 ・拡張企業、流通 ・倉庫




























































































長岡ニュー タウンでは、住宅 ・工業 ・流通 と郊外立













































































秋田市の役割 と位置づ けとして、新 日本海時代にお
け る東北 の中核都市、県都圏 ・秋田都市圏を リー ドす
る拠点都市、全国 ネ ッ トにつながる交通拠点都市をか
かげ、 計画課題 として、調和の とれた発展 的な土地利
用、広 が りとつなが りを持 った交通 ネ ッ トワー ク、多
様な選択がで きる高度化 された産業の定着、 にぎわい











ス推進 畑 仙 リゾー ト隷 細 港ポー トルネッサ ンス21、西晩 区の甜
化、秋田駅周辺新都市拠 点整備、高速交通体系(秋田 自動車道路の延伸)で ある。
まちづ くりの目標として、全国的国踪的に交流 アメニティが高い、 自然との
ふれあへ 伝統文化の香り高 く都市景観 に配慮、通年的 に活気にあふれる者肺 を
設定 している。
40万人者肺 に向けて、新規の住宅地は秋田新者肺 など既存計画は除 き約7万



































「高速交通体系の遅れか ら、少なか ら朗1酌 を受けて きた秋田県にとって、秋 田
空港の持つ可能 性を最大限 に活用す るための施策を進 めることは、現在最も重要
な課題のひとつとなっている。秋田空港の周辺には、東北横断自動車道秋田線の





住宅用地 121 ll4 101
1
93
産業用地 82 82 77 76
タウンセンター 7 9 11 11
医療福祉 6 10 10 26
利便施設 7 6 11 12
学校など 15 14 14 16
宅地計 237 235 224 234
道路 ・調節池 71 76 78 72
公園緑地 72 65 75 71
1


























タウ ンセ ン ター と沿 道 利便 施 設 が予 定 され て い る。
タウ ンセ ン ター の大規 模 シ ョ ッピン グセ ン ター は、 敷
地 面積8.9ha、 商 業床 面積25000㎡ 、 延 べ床 面
積6万8000㎡ 、駐 車 場 台数2300台 とい う東 北
地 方 で も最 大規 模 の 施設 が1993年(平 成5年)秋
に オー プン した。 秋 田市 の小 売 業床 面 積 は1988年











3)広 域 を対象 とす る公的施設
8つ計画 されてい る。 これ らの施設 は、用地の取得
・自動車交通条件 ・周辺の利用者集積な どの立地条件
だけか らでな く、公的開発 として、住宅地の分譲促進





レチ ック、調理室、レス トラン、職業紹介などからなる。付属施設 として、既存































































II[ III}II 11 1,1「 「,
III IIIIII II llIlll
1T層 「T一 一「「-rT「-r一 ■ 「 可 一 一T--9
III III,II II IIII■1
llI 「IIl曜1 1 111111
lI1 III■1 ll IIIIII
π 一「T■
一「「-rT-一 冒 「 「 一 一 ↑ 一「r、 一 「 ■ 一
LlI llIll ll IIIIII
llI lII11 ll llllII
1}1 「IIIl ll 1}IIII
lII L【llll ll llIIII
IlI　 一 一 一 _L」III[ 1「 「IIIIl
1, jlllII 11 ,llll}
皿_よ_ _L」_L⊥_L1._ _L」_ _⊥_1_LJ_L」_
lI 111111 Il llll皇1








































8)国土庁 ・東広島市 ・地 或公団:東広島新学園都市像策定調査報 告書1991年3月
9)東広島市 ・広島大学:地域 と大学に関する調査報告書1/1983年2/1984
年3/19銘 年
購 者礪 斐辮 幸E儲・囎 也舗1鵬








併 ・開発整備、 さらに東広島市 が広島都市圏の郊外部
分に立地 してい ることからそれ らの機能分散 の受け皿
として全国的 にも数の少ない 自立を 目指す高成長中規
模都市 となっている。
広島市(人口109万 人、1990年)の 東約35km
に位置 してい る。東広 島市の人 口は1990年 で9万
4千人であ り、地方都市開発整備事業 は市内2カ 所
(西条地区、西高屋地 区)に 事業が展開 されてい る。
既存の中心趙 西条市街地か ら2-3km離れてい る。
東広島市は、中小規模の都市であ り、4町 合併都市
である。旧4町 の うち2つ に広島大学 キャンパ スと住









のみで ある。機能的 には、学園が中心 のため既存中心
部 との対立関係はほ とん どない と考え られ るが、大学
の大 きな昼間人口の存在 は現在 の ところ地域 との関連
は弱い ものの今後長期的にはキ ャンパ ス周辺整備が進






















ハ.広 域関連一大都市や中四国の主要都市とのアクセスが優れている 。即ち 、既
存のJR鉄道 、山陽 自動車道に加えてや国道2号バイパス建設計画が進め
られている 。
二.用 地 一目標の1臼9万坪取得の容易性 、安価 、災害の少なさ等で優れてい る。


















1972年(昭 和47年)の7町 の 「賀茂地区総合開





大学の誘致・学園者肺嘱 貨が打ち出され臨 研究舞溌型の内陸蝶 団盤 ・
芸術村なども提案されている。
ロ.大 学のキ ャンパ ス計画
1974,75年(昭 和49,50年)に 広島大学は
統合キ ャンパ スの施設、環境、道路計画等を策定 した。
ハ.広 域圏 に於け る計画
広島都市圏におけ る学園都市の位置づけを したのは、
1975年(昭 和50年)の 建設省 ・広島県による
「広島都市圏葡 欠圏域施設整備計画」である。 ここで
広島市、賀茂学園都市、呉市 の3つ の地域の機能分担
論を展 開 した。 これは、賀茂地区総合開発計画 を位置
づけたものであ り、それ以後 の基本的な広域圏構造の
方向を規定 した。 さらに、1977年(昭 和52年)
の広島県 新長期総合計画で公団事業の内容を定 めた。
二.学 園都市のマス ター プラン
1975年(昭 和50年)の 建設省 ・広島県 による
「賀茂学園都市建設基本計画」で検討 された。 これは、
新市の全域について土地利用計画の方 向、交通計画、
供給処理計画等総 合的な計画 を立案 した。地域公団事
業(賀 茂学園都市開発整備 事業)は その一部 を担当す






















































































































































































年次 1965 1970 1975 1980 1985
総数 2590929563331023765841114
市内 2072024147253842894131733
市外総数 5189 5416 7718 87179381
賀茂地区 123 184 276 383 597
広島地区 4631 4676 6892 74877821
その他 435 556 550 847 963
(2)昼間就業者の常住地(b) (人)





市外総数 1217 3041 4100 6180 7741
賀茂地区 563 1271 1852 2536 2844
広島地区 325 996 1353 22042930
その他 329 774 895 14401967
(8)昼夜間差(b-a) (人)

















































の工業従業者数は約9千 人、 出荷額 は1千 億 と広島市
の9分 の1程 度であ ったが、1989年(平 成1年)
には従業者数で5分 の1(18600人)、 出荷額で
6分の1と な った。かつての工業都市呉市 の約3分 の
2にまで近づいてい る。
業種的には、電気機械、精密機械が広島広域都市圏シェアの60%、23%(1
































































部AG(2～4年 生、修士)、教育学部ED(2～4年 生)計回答数282名 。
① 居 庄地
現住地は、東広島市内がAGが高 く93%、EDは 移転後半年で の調査のため
低 く57%、平均76,3%と なっている。
② 住居






マイカー所有率は、55,4%と 極 めて高 く,バイクも41,1%と なってい
る。資料9)/3では、工学部キャンパスでは、自動車の滞留は午後2時30分 ～3
時に ピー クとな り796台が駐車していること、バ イク・自転車は1-1時30
分が ピー クで418,90台 が滞留 している。 教職員数363名 、学生数19
44人であ る(教職員100人 当た り34,5台)。 資料2)では、学生教職員数
に対す る流入台数は0.815、 内堆積パーキ ングは0.528、 これに業者 ・
来客用に15%増 して計画 し、最終的に学生数14,607人 、教職員数2,7





的な楽 しみ ・多様な商品が非常に不足 している。昼食の83%、タ食の42%、
213
専門書の76%、 実験器具の78%、 コピー の89%、 文具の87%は キャンパ
ス内であり、大学生活がキャンパス内で閉じられた形となっている。アルバイ ト
は55%が東広島市内と者肺 の成長 に応 じて働 く場はある程度確保できるように
なってきているようである。
これか らの東広島市に望むものは、利便生(商 業の利便性34%、 安い飲み屋




り、教授助教授70%.助 手講師2%、事務職39%転 勤の可能性のあ る事務職
では低いが、教員はかなりの人が地元に定住 している。
昼食の83%、 会合の55%、専門書の50%、文具 ・事務機器の64%、 フ




で必要 と考 えるものは、高度な消蟹 生括(大 規模スーパ42%、魅力ある商害街











術研究交流都市、ハ イテク産業交流都市、ハ イ ライフ
田園都市を掲げ、従来の都市構造 を踏 まえ新 たな機能
整備 の位置づ けを行 っている。その特徴は、当初の学
園都市構想(1974年 の県建設基本構想等)が4町
合併 に配慮 しなが らも、西条町におけ る都市軸(駅 一























行 政 一行政 サービス
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ひ とつは、県都盛岡市 が成長発展す る場 として位置づ
け られていること、空間的には幅の大 きい雫石川を越
えて都心軸が形成 され、新 しい都市の中心地区の形成






盛岡新都市が地域公団事業 として事業認可 ・着手 さ
れたのは1991年(平 成3年)12月 であるが、最














(2)構 想 の 展 開
この 丹下 構 想 を受 けて、1978年(昭 和48年)
3月 に ま とめ られ た建設 省委 託 盛岡 市 実 施 調査(資 料
2)で は、 よ り具 体 的 に既 成 市 街地 か ら大 学病 院 な どの
移転 、 新市 街 地 で の商業 ・業 務 ・工 業 ・流 通 な どの配





査(資 料3)では、道路網 を明確に設定 し現在の計画の






これ らの社会的背景 として、1960年(昭 和35
年)を ピー クに減少 していた岩手県人口が、1970
年(昭 和45年)を 底に回復 し、1985年(昭 和6
0年)頃 まで増力噸 向にあった こと、1970年 には
まだ第一次産業就業者比率が全県で43%あ ったもの
が、1980年(昭 和55年)に は27%と な り、離
農 ・都市化が進展 していた。
この ように盛岡新都市 の計画 の背景 として 、全県的
な都市化の進展 、盛岡都市圏への集中 、高速交通時代
の到来 による広域圏への波及な どが存在 し、 これ らの
将来 トレン ドの延長 に都心軸の形成が計画 され、 また
期待 されたのであった。
また、既成市街地 から郊外に移転 してい く傾向*が





展し、高速交通時代の到来 と盛岡都市圏の北 東北に於 ける中心性が高 まることが
期待されていた(そのほか1983年 の花巻空港のジェット化)。
盛岡者肺 圏の人口も、1970年(昭 向45年)の25。2万 人から1980
年(昭和55年)の31.6万 人と10年間で25%と いう伸びを示し、県住宅
供給公社の松園 ニュータウン(開発面積217ha)が1980年に着手 されてい
































都市圏増加率/県増加率 18.3 20.4 22.2 23.6 24.8

































に83～84年 に基本計画調査(資 料4))が実施 され、
共同調査をよ り具体化 した計画が立 案された。
注 目され るのは基本計画調査では448haを計画対
象地域 として設定 し土地利用計画が作成 され、軸状都
'謡十画 も引 き継がれ40haの中心地区が設定されてい
る。 しか しながら、 この開発事業の位置づけは、県民
への多様な雇用機会 の確保 ・県内産業構造の高度化 ・
高度化多様化す る生活ニーズへの対応 とい う盛岡都市
圏の岩手県に対す る位置づけを具体化するもの とされ
た。
1980年 を起点 とす る2000年 の都市圏の人口






































その 後、 平行 して調 査 され て いた軸 状 者阯 ・計 画 の一
環 をな す盛 岡 駅西 口の 国鉄 工場 跡 地 を中 心 とす る計 画
の具 体 化、 公 団事 業 としての実 施 の しやす さな どか ら
計画 区 域 は448haと しなが ら、 公団 事 業 区域 は31
6haに縮 小 し、住 宅 フ レー ム も縮 小 してい った。
特徴的なのは、1987年(昭和62年、資料6)から1991年(平成3年、
資料8)にかけて人ロフレームはほとんと変 更させないで、戸建て戸数を減少さ
せ集合住宅戸数を増加 させ人ロフレー ムを維待 している。 しか し、集合住宅の実
現性は不確実である。一方、本事業の核心であ る中心地区は地域公団公が参画 し











レームは7～9%程 度、既存人口に対 して6%程 度と
して設定されている。
表5-3-20盛岡新者肺 計画 フレームの変遷
計画 ・調査 資料4) 資縄) 資料B) 資料7) 資料8)





















































































































各都亡機能 現 状 計画的位置づけ























































































































想 が発 表 され、 長岡 ニ ュー タウ ンを中 心 とす る川 西 地
区 をテ クノ ポ リス区 とす る こ とと して 、新 た な計 画 的
位 置 づ け を行 ったが、 計画 内容 の追 加 ・変 更 はされ な
か った。
3)都 市 圏計 画 との 関連 一バ ランス と連 廃
計 画 目標 と して、 自然環 境 の保 全 ・良好 な 居住 環境
の整 備 ・積 雪地 域 の モ デル都 市 づ くりな どの他 都 市圏
計 画 に 関連 して は次 の 目標 を掲 げ てい る。(資 料2)
















































公園の整備で生活 ・生産 ・レク リエーシ ョンの場を総合的に提供しようと
した。流通卸機能は、ICに 隣接 して新産業センターとして建設され、住
宅地分譲に先立って1980年(昭 和55年)に 分譲開始され比較的順調
に分譲 ・企業立地が進 められた。工業団地は、採算性 ・需要 ・開発影響な
どから着手が遅れ1980年 代後半となった。










ハ.ニ ュータウン地区に4万 人 を収容すること




速な成長(20年 間で1.5倍 、が計画の前提となっている 。資料3)では、
1980年(昭和55年)時 点の人ロ180,300人 を基礎に1995




1983年(昭 和58年)に 最 初 の宅 地分 譲 が実 施
され 、129画 地 に対 し販 売実 績99画 地 、翌84年
に建 て売 り住 宅47戸 が分 譲 され 、住 宅祭 には1万5
千 人 来場 したが販 売 実績 はわ ず か9戸 に とど まっ た 。
その後 も分 譲 は計 画 通 りに は進 まず 、大幅 な計 画 変更



























































高速道路 信濃川 国道 鉄道
新幹線





























































































































ロ.テ クノポリス計画で 、産及び住の機能を受け持づ 。





イ.住 宅用地 ・産業用地は 、テクノポリス開発計画の5つ の開発区全体面積それ
ぞれ250ha,314haの内52h日,84haを受け持つ 。
ロ,人 ロフレー ムは 、6600人 。90年の浜北市人□8.2万人の8%、浜松
市を含むテクノポリス圏人[]675万 人の1%にあたる 。浜北市は 、近









研究 ・先端産業機能 、交流機能及び生活文化機能が複合 した新都市として
計画 」する 。(資料1)
ロ.計 画目標としては 「佐野市の将来像である水と緑と万葉のまち佐野の理念を
保ちつつ 、歴史 ・文化 ・と産業の調和した高次連合都市の中核づくり(栃





商業 ・ソフトパーク,ICに近い地区は レクリエーション ・アミューズメ
ン トと研究 ・生産 ゾーンとする 。
(2)都市圏計画のバランスと連携
イ,佐 野市の1990年(平 成2年)人 ロ8.3万 人に対し約3550人 、4%。
商業施 設は 、沿道型と大規模シ ョッピング施設併せて年間売上高180億





















イ 今治市の人ロは1980年(昭 和55年)12.3万 人、1985年(昭 和









ハ.商 業施設需要は 、10年間の需要量の半分程度を新都市で確保す る事とし、
全体小売 り売上額 の13%程度と想定される 。(資料2)
一227一





都市名 県庁所在 人 口(千 人)人 口伸び率










































































































































































































































































































































































































都市名 県庁所在 人 口(千 人)人 口伸び率




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































都市名 県庁所在 人 ロ(千 人)人 口伸び率

















































































































































































































































































































































































































































































都市名 県庁所在 人 口(千 人)人 口伸び率

































































































































































































































































































































































































































































































































































平均 ll4164410 4.47.66.73.3 1.3
資料 民力92年、国勢調査
一230一
表s-5-5a都市 圏人 口10～13万 人都 市(事 業 関連都 市、NO2都市含 む)と 地方 都市 開発整億 事業
地方都市開発整備
事業関連事項
都市名 県庁所在 人 口(千 人)人 口伸び率
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































都市圏 都 市 都市圏 都 市
































































































































































































































































































































































































































































































































































































平均 76.580.833.357.133.652.ll,5881,24正 9.7 10.7
資料 民力92年、国勢調査












都市圏 都 市 都市圏 都 市






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































平均 41。655,2 57,5 58.9 64.Ol2.212。815。149.547、743,6
資料:民力92年、国勢調査
一235一






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































平均 100.8106。017,75212,271 17,91112,821 一159 一55013 ,112。0
資料 民力92年、国勢調査










































































































































































































































































平均 101.4106、6 9,779 6,79210,126 7,058 一347 一26613 ,512。6
資料 民力92年、国勢調査
237一





















































































































































































































































































































































































































































































































































































平均 98.3101.8 6,8525pO297,0725,089-220 一59夏4 ,213,i
資料:民 力92年 、 国勢調査




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































平均 98.5102.4 4,3723,2124,5013,374-129 一16314 .814,0
資料 民力92年、国勢調査
一238一
表5-2-5地方 都 市開発 整 備事業 調査(事 業 未実 施)地 区 一1986年3月 現 在
地区名 時期(年度) 所在地 主たる導入機能
苫小牧東部 1974 北海道・早来町他 商業 ・住宅
大野台 1974 秋田県・鷹巣町他 リゾ ー ト ・住 宅
東播 1974 兵庫県・小野市 住宅 ・工 業 ・学 園
倉吉 1974 鳥取県 ・倉吉市 住 宅 ・工 業 ・学 園
佐賀西部 1974 佐賀県 ・武雄市他 住 宅 ・工 業
長崎県央 1974.1975長崎県 ・諌早市 住 宅 ・流 通 ・商 業業 務
仙台北部 1974.1975宮城県 ・大和町他 住 宅 ・工 業
雄平仙 1975 秋田県 ・大曲市他 商 業 ・学 園 ・ リゾ ー ト
前橋南部 1975.1988群馬県・前橋市他 住 宅 ・流 通業 務 ・商 業
御坊 1975 和歌山県 ・御坊市 住 宅 ・工 業
松江 1975 島根県・松江市 住 宅 ・学 園
東瀬戸内 1975 岡山県・邑久町他 住 宅 ・リ ゾ ー ト
佐久 ig76 長野県・佐久市他 住宅 ・工業 ・学園 ・商業
徳山 1976 山 口県 ・徳 山市 住宅 ・流通業務
水戸那珂 1977 茨城県・水戸市他 住宅 ・工業 ・学園
大牟田 1978 福岡県・大牟田市 住宅 ・商業 ・学園
北茨城 1979 茨城県・高萩市他 住宅 ・工業 ・学園
高岡 1981 冨山県・高岡市 住 宅 ・工 業 ・学 園 ・ス ポ ー ツ
高知 1983 高知県 ・高知市 住宅 ・医療 ・学 園 ・工 業




地 域 振 興 型 新 都 市 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト の 経
営 プ ロ グ ラ ム

第6章















































































































































































































長 岡 こユー タウン 1975.11一般宅造
賀茂学園都市 1976.3一般宅造(新住)





































































































































項 目 一般宅造事業 新住事業 区画整理事業
融 任意事業(地域公団法) 新住宅市街地開発法 土地区画整理法
用地取得(税法等) 15百万円控除 40百万円控除 20百万円控除
任意買収 収用法適用可能 任意買収
用地取得(面積) 全面買収 全面買収 部分買収(全面買収による共
同事業型あり)
土地利用の制限 なし 住宅+一部事業用地 なし
宅地分譲の梛艮 なし(一般に分譲条件に 3年以内に建築 なし(公団換地保留地は分譲
よる建築期間都艮実施) 条件による都艮実施)
計画変更手続き 公団法による 公団法+新住法、都市計画決 公団法+区画整理法、都市計
定 画決定




一嗜隈 負担 裏負担 公団が受ける




















































































































































地区名 施行面積 施行前土地利用割合 施行後割合 減歩率 宅地価格
(%) (%) (%) (円/m2)
(ha) 田畑 宅地 岨 他 公共 宅地 保留 飲 保留 公共 整理前 整理後
鳥栖北部丘陵 185.360.35.015.610.59.145.424.230.323.426.6 1280041900
那覇新都心 214.036.910.90.344.77.265.03.231.83.426.6121000192000






















































































































に及ぼす影響 について検討す る。なお、本節 で扱 う施
設は、1施 設敷地が概 ね数千㎡以上の事業所 を対象 と













イ.工 業系は、15地 区で計画され、最も多 く近年で
はソフ トパーク、 リサーチパークを計画している
地区が多 くなっている。













地区 ・施設 産業系 流通系 学園系
鵬







































































































































































































◎ 立地効果大きい ○ 立地効果認められる △立地効果少ない ×問題がある
項目・用途 撲 研究 瀬 姻 福祉 晦 レク リエ 大規模 大商業
(大学) 文化 一 シ ョン 公園 綴
価格 0.5～0.6 0.5～0。7 0.7～0.8 0.3 0.3 0.6《・0.7 0.3{・0.7 0.2 1.2～1.5
(住宅地=1)
地価負担力 △ △ ○ ○* ○ ○ △ △ ○◎
計画面積(ha)20～50 10～20 10蛤0 10～300 2～30 2～5 5～100 10～80 5-10
[新都市全体] (～100) (～150)
住宅需要 灘 転勤者な 面積に比 学生の寮 施設内容 職住近接 面積に比 レクリ 社宅需要
は早期か どではか べ工業よ 宿舎への で異なる 需要ある べて就業 施設を はある
ら持ち家 なり見込 り就業者 対応 施設内寮 者数は少 含む場 パー ト多
需要発生 める 数は少な 子供の教 社宅 ない 合はあ い
、 社 宅 ・ 子供の教 い 育環境に る程度
寮需要あ 育環境に ついて関 見込め
住宅地の る 関心強い 心強い る
分譲促進効果 ○ ○ △ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎
環境影響 騒音 ・振 特に問題 夜間を含 一般には 特に問 特に問題 施設によ 特に問 休日の集
動を生ず ない が、ハ めて トラ 問題少な 題はな はない っては休 題はな 中交通で
る企業の "イオ関連 ックの出 いが公共 い 日の集中 い 交通渋滞
入居は不 など生物 入 りに伴 交通が弱 交通が問 環境向 が生じる
可 ・科学関 う騒音交 い場合学 題になる 上要素 恐れある
連は扱う 通量増大 生の通学 場合があ である 。夜間の
素材によ に伴う間 交通対策 る 光公害の
っては注 題ある 実験用排 恐れ
環境への 意が必要 水対策
影響度 △ △ × ○ ◎ ◎ O ◎ △
景観 企業の考 一般 には 大規模駐 研究教育 景観に配 立地施設 住宅地に 欄 駐車場の
え方によ 景観への 車場や倉 環境 とし 慮した計 による は不釣り 地系は 扱いで景
る 関心はあ 庫など景 て配慮し 画が行わ 合いな場 景観形 観を阻害
開発側の るが具体 観に対す た計画を れる 合が多い 成要素 する場合
誘導規制 的には企 る阻害要 行う 自然活用 として があるが
や計画造 業による 因 となり 型の場合 腰 シンボル
成の対応 やすい は問題は 的施設と
が必要 ないが なりうる
景観形成寄与 △ ○ × ◎ ◎ ○ △ ◎ O
宅地需要 景気動向 景気動向 都市圏で 受け入れ 自治体の 総量規制 企画内容 自治体 施設問競
に左右さ に左右さ の需要動 側の体制 判断で立 の傾向が ・投資規 の政策 争が強ま
れ易い れ易い 向を検討 により立 地条件は 強い。地 模により 判断に る。郊外
交通 ・価 地方での する必要 地条件は 拡大する 域での調 様々 よる 化の傾向
格 ・市場 立地条件 拡大する 。今後高 整が必要 強 い。複・労働力 は厳 しく が今後次 齢化対応 。郊外立 合化 ・大の他地縁 中ノ」都 市 第に大学 施設拡大 地の傾向 規模化 ・
血縁によ では困難 は淘汰さ 傾向 はある ハ.ワ セーンター
る立地決 れる傾向 ・沿道利
都市圏の 定傾向 強まる 用等多様
立地可能性 ○ △ ○ ◎ △ 0 △ ○ ○ △～◎
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表6-2-3都市圏計画 ・新都市経営からみた事業所立地の評価(2) (筆者作成)
項目 ・用途 撲 研究 瀧 学園 福祉 鹸 レク リ 大規模 大商業
(大学) 文化 姻 施設
新都市は 環境への ICに近 地元の熱 公的施設 新設は地 土地を多 地域で 自動車利
都市集積 影響も一 いなど交 意、受け であるた 域医療計 く消費す の配置 用主体の
に近 く交 般に少な 通条件が 入れ体制 め自治体 画への合 るので価 計画な 郊外型施
通条件も いので立 最も重要 、費用負 の意向施 致など調 格や周辺 ど自治 設として
優れてい 地 しやす 。住宅地 担、通学 策に左右 整が困難 条件 ・交 体の広 、用地の
立地性向 るため安 い。研究 に近いと 条件、地 され る。 な場合が 通条件な 域計画 確保 ・公
価であれ 者の利便 操業に影 域 イメー 郊外立地 ある。移 どが問題 に対応 的支援 ・
ば立地し 施設利用 響を受け ジ等受け 向きの施 転の場合 となる する必 交通条件
やすい。 可能。た るので土 入れ側の 設は公共 は問題な 要ある など立地
住宅地へ だ し、研 地利用計 体制が重 交通の確 いが。広 。隣接 し易い。
の環境影 究所から 画での配 要。教職 保 ・土地 域からの して自 足元の居
響に配慮 みた秘密 慮が必要 員の住宅 のゆとり 利用で患 治体に 住者の利
の要。住 性隔離性 のほか学 ・一般 市 者の公共 よる別 用が期待
宅地や就 は期待で 生宿舎の 民利用等 交通手段 事業が できるが
業者 ・企 きない。 新都市で など利用 確保の要 一般的 入居者が
業サー ビ 施設のイ の対応策 者の階層 あ り。救 o 少ない時
ス施設を メー ジア 配慮必要 特性によ 急病院は 期の立地
新都市セ ップにな 学生教職 る 幹線道路 は広域ね
ンター等 る 員のサー 沿道等特 らいで可
施設からみた に期待で ビスには 性あり 能な地区
新都市立地 きる 便利 のみ
性向 ○ ○ △ ◎ ○ ○ △ △ △
地域への影響 雇用増加 技術集積 物流再編 進学機会 文化環境 定住条件 地域活性 交流文 生活利便
技術集積 人的交流 卸売り拠 生涯学習 定住条件 高齢化社 化 化 性
関連人口 イメー ジ アツフ 点形成 文化環境 騰 会対応 交流文化 景観形 にぎわい
等業種に 既成市街 人口増加 化 機能 成 楽 しみ
よって影 地の交通 若者定着 高齢化社 楽 しみ 楽 しみ パ トー雇用






新都市立地に 待 イメー ゾ アッフ
よる











3)地域蜥 畑 者繍:「 秋田瀦 肺一 その1」1
992年3月




































































91年がピークとな り1992年(平 成4年)か らは、
応募者の絶対数は減少してきている。この時期は、い
わゆる 「バブル経済」を背景 として、首都圏から波及








昭57 58 59 60 61 62 63 平1 2 3 4
1




いわ きニュー タウン 10.411.2 19.516.213.523.026.130.327.122.2
新宇多津都市 6.9 8.8 13.117.615.3
宮崎学園都市 26.874.859.166.161.6
吉備高原都市 15.327.928.032.523.8
八戸 ニュー タウン 12.416.8
鳥取新都市 24.240.367.339.7
秋田新都市 17.028.332.021.4









































タイプ 新 都 市






































































































































































反面20才 台が11%と す くない。






も多 くな り、50才 以上が約46%、 いわきは3
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0、40、50才 台がほぼ同じで50才 以上が4 0%で ある。
表6-3-7更地応募者の年齢構成(%)
世帯主の a宮崎学園者肺 bい わき c鳥取新都市
年齢 ニ ュー タウ ン
市町内 櫛 市町内 大都市 市町内 大都市
(県外)
20才台 10.8 2.2 11.2 9.1 14.1 2.5
80才台 42.5 17.1 42.6 26.8 38.6 18.9
40才台 21.9 25.4 23.8 25.8 26.2 32.9
50才台 15.5 38.4 15.7 24.9 15.1 34.1
60才 ～ 9.3 17.1 6.8 13.9 6.0 11.7










































































































































































































(才) 市内から 首都圏から 居住者
29才以下 52 14 18
30～ ・34 251 55 70
35～89 251 123 149
40-44 154 178 219
45～49 80 137 157
50ハブ54 74 130 106
55～59 74 192 107
60才以上 63 171 175
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年 収 万 円
一 市 内居 住 者 一 首 都 圏 居 住 者
図6-3-2い わ き ニ ュ ー タ ウ ン 更 地 応 募 者 の 世 帯 年 収 構 成
いわ きニュー舛ン入居 者















一 市 内か らの入居 一 首都 圏 か ら入居 一 全 入居者
図6-3-3い わ き ニ ュ ー タ ウ ン 入 居 者 の 世 帯 年 収 構 成
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表6-3-15いわきニ ュー タウン更地応募者 ・入居者の現住宅形式 (%)
形式 ・現住所
更地応募者 入居者








































表6-3-16い わきニ ュー タウン更地応募者 ・入居者の現 ・前住宅所有形態(%)
更地応募者 入居者
所有形態・現住所 市内 首都圏 市内 首都圏 全体
持ち家 ・持ち地 17.5 42.3 13.8 26.0 15.7
持ち家 ・借地 6.8 4.0 4.9 2.0 4.6
分譲 マンション 0.6 18.1 17.0 2.6
公営借家 17.5 2.7 20.7 16.2
公団公社借家 2.8 5.4 3.0 7.0 3.1
民営賃貸 24.3 8.1 29.2 17.0 25.9
社宅給与住宅 22.6 16.1 27.9 24.0 30.5
間借り同居他 7.9 3.3 0.7 7.0 1.6























床面積 粧 計画 猛 計画
(2m) 希望 希望
40未満 20.5 0.6 7.6 0.0
40-・59 20.5 0.6 16.9 1.4
60～79 15.2 1.3 27.1 4.3
80-99 13.4 6.3 14.4 13.0
100～・119 15.2 23.1 16.9 20.3
120～139 8.0 38.8 7.6 30.4
140-179 6.3 23.2 7.6 19.5








表6-3-18いわ きニ ュー タウン入居者 の住宅規模(%)
首都圏から 市内から
面 積(2m) 従前 朧 従前 朧
40未満 10.0 3.0 13.4 3.2
40～59 26.0 3.0 25.9 1.1
60～79 19.0 3.0 20.4 0.7
80～99 16.0 3.0 15.1 2.1
100～119 16.0 13.0 8.6 24.2
120～139 10.0 35.0 8.1 30.7
140ん・179 0.0 40.0 4.3 32.9










































































































































































一 従前 一一 現在

























































































一 従前 一一 現在

















所 得 入居者 持家 公営 民営 社宅
万円 全体 持地 借家 借家
～399 8 ll 9 4 5
400～・599 17 13 32 17 10
600～799 22 18 27 22 22
800{・999 23 27 20 22 26
1000～499 24 24 10 29 32





所 得 普通世 持家 公営 民営 給与
(万円) 帯全体 借家 借家 住宅
399以下 59 51 84 75 37
400《・699 26 34 15 31 46
700～999 8 10 1 4 13
1000～1499 2 3 1 3



























の15%が 応募動機 としては高い数値を示 している。
仕事よりもふるさとへのUターンを重視する傾向は注
目される。
表6-3-21いわ きニュータウンの首都圏 からの更地 応募 者 ・入居者 の動機 (%)
更地応募者 入居者
応募動機 多項目 特に重視 多項目 特に重視
行楽 ・レク リエー ションで来 た 47.9 12.8 16.0 8.0
知人 ・親類が住んでいる 47.1 15.1 60.0 8.0
出身地叉はふるさと意識がある 29.3 38.4 31.0 28.0
その他 21.4 20.9 18.0 12.0
勤務先 ・関連会社がある 17.1 9.3 40.0 36.0
かつて通勤通学 したことがある 10.0 0.0 9.0 4.0
出張などできた 7.1 2.3 9.0 一
かつて住んだ事がある 5.7 1.2 16.0 4.0

























項目 市内 首都圏 市内 首都圏
住宅不満 60.6 38.9 24.2 19.0
戸建持家指向 56.6 40.3 43.6 30.5
親 ・子 と同居 24.0 12.8 10.7 7.6
転勤 ・事業目的 12.6 14.8 4.7 10.5
世帯の独立 10.9 5.4 3.4 2.9
環境悪化 10.3 24.8 3.4 9.5
建て替え困難 9.7 8.7 4.0 1.9
家賃高い 8.0 3.4 0.7 0.0
その他 5.1 24.8 4.7 18.1
生活施設不便 4.6 2.7 0.7 0.0
通勤通学不便 2.9 0.0 0.0 0.0






























































将来的発展性 52.233.1 8.7 5.4d
自然環境の豊かさ 39.966.2 7.5 14.7C
町並みのイメージ 35.429.7 1.9 3.9d
事業主体への信頼 28.731.8 3.1 7.0d
望みの住宅 ・
宅地入手できる 28.134.5 5.0 12.4d
気候温暖で
空が広い 27.065.5 2.5 ll.6C
通勤通学の便 24.2 6.1 3.1 0.8a
利便施設の整備 18.014.2 1.2 1.6b
市街地への近接性 15.210.8 0.6 0.0a
大学等街のイメーゾ 9.6 6.1 0.6 0.0d
教育レベルの高さ 9.6 2.0 1.2 0.0b
資産価値の期待 9.0 6.1 0.6 0.8d
レ ク リエ ー シ ョン
が楽 しめる 5.1 40.5 0.0 5.4C
首都圏との近さ 2.2 25.7 0.0 3.1C
地縁血縁 2.2 16.2 0.6 4.7C





















































































表6-3-34ニュー タウン応募者(世 帯主)の 居住歴(%)
年齢 ・居 いわき 福島県 醜 その他
住地 市
0才 40 15 19 26
(出身地)
10才 42 14 18 26
20 26 10 44 20
80 38 9 43 11
40 32 8 49 11
50 28 8 53 11





































































































表6-3-37ニュー タウ ン居 住者(世帯主)の居住歴(%)
年齢 ・居 いわき 福島県 首都圏 その他
住地 市
.
0才 46 14 13 27
(出身地)
10才 48 13 13 26
20 40 13 32 16
30 61 ll 18 10
40 74 10 11 5
50 71 15 11 3
60 79 6 12 3













4首 都圏からの応募者 ・入居者と地元市町村からの 応募者・入居者の特徴
(1)出身地別入居者・応募者の特徴(1)一 宮崎学園都市と鳥取新都市の例












(2)出身地別入居者 ・応募者の特徴(2) いわ きニ ュー タウンの例


























































年間約11戸 、都市圏では約10戸 、50万 人以上の























新 都 市 の計 画 フ レー ム と都 市 の年 間 住宅 着 工戸 数 の
比 率 は、 都 市 人 口15万 人以 上 の 圏域 で は、1.2～
























































































































住宅統計調査昭和63年 の 「昭和59年 以降に建築された持ち家数」のうち 「新築の住宅を購入」と 「新築建て替えを除 く)」の合計を
5で割った数を年間の新築住宅数とする。新都市分譲数は 、1989～1991年 の平均
地 区 新 築 新築購入 新築住宅計 新都市分譲数 新都市比
健 て替除 く)
(戸) (戸) (戸) (戸) (%)
a b C d d/c
秋 田 666 186 852 138
F
16.2
いわき 1240 62 1302 182 14.0
東広島賀茂 392 94 486 231 47.5
鳥 取 570 46 616 103 16.7







































































































































(分)14以下 15-2930戸》44 45(る9 60以上
無雪期 38.3 43.4 9.9 3.2 5.2



















1400～1599 9.9 21.4 5.2
1600～1799 3.5 11.7 9.9

















































































区分 全市 ニュー 妨 ン ニュー タウン
新規着 1984年1985年










3000～ 29.7 2 7
3.4住 宅宅地シェアの検討 一長岡ニ ュー タウンを
事 例 として
長岡ニ ュー タウンの宅地分譲不振の原因 はいろいろ
論議*されてい る。 ここでは全市の住宅宅地分譲 に対す
るシェア論か ら検討する。建築着工者 アンケー トから
































































































































































































































地区 戸建て 期間 年間分 市内需
画地分 譲実績 要比の繍 の最小 擬
年平均 最大
a b
長岡 ニュー タウン 55 1983～・92 16～129 0.2
西0 .7
いわき 145 1982～9142(・3630.6
秋田新都市 98 1989～9274～136 0.6
鳥取新都市 92 1989{プ9247ん・124 0.5













地区 戸建て 市内住 シ ェア シ ェ ア
画地分 宅市場 率(1) 率(2)
譲市内 持ち家 市内か 分譲実
分分譲 新築 ・ らの需 績全体




長 岡ニェー タウン (20)
いわき 90 1302 0.07 0.11
秋田新都市 60 852 0.07 0.11
鳥取新都市 50 1028 0.05 0.09
宮崎学園 60 1380 0.04 0.14





































































モデル 方面 時間 総額 単価 環境 シェア率
指数 指数 指数 指数 計画
指数
A1 0.3'0.3 0.7 1.5 1.5
脚
0.14
B1 0.4 0.6 0.4 1.0 1.4 0.13
A2 0.3 0.3 0.4 1.1 1.5 0.06














































































地区/分譲方法 更地 共同 特定 優先 建売り 売建て 合計 画地数
長岡ニュータウン 89.9 8.1 0.0 1.6 0.4 0.0 100.0 553
賀茂学園都市 13.1 0.0 0.7 9.9 56.0 20.3 100.0 934
いわ きニ ュー タウン 55.4 12.6 1.0 3.9 9.8 17.2 100.01,714
宮崎学園都市 49.8 0.0 0.6 1.9 19.1 28.5 100.0 937
吉備高原都市 94.9 1.6 0.0 1.1 2.4 0.0 100.0 372
八戸新都市 40.4 0.0 0.6 0.0 20.5 38.6 100.0 166
鳥取新都市 36.8 0.0 3.3 0.0 44.6 15.0 100.0 358
秋田 22.1 0.0 1.8 0.0 49.7 26.4 100.0 390
合計 2,732 268 53 191 1,291 973 100.05,508



















分譲方法 更 地 住宅 付き 注文住宅
特 徴 更地 特定 殿 共同 建て売り 売り建て
分譲主体 公団が直接 姻 姻 土地は公団が直 公社や民間など 公社や民間など
(最終取得者か 分譲が一般 接、住宅は公社 が公団から用地 が注文住宅用地
らみた) 的 や民間が建設譲 を取得し住宅付 として分譲
渡する きで分譲





翻 一般 に5年 3年 8年 住宅付き 住宅付き 1年
以内に建築
鰍 市街化速度 遅い 中間 速い 速い 速い 速い










































































計 100 100 100 100 一




























































































建て売 り分譲 ・更地とも、80才 台が中心であるが、
分譲住宅は40才未満が60%程 度 と、更地分譲より
も世帯主年齢が若い。これは、分譲住宅の一部 が所得







































































































































































































































業数は、15社 従業員数は637名(最 大247名 、





























































































































































名 称 IH YD NI
事業主体 1社 F社 H社
開発面積 59。5ha 47.6ha 39.7ha
住宅区画数 1290 818 587
造成期間 1981年 一 1981・》84年 1988～88年
分譲状況 1988年から年間180～ 1984年から年間100 1985年から年間100
300画地程度分譲 一300程 度分譲 画地程度分譲
その他 分譲当初は地元中心に分譲し 1986,87年以降首都圏 地元業者であり、1986年
たが1985年 以降首都圏をター での販売に力点をいれ、分譲 までは更地、1987年 以降
ゲットにしてから販売が進み永 を進めている。約80画 地を は建て売 り中心で分譲を行っ


















造成期間 1982年～1992年/89年 に分譲開始 1985年～1986年/87年 から分譲開始
その他 市御也に縁辺で新都市に近い。建て売り分譲 市外化が進んでいる秋田駅の東部地域に位置して
を主体としている。平坦な農地を埋め立てて 、都心部に近い。丘陵地開発。県営住宅が含まれ




























NT:い わ きニ ュー タウン、秋田新都市
入居年 いわき 秋 田
NT 民間 NT 公社 民間
982-83 8 20
984～・85 26 22
986-87 31 31 26
988～89 25 27 11 59
990 31 21 10















NT 民間 NT 公社 民間
20才台 3 3 5 8 1
80-34 11 10 16 16 8
85-39 17 19 15 25 33
40-44 26 13 13 27 22
45-49 9 15 6 4 12
50-59 19 23 27 11 10









































NT 民間 NT 公社 民間
1人 2 3 2 1 3
2 19 27 30 18 12
8 19 19 24 23 16
4 36 34 25 34 51
5 15 13 12 18 9





























































床面積(坪) NT 公社団地 民間団地
30未満 2 11 9
30-40未満 27 61 50
40～50未満 39 20 29
50《略0未満 18 0 7
60以上 14 8 5
2)住 宅 ・宅地の特性
(1)敷地面積














宅地価格(万円) NT 公社団地 民間団地
1000未満 30 44 29
1500未満 30 44 62
2000未満 10 6 0
2500未満 20 0 5









宅地価格(万円) NT 公社団地 民間団地
1
2500未満 8 26 43
3000未満 19 42 33
3500未満 23 19 18
4000未満 25 7 4





c建 て売り住宅取得価格(秋 田) (%)
住宅価格(万円) NT 公社団地 民間団地
1
2500未満 12 0 42
3000未満 24 56 50
3500未満 24 31 8
4000未満 20 6 0























項 目 NT 公社 民間 計
通勤通学便 4 10 5
r
6
居住環境 18 15 44 26
将来発展性 51 15 4 25
事業主体 3 9 1 4
敷地条件 6 5 3 4
分譲価格 1 28 14 12
その他 17 18 29 23
表6-4-24転居理由(最 大)/秋 田 (%)
理 由 NT 公社 民間 計
親と同居 15 12 5 11
世帯独立 4 5 3 4
仕事の都合 12 11 11 11
住宅の不満 17 14 23 18
一戸建住みたい 24 34 43 33


































































































































































































































































種 別 地域公団 住都公団 公 的 民 間 平 均
用地費(円/㎡) 6,224 19,925 13,163 14,252 14,510
工事費 13,248 21,394 23,728 23,285 21,150
負担金 4,563 2,762 5,519 4,277 4,167
諸経費 3,194 2,276 2,955 3,884 3,029
金 利 7,995 9,793 11,998 ll,122 10,473
合 計 35,224 56,150 57,363 56,820 53,278
用地費(%) 17.7 35.5 22.9 25.1 27.2
工事費 37.6 38.1 41.4 41.0 39.7
負担金 13.0 4.9 9.9 7.5 7.7灘 9.1 4.1 5.2 6.8 5.7
金 利 22.7 17.4 20.9 19.6 19.7












































































区分 秋田 鳥取 いわき 宮崎
新都市 新都市 ニェー タウン 掴
(予定) (予定) (予定) (実績
1
計画面積ha(a) 377 300 460 287
造成面積ha(b) 327 167 331 279





計画面積c/a 0.65 0.49 0.88 0.35






















糊 金額 害恰 宅地面積
当たり
(百万円) (%) (円/㎡)
用地取得費 15,178 52.8 7,130
補償費その他 2,265 7.9 1,060
用地費計 17,443 60.7 8,190
調査 ・設計費 900 3.5 420
工事費 4,001 14.0 1,880
負担金 4,946 17.2 2,320
造成工事費計 9,947 34.6 4,670
借入金利息 12,535 43.6 5,880
諸経費 3,936 13.7 1,850


















翻 割合 費用 害1恰
(百万円) (%) (百万円) (%)
鱗 6,746 34.1 10,03530.1
河川 858 4.3 2,821 8.5
公園 ・緑地 1,283 6.5 3,452 10.4
上水道 1,045 5.3 3,249 9.7
公共下水道 4,370 22.1 5,820 17.5
ガス 499 2.5 798 2.4
教育施設 2,338 11.8 4,513 13.5





















































































































































































































散歩 ・ジ ョギ ング 32.4 12.2
家いじり、庭 いじり 21.9 12.2
スポー ツ ・レク リエー シ ョン 21.2 14.2
園芸、畑づ くりなど 20.2 12.2
OA機器の学習 10.2 7.7
芸術鑑賞など 8.0 5.0
パチンコ、競輪、競 馬 8.0 0.7



















園芸、畑づ くりなど 21.9 9.5
散歩、 ジョギング 19.2 6.7















劇団や映像づ くりなど 0.2 0.0





















表6-6-8住まい方 や生活意識(い わきニ ュー タウン)
その通 まあそう あまり 全然 不明 諦
項 目 思う 思わない 思わない その他
得 点 2 1 一1 一2 0 *
家には仕事を持ち込みたくない 40.1 38.4 15.7 3.0 2.7 96.9
省エネルギー省資源型の家づ くりがしたい 30.7 48.9 13.0 3.2 4.2 90.9
積極的に近所や地域とつき合いたい 29.7 45.6 22.4 0.7 1.5 81.2
老後を配慮した住宅を造りたい 27.9 44.4 18.0 4.0 2.0 74.2
出窓に花など飾り道行 く人を楽 しませたい 28.9 42.9 19.5 5.2 3.4 70.8
趣味や仕事のできる部屋が欲しい 32.2 38.4 20.0 6.2 3.2 70.4
庭が狭 くなっても駐車場造る 23.4 40.1 20.9 11.0 4.4 44.0
ホームパーテイを楽 しみたい 11.2 41.9 35.2 8.0 3.7 13.1
家の仕上がり悪 くても自分で手を入れたい 14.5 32.2 32.4 16.0 4.9 一3.2
葬式は家から出したい 15.5 27.7 29.7 20.2 7.0 一11。4
CATVを積極的に活用 したい 12.0 27.2 36.9 14.7 9.2 一15,1
費用かかっても家事の時間を短縮したい 7.0 26.4 37.9 26.2 0.5 一49.9
老後はケアつきマンシ ョンに住みたい 8.0 15.6 33.7 33.2 9.7 一68.5
老後は都心のマンションに住み替えたい
1



















開始年 1年 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
い わ きニュー タウン 1982 143 491 677 834 99911541281137915671804
吉備高原都市 1986 375 516 595
長岡ニュー タウン 1986 73 99 126 131 143 177 262 326
賀茂学園都市 1989 182 425 588 862
宮崎学園都市 1989 295 372 685 8851046
秋田新都市 1990 105 170 227 326
鳥取新都市 1990 29 68 119 213
八戸新都市 1991 100 141 213
注1:いわきニュータウンは1982年入居開始だが同年は3世帯なので1983年を初年度として算定 注2:吉備高原都市は住宅地以外の施設内居住者を含む
(2)入 居 者 累計(人)
地区名 入居 入居後年数
開始年 1年2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
いわ きニェー タウン 1982 501171823572948353940594509485654936309
吉備高原都市 1986 170403 430 617 641 80310201177
長岡ニュー タウン 1986 290382 451 486 526 642 9061135
賀茂学園都市 1989 625150121383051
宮崎学園都市 1989 9851167194725753072
秋田新都市 1990 319521 7121027
鳥取新都市 1990 114240 429 799
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地 区 分譲画地 非更地率 集合住宅 入居世帯 入居人数
数 (%)建設戸数 (人)
賀茂学園都市 234 87 41 216 763
いわ きニュー タウン 145 46 45 180 631
宮崎学園都市 187 39 84 209 614
秋田新都市 98 78 5 82 257
八戸新都市 55 60 一 71 235
鳥取新都市 90 63 一 53 200
吉備高原都市 62 5 24 75 148



















すれば、1ク ラス40人 として2ク ラスを確保すると
41名×6ク ラス=246名 となる。





























































野菜 ・果物、菓子 ・パン、家具 ・什器、金物 ・荒物、
家庭用品、陶器 ・ガラス)の1店舗当たり全国平均売
上高は3324万円(売 り場面積63.5㎡)である。






























































表6-6-13商業 ・医療 ・サービス関連の利便施設の立地状況(入居世帯数は1993年 春現在)
地 区 入居世帯 利便施設の立地状況 特 徴
長 岡ニュー タウン 326 スー パ 、ー レストラン、診 療 タウンセンター内の第三セクタービルの施設 として開設。開設
所(出張) 時期は、入居直後。これ以外の個別立地はない。
センター地区での施設拡張の見通しは今のところない。
賀茂学園都市 882 酒店、薬局、家電、 施設の内、酒店は住宅地の中の個別立地(併用)、贈答品は公
理美容、 クリーニ ン 共事業の代替地、その他の7店は第1次分譲の際に、県住宅供
グ、喫茶、 コンビニ 給公社が店舗併用住宅として募集して注文住宅として建設分譲
、新聞販売、贈答品 したもの。もうひとつのコンビニは公社が建設 した学生アパー
コン ビニ トに併設された。これ以外の個別立地はない。 タウンセンター
診療所(内科小児科) 用地の内、ショッピングセンター用地は譲渡済みで1995年
齢 頃開設予定、集配業務を行う郵便局用地も譲渡済みである。




宮崎学園都市 1804 酒、理美容、化粧品 タウンセンターは譲渡済みでその一部 に喫 茶 ・コンビニ ・ガソ
店、喫茶店、 コンビ リンスタンドが立地している。GMS等 の大規模施設の開設の
二、新聞販売、ガ ソ 見通しは今のところ明確ではない。
リンスタン ド
八戸新都市 213 酒、 ヌンビニ、食 品 区画整理地区で旧来からの地権者が開設 している。
纈
秋田新者肺 326 理美容院、ク リー二 センター地区に1998年 秋に大規模GMSが 開設(売 り場面
ン グ、 コン ビニ 積約2万5千 ㎡)生活利便施設不足は一挙に角奉消 し飲食 ・娯楽
大規模GMS 施設も入居。銀 行も開設予定。歯科の一つは個別立地、他の一
歯科(2) つはGMS内 。勤労者施設内には、飲食 ・図書室など 隣接す
勤労者福祉施設 る旧集落(60世帯)に は酒店がある。
鳥取新都市 213 なし いまのところ個別店舗を含めて利便施設の立地は全く見られな
い。 タウンセンター地区 は、GMSに 譲渡済みである。
吉備高原都市 598 スー パ 、ー 飲 食 店、 がソ 1992年 に第8セ クター ビルが タウンセ ンターに開設 して、










































地 区 立地条件 非住宅系の事 入居 事業手法 立地規制 第三セク タウンセ ンター
業所立地状況 巖 ターの設 用地の処
幹線道路 隣接集積 、土地利用計 立 分
との関係 の有無 画
長岡ニュー タウン* 嚇 なし レクリ,工業,流 遅い 全面買収 建築協定 麹 第三 セクター に一
IC5km 通 部譲渡
賀茂学園都市 IC5km なし 学園 速い 全面買収 建築協定 なし 民間デベロッパー
郵政省、市(予)
いわ きニュー タウン いわき湯 民間団地 学園、業務 速い 全面買収 建築協定 迦 GNS,一 部
本ICIOkm 三セク
宮崎学園都市 R220近接 既存集落 学園、福祉、 速い 全面買収 まちつ く なし GMS
宮崎IC7K 工業 り憲章
吉備高原都市 なし 福祉 遅い 全面買収 建築協定 掘 第三 セクター
八戸新都市 八戸IC地既存住民 流通 中 区画整理 一部建築 なし 未定
区内 協定
秋田新都市 秋田南IC小集落 工業、流通 中 全面買収 建築協定 未定 GMS,一部
1km 市(予)



































入居戸数 200400600 800 1000 1500 2000
搬 ● ● ● ● ● ● ●
1
理美容 ○ア ○ ○ ○
クリーニ ング Oア 0 0
飲食店 廊 伽 ○ ○
新聞販売 O
家電販売 ○
酒店 ロバ ○ ○
薬局 ・化粧品 Oo
菓子 ○
コン ビニ 口Oア OOO 0










<資 料6 ■ 〉 住 宅 宅 地 の 分 譲 ・応 募 状 況
裏6-1-1S地区別戸建て住宅宅地分譲実績/画地数
1
地区名 年度 1982198319841985198B198719881989199019911992 合計
分譲方法 昭57 58 59 60 61 62 63 平1 2 3 4
1






合計 129 47 99 38 35 1B 14 93 18 64 553
賀茂学園都市 更地 31 25 26 40 122
(西高屋地区) 共同
特定 4 3 7
優先 27 21 23 21 92
建て売り 正36 108 103 176 523
売り建て 169 10 11 190
合計 363 164 156 251 934
いわ き ニュー タウ 更地 14B 153 121 35 36 23 32 60 88 89 167 950
ン 共同 60 50 63 44 217
特定 2 4 1 1 1 5 2 16
優先 5 10 42 11 68
建て売り 22 24 5 50 67 168
売り建て 146 5 31 2 25 5 17 50 14 295
合計 148 363 176 152 83 49 42 111 190 139 261 1714
宮崎学園都市 更地 130 82 44 49 162 467
共同
特定 1 2 3 6
優先 1 5 12 18
建て売り 101 78 179
売り建て 76 44 147 267
合計 232 161 93 49 402 937






合計 107 75 71 66 13 40 372




建て売り 19 15 34
売り建て 32 32 64
合計 39 63 64、 166
鳥取新都市 更地 25 39 23 45 132
共同
特定 3 4 3 2 12
優先
建て売り 19 50 25 66 160
売り建て 31 23 54
合計 47 124 74 113 358
秋田新都市 更地 19 19 24 24 86
共同
特定 2 4 1 7
優先
建て売り 51 61 51 31 194
売り建て 33 52 18 103
合計 105 136 75 74 390
全地区 更地 146 282 121 134 74 176 268 311 402 254 564 2732
共同 60 95 63 44 6 268
特定 2 4 1 1 2 1 8 15 7 12 53
優先 5 38 B8 27 53 191
建て売り 2 22 123 230 243 253 418 1291
売り建て 146 5 31 2 25 5 295 187 55 222 973








(1)長 岡 ニュー タウ ン
事 項 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1
(市内) (16.8)
県内 85.4 95.2 89.7 76.9 92.3 68.8 56.5 41.9 28 32.9 4
県外 14.6 4.8 10.4 23.1 7.8 31.3 43.6 58.1 71.9 B7.1 5
その他東北 3.5 7.7 1.5 1 LO
首都圏 10.1 4.8 6.9 7.7 3.9 31.3 39.1 50.5 66.9 62.8 5
その他 4.5 7.7 3.9 3 7.B 4 3.4
応募者数 一 一 一 一 一 一 一 一 496 202
画地数 89 21 29 13 26 16 69 93 73 55


















事 項 1989 1990 1991 1992 1993
市内 (33.7)
県内 94.3 88.3 86.9 87.4 86.7
県外 5.8 ll.8 13.1 12.6 13.3
その他中国 1.8 2.0 2.2 2.8 2.1
首都圏 1.4 6.0 5.3 5.1 5.9
近畿圏 0.9 2.7 2.7 2.7 3.5
その他 1.7 1.1 2.9 2.1 1.7
応募者数 1183 1994 1483 791 1042
画地数 31 25 2B 39 67
応募倍率 38.2 79.8 57.0 20.3 15.6
(3)い わ き ニ ュ ー タ ウ ン




県内 89.7 88.8 80.6 83.8 86.5 77.0 73.8 69.8 73.1 77.2 74.2
県外 10.4 11.2 19.5 16.2 13.523.0 26.1 30.3 27.1 22.8 25.8
その他東北 1.0 1.8 14 1.0 0.6 1.2 1.0 1.3 0.9 0.8 1.0
首都圏 5.9 5.7 13.9 1L4 9.0 19.0 20.8 24.8 22.4 18.2 20.8
その他 3.5 3.7 4.2 3.8 3.9 2.8 4.3 4.2 3.8 3.3 4.0
応募者数 815 492 72 105 511 495 1296 2507 2242 2670 826
画地数 146 157 35 32 22 32 60 88 89 165 91
応募倍率 5.6 3.1 2.1 3.3 23.2 15.5 21.6 28.5 25.2 16.2 9.1
印
(4)宇多津都市
事 項 1987 19881989 1990 1991
市内
県内 93.2 91.2 87.0 82.5 84.6
県外 6.9 8.8 13.1 17.B 15.3
その他四国 2.6 2.3 1.9 3.1 5.7
首都圏 0.4 3.3 2.2 3.4 4.4
近畿圏 3.0 L6 3.4 6.8 2.6
その他 0.9 1.6 5.6 4.3 2.B
応募者数 235 308 269 326 227
画地数 17 15 9 8 9
応募倍率 13.820.5 29.9 40.8 25.2
(5)宮崎学園都市 一
事 項 1988 1989 1990 1991 1992 1993
.
(市内) (44.0)(33.5)(24.9)(17.8)
県内 73.3 51.9 4LO 33.9 48.7 50.7
県外 26.8 74.8 59.1 B6.1 51.3 49.3
その他九州 5.8 7.9 7.2 6.1 4.6 3.5
首都圏 12.7 23.7 31.6 35.2 29.4 34.0
近畿圏 5.1 11.2 13.0 18.4 11.4 7.6
その他 3.2 32.0 7.3 6.4 5.9 4.2
応募者数 726 624 415 755 306 144
画地数 130 82 44 93 99 99
応募倍率 5.6 7.6 9.4 8.1 3.1 1.5
(6)吉備高原都市
事 項 1987 1988 1989 1990 1991
市内
県内 84.8 72.0 72.1 67.5 76.1
県外 15.3 27.9 28.0 32.5 23.8
その他中国 3.0 3.6 1.9 2.1 2.0
首都圏 4.7 9.6 7.2 9.7 6.8
近畿圏 6.9 11.0 16.3 16.9 12.5
その他 0.7 3.7 2.6 3.8 2.5
応募者数 728 690 2127 2358 833
画地数 90 75 71 6B 72
応募倍率
1
8.1 9.2 30.0 35.7 11.6
(7)八 戸新都市
事 項 1990 1991 1992 1993
.
市内
県内 87.6 83.0 83.2 90.5
県外 12.4 16.8 16.8 9.5
その他東北 1.6 4.7 2.6 2.3
首都圏 10.1 10.1 12.2 32
その他 0.7 2.0 2.0 4.1
応募者数 306 256 196 222
画地数 20 27 31 22




事 項 1989 1990 1991 1992 19931
市内 (64,1)(48.8)(49.6)
県内 75.9 60.0 82.2 59.1 64.0
県外 24.2 40.3 67.3 10.9 36.0
その他中国 3.3 3.0 3.0 3.6 4.1
首都圏 3.3 4.6 6.0 5.5 5.9
近畿圏 14.3 29.6 26.3 28.2 23.9
その他 3.3 3.1 3.0 3.6 2.3
応募者数 336 985 955 440 222
画地数 25 39 44 45 58
応募倍率 13.4 25.3 2L7 9.8 3.8
(9)秋 田新都市
事 項 1989 1990 1991 1992 1993
市内
県内 83.0 71.0 68.1 76.6 76.6
県外 17.0 28.3 32.0 23.4 23.4
その他東北 3.6 3.2 4.4 3.1 4.3
首都圏 11.9 20.0 18.8 M.8 10.6
その他 1.5 5.1 8.8 5.5 8.5
応募者数 194 217 1BO 128 47
画地数 19 19 24 24 24
応募倍率 10.2 11.4 6.7 5.3 2.0
6章参考資料
裏6-3-4地方都市開発整備事業地区の首都圏 ・近畿圏応募者数推移 (人)
地区名 ・年度 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 ig91 1992
昭57 58 59 60 61 62 63 平1 2 3 4
長 岡ニュ汐 ウン 9 1 2 1 1 5 28 49 343 78
賀茂学園都市 27 174 119
い わ きニュー タウン 50 29 10 12 49 96 291 641 516 266
新宇多津都市 8 15 15 33 16
宮崎学園都市 129 218 185 405 178
吉備高原都市 94 142 498 628 161
八 戸 ニュー タウン 31 27
鳥取新都市 59 338 309 80
秋田新都市 23 47 34 16

















































合計 2,507 268 47180 1,202 959 5,163
割合(%) 48.6 5.2 0.93.5 23.3 18.6 100.0
裏6-3-16いわ き ニュー タウ ン更 地応 募 者 ・入居 者 の世帯 収入 (%)
更地応募者 入居者
年収 ・現住所 市内から 首都圏から 市内から 首都圏から 全体
(万円)
399万円以 下 51 00 59 210 81
400～499 108 68 6 8 2 0 6 1
500～599 176 82 102 120 108
600～699 182 123 98 100 8 5
700～799 119 130 146 5 0 139
800～899 108 158 151 120 132
900～999 6 8 48 102 7 0 9 8
1000～1099 6 8 130 102 120 108
1100～1399 9 1 164 107 170 132
1400万円以 上 2 8 96 63 2 0 54
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100
一309一
<資 料6-2>新 都 市 の 建 設 費 用
表6。2-s1地方都市開発整備事業地区の造成費用 (百万円)
区分 ・地区名 秋田 鳥取 いわ き 備 考
新都市 新都市 ニュー タウン
工事費 整地工事 4,600 5,356 14,265 伐開除根、土工、仮防災、法面保護
宅地整備 L535 3,182 宅地擁壁(鳥取新都市は整地工に含む)
道路工事 2,979 1,327 2,531
その他 144 157
小計 9,258 6,683 20,135
負担金 道路 3,136 850 1,334
河川 1,553 721 2,029
上水道 1,294 2,200
下水道 4,237 3,126 9,435
公園 1,929 621 933
その他 3,008 530 1,210
小計 13,863 7,141 17,141
その他工事 測量設計 1,200 962 1,727
工事補償 2 L245
その他 320 15 397
小計 1,522 977 3,369
合計 24,643 14,802 40,645
表6-2-s2秋田新都 市 におけ る負担 金 (百万円)
区分 全体金額 国 県 ・市 地域公団
河川 2,821 939 329 1,553
道路 10,035 6,154 746 3,136
上水道 3,249 780 95 2,375
下水道 5,820 L347 186 4,237
公園緑地 3,452 1,325 198 1,929
工業用水道 1,188 416 772
ガス 798 798
電気 60 60
教育施設 4,513 1,543 2,970
その他 1,745 230 1,515
計 33,352 12,003 7,48713,863
表6-2-s3地方都市開発整備事業地区の単位遭成費用(造成面積当た
(百万円/ha)
区分 秋田 鳥取 い わ き
新都市 新都市 ニュー タウン
造成面積(ha) 326.8 1B1.9 330.6
内戸建て住宅地(ha) 85.1 54.0 138.0
割合(%) 26.0 33.4 41.7
工事費 整地工事 14.1 33.1 43.1
宅地整備 4.7 0.0 9.6
道路工事 9.1 8.2 7.7
その他 04 0.0 0.5
小計 28.3 4L3 60.9
負担金 道路 9.6 5.3 4.0
河川 4.8 4.5 6.1
上水道 0.0 8.0 6.7
下水道 13.0 19.3 28.5
公園 5.9 3.8 2.8
その他 9.2 3.3 3.7
小計 424 44.1 51.8
その他工事 測量設計 3.7 5.9 5.2
工事補償 0.0 0.0 3.8
その他 1.0 0.1 1.2







区分 金額 割合 造成面積当たり
(百万円) %) (百万円/ha)
造成用地費 17,443 39.8 60.7
用地取得費 15178 34.6 52.8
補償費 1611 3.7 5.B
その他 654 1.5 2.3
造成工事費 9,947 22.7 34.6
調査費 171 0.4 0.6
測量設計費 829 L9 2.9
工事費 3613 8.2 12.6
負担金 4θ46 11.3 17.2
その他 388 0.9 L4
借入金利息 12,535 28.6 43.6
その他経費 3,93B 8.9 13.7
合計 43,861 100.0 152.7
表6-2-s5宮 崎 学 園 都市 年度 別収 支 (百万円)
年度 投資額 譲渡収入
直接建設費 諸経費など 合計
造成用地 造成工事 計 借入金利 その他経費 計
1979 5,439915,530 39570609 6,139
1980 9,6461989,844 396351,484 11,328
1981 1,6523612,013 8493441,721 3,734
1982 2771,0251,302 1,3772581,902 3,204 1,871
1983 751,2811,356 L644243正,907 3,263 6,702
1984 117708825 1,2221981,420 2,245 6,253
1985 9648657 1,1191811,300 1,957 2,893
1986 25973998 1,0011981,199 2,197 1,111
1987 21865886 9872121∫ ユ99 2,085 2,853
1988 53717770 8302001,030 1,800 2,473
1989 91,0071,016 677233910 1,926 4,454
1990 13953966 543243777 1,743 2,618
1991 11735746 405238643 1β89 5,3生9
1992 96385481 187183370 851 3,402
計 17,4439,94727,390 12,5353,93616,471 43,861 39,979
表6-2-s6宮崎 学園 都 市関連 公 共事 業 (百万円)
区分 事業費 負担区分




































計 1ら,055 6,B82 3,088 4,76B 167 351




地 域 特 性 を 活 か す 新 都 市 計 画 の 策 定 方 法
?
第7章
地 域特1生を活 かす 新 都市 計 画 の策 定 方法
7-0事 業の計画 ・設計 ・実施の流れと計画テーマ
1基 本的な調査設計の流れと課題









































獅 都市 計画条件 土地利用見直し




都市 郷 土地利用 土地所有関係 全体基本設計 (例)
圏の 幌 道路 ・交通 工区基本設計 商業施設 ・タウンセ
骸 勅 環境 ・景観 法的規制実態 宅地整備設計 ンター計画調査
像フレ 針 公園 ・緑地 集合住宅地計画
一ム 住宅 ・宅地 埋蔵文化財調 道路設計
麟 査 公園緑地計画
開発 躰 誘致施設 公園緑地設計
区域 計画 公益施設 公共公益施設 環境景観形成調
の選 供給処理 整備計画 防災設計 査
定 防災 環境デザイン調査




想 CATV設計 地質調査 ・測量
環境現況 ・ア 地形図作成
区画整理計 セスメン ト
蝶 蝶 画 地価 ・周辺開
化方 手法 事業費 発状況 住宅宅地需要調
策 ・ 採算 分譲見通し 査 ・分譲戦略調
調 性スケ 採算性 査 ・造成分譲指
、"
ン ヱー 針作成 ・事業計
ル 画作成・事業費





















b都 市 圏 の将 来 ビジ ョン とフ レー ム設 定
■









































整備でポテ ンシャル ア ッ
プ地点が対象となる。
1
開発理念 ・コンセプ ト コンセプ ト、住、産 開発対象地区の概況と条 面積の確保
と導入機能 、 学、研 、 福祉 、 レ 件検討 境界の明確さ
ク リエー シ ョン、 文 流域 ・雨水 ・農業用水
コンセプ ト・開発理念の 化、商業、スポーツ 地区境界の設定は、近年 地形 ・地質
設定は単なるスローガン
になる場合もある。地域
、自然環境、景観 林地開発条件から非造成 植生 ・動物など環境配
区域を取り込む必要あり 慮事項
の特性、事業への期待、 流域の尊重が基本であり 既存家屋・施設分布










定が事業の規模を決める 造成計画 ・フレー ムとフ




















































































































































































































































● 地権者 ・周辺住民の合意形成 ・用地取得の見通 しはあるか
● 採算性は確保できるか一



































































































調査 ・設計 内容 ・目的 主な対象範囲 図面スケール 体制
予備調査・基本調査 構想段階 都市圏 ・新都市 1/5000一 調査委員会a
事業計画調査 基本的な新都市の計画 新都市 ・周辺 1/2500 調査委員会b
環境アセス調査含む 都市圏
事業実施基本計画 地域公団法に定められた法 都市圏 ・新都市 参考図 計画委員会
定計画 ・大臣認可 各省協議、知事同意
実施計画調査 実施計画作成の為の調査 新都市 1/2500
実施計画・施行計画 地域公団内部規定に定めら 新都市 1/10000 公団役員会決定
れた計画・建設省届出
区画整理設計 図画整理事業事業計画作成 獅 1/1000
のための設計
区画整理事業計画 区画整理事業の建設省承認、新都市 1/1000 建設大臣認可
のための計画




基本設計 実施設計の作成のため地区 締 1/1000
全体の整合を計る
実施設計 工事発注のための設計 新都市 1/1000(喝00
(2)計画策定方法
計画策定段階の特徴としては、調査委員会aで は、








































自治体 地方議会等 国の機関 住 民
事前調査 共同調査、協議調整 経過説明 調査予算 ・建設省
大蔵省 ・国土庁
事業実施基本計画 要請、同意 同意、推進決議 9省庁協議、農林 地権者の事業同意
認可手続き 調整、大臣認可 ・用地譲渡協力
都市計画決定 決定権限 者肺計画事業など 建設省説明 公告縦覧、意見書
の予算議決
環境アセス メン ト 手続き主体(条例) 者肺計画審犠会 公告縦覧
区画整理基本計画 協議 建設省了承
区画整理事業計画 認可申請 建設省認可 地権者説明
施行規定
区画整理実施計画 協議 建設省協議 ・承認 区画整理審議会
換地設計 区画整理審議会























































































































































































































ステージ 目 的 推進組織





































用地の取得 県 ・市 ・公団 代行取得契約
新都市工事の設計 ・工事 地域公団 開発整備協議会




























主体 国(文部省) 国 健設省) 国(通産省そ 広島県 東広島市 地域公団
の他)
計画 広島大学の統 広域圏構想 テクノポリス計画 学園都市の推 学園者肺 の推 賀茂学園都市
規制 合移転 都市計画 (通産省) 進/企画、計 進/企画、計 開発整備事業
指導 地域公団指導 頭脳立地法指 画 画 諜





緻 キ ャンパ ス整 山陽自動車道 企業立地助成 公団事業用地 市道 事業地区内の
管理 備 ・建設 (道路公団) の用地買収 公園 造成整備
助成 用地 ・造成 ・ 国道2号パイガ 新斡線新駅 県道 公共下水道 地区内の公共
周辺整備の費 ス (JR) 河川調節地 上水道 工事受託
用負担 都市計画事業 住宅建設 工業団地 西条第1土地 公共施設費用
への補助 (雇用促進事 (企業局) 区画整理事業 負担
業団,大蔵省) 企業誘致 駅前区画整理 宅地分譲
住宅建設 公共施設管理 中核]僕団地
(住宅供給公 小中学校 緻





























































































名 称 事業実施基本計画 実施計画・施行計画・区画整理事業計画










































地区名 認可時期 主な計画変更内容、時期、*:実施計画のみ変更 土地利用変更の内容
長 岡ニュー タウン 1975年1177年1:区域面積の追加 流通団地の追加






















理念の変化 と地域 との係わ りな どを明 らかにす る。
当初 の宅地需要の見込みが大幅に小 さ くな った長岡
ニュー タウン、新たに大学が立地 した賀茂学園都市、
大規模施設の立地な どで土地利用を変更 した秋田新都
市を事例 とす る。基本的な理念が変更 にな ったのは長
岡ニュー タウ ンのみである。
1)事 業の長期化へ の対応
最初 の事業期間は、運用資金構成 か ら最長15年 と
されたが、事業期間を延長 してい る例 が多 い。その主
たる理由は、次の とお りである。
イ,宅 地分譲 のお くれ
ロ.用 地買収 の遅れ
長期的安定的な分譲の画地数 としては、都市圏需要






















































単な る地 域の住宅宅地需要 に対応 した宅地供給に留
まらず、住宅地形成 を通 じた地域振興を指向 して、戸
建て用宅地 の平均画地面積 は大 き くな る傾向にある。














として、主 にシ ョッピング施設、業務施設、 公益施設
等の立地 が予定 されてい る。新都市計画の基本 的な方
法論 として近隣住 区論が形式 的に適用 され、 センター
の位置は新都市の中心部に計画 される場合が多 い。 し
かし、地方都市にお いては、特にマイ カー依存の ライ
フスタイルが浸透 して きた事、新都市人口の定着が当
初の予定 よ りも速度が遅 い事な どから、 シ ョッピング
センター の立地企業か らの要望 として、広域幹線か ら
の アプローチが容 易な位置 に、新都市以外 も含む広域
対応の ショッピングセ ンター立地 の要 望が出 され るよ
うになった。 ショッピングセ ンター側 か らすれば、新
都市は用地が確保 されてい る事、関連 の道路な ど公共
施設の整備が進め られ立地条件 としては悪 くない事、
立地 に ともな う地域 との調整 を自治体 や公団の支援に







4)新 たな施 設需 要 へ の対 応
新 都市 計 画 は、 計 画策 定 か ら分譲 完 了 まで15か ら
30年 もかか る長 期 の事 業 で あ る。 しか も、 住 宅需要
へ の対 応 だけ で はな く、 地 域 の 活性 化 な ど地 域 振興 に
寄 与 す る事 が 期待 され て い る。 そ こで 、 当初 か ら複合
機 能 を基 本 と した都 市利 用 計 画 で あ るが、 事 業実 施過
程 で新 た な立 地 機 能 へ の対 応 を行 って い る。 一方 で は、
住 宅宅 地 需要 の喚起 や、 住 宅 地面 積 を 縮小 し他 の用途
を導入 す るね らい も あ る。 具 体 的 な事 例 と して は、以



































代替の土地利用 と市場価格 ・需要との比較となるが一般 には住宅地は、事業面




























































































































































































































































































































































































特性 ・タイプ 丘陵地型 近郊農地型
土地利用規制 保安林解除、民有林地、農用地 農用地解除














































































































































































































































































































































土地条件 交通条件 環境影響 ・周辺との
連関
配置 ・事例
















































































































































































































































































地区名 醸 人ロフ 配 置 計画内容 土地分譲 ・センター地区経営
レー ム
(ha)(万人)
長岡ニ ュー タウ 10 1.0 新都市入り口 未定 第三 セクターが一一部の土地に先
ン 行立地、全体計画は未定ゐ
賀茂学園都市 3 1.0 新都市中央 シヨッピンゲ センター 、 集 配郵 2.2haを民間デイベロッガ に譲渡済
便局、市文化施設 み、泊 ッピンゲ センタ予 定。0.3haは
郵政省に譲渡 し垂1履1局。0.5ha
は市の公益施設の予定。




新宇多津都市 (20) 駅前 商業 ・業務 4.5haは民間に謁 度済み、シヨッピ
ンゲ予冠 商業業務用地の大部
分は地元地権者の用地
宮崎学園都市 8.3 0.7 新都市中央、 シヨッピ ンゲ センター 、 レジ ャー 民間に譲渡済み、ショッピンゲセンター
学園地区との接点 施設 開設予定。
吉備高原都市 7.6 0.6 新都市中央 商業、ホテル、利便施設 全体を第三セクターが経営。第
(4.0) 一期施設は立地 している。
八戸新都市 5.5 L5 新都市中央 ショッヒ.ンゲ センター 民間に譲渡 し、ショッピンゲセンター開
設予定6
鳥取新都市 5.2 1.0 新都市入 り口、 シヨッヒ.ンゲ センター 5haを民間に譲渡済 み、シヨッビンク
国道沿道 "センター 開 設 予定 。
秋田新都市 10 1.5 新都市中央 複合 ショッピ ンゲ センター 、 8.7haを民間に譲渡済み、複合 シ
パスセンター、利便施設 ヨッビンゲセンター が 開設 した。1.3ha
は市が主体で公益的利用予定。
1野新都市 5 0.6 新都市中央、 未定(商業、公益利便 約半分は県が取得し、公益施設
スポ ツーパ クー隣 接 施設) 立地の計画。残 り未定。
那覇新都心 18 2.1 新都市入 り口、 商業 ・業務(副都心) 商業業務用地。1994年に第三セ
国道隣新都市入口 クター設立された。
鳥栖北部丘陵 8 0.7 駅前 未定(商業 ・業務) 未定
宇部新都市 (4.5)0.4 居住区隣接 テクノセンター と一体計画 未定





































地区名 一戸建て 集合住宅 集合住宅
戸数 戸数 割合(%)
賀茂学園都市 2,826 774 22
いわ きニュー タウン 5,000 1,400 22
宮崎学園 1,112 600 35
八戸新都市 3,900 1,000 20
鳥取新都市 2,150 350 14
秋田新都市 3,490 1100 24
上野新都市 1,600 400 20
鳥栖北部丘陵 1,800 300 14
盛岡新都市 3,880 2,000 34
宇部新都市 730 470 40
今治新都市 800 230 22
佐野新都市 870 200 19































































































資料7)では、住戸規模110㎡ 、建物 の間口奥行 き
比1.4:1、 主庭 スペー ス30㎡ 隣地 壁間隔1.5
m駐車 スペース3.5×5.5m等 の条件か ら、 日照
4時間確保か ら次の ような敷地条件を設定 している。
351
上段:間口 下段:奥行き(m)




























表7-3-7区画道路 の方 向 (%)
地区 路線数 南北 東西 他
賀茂学園都市 112 21 50 29
宮崎学園 81 23 67 一
鳥取新都市 142 35 35 30
上野新都市 75 3 一 97
鳥栖北部丘陵 61 21 59 20



























3.5宅 地規模の設 定 と画 地割
宅地規模の設定 は、住宅地の環境水準 に大 きな影響 を
与 えるだけでな く、分譲方策にも関連 して事業計画の
大 きな要素である。すなわち、宅地規模 を大 き くすれ
ば、敷地 にゆ とりがで き敷地内に緑化 が行われ るなど
環境向上 に寄与す るが、宅地 総額が上昇 する。従 って、
需要分析 によって画地面積配分を決定す る。
下表 は分譲開始か らの平均画地面積 と単価 ・宅地総
価格の比較表である。最 も単価の高い新宇多津都市は
分譲画地数が少な く立地条件 も良好なためで あり、最
も安い吉備高原都市 は市街 地か ら遠 くはなれている事
や自然型宅地が含 まれている事か ら安価 となっている。















長 岡 ニュー タウン 274 42,0001,150
賀茂学園都市 237 53,0001,260
いわ きニヱー タウン 313 45,0001,400
新宇多津 273 80,0002,180
宮崎学園 308 49,0001,510














今治新都市 一搬 住宅200-250、平均220 市内の平均敷地面積
大 きめ敷地330
集合住宅平均180/戸
佐野新都市 一般住宅200 一般 は地権者の換地面積、集合住
アメニティ住居300 宅は建坪率50%想 定、地方誘導
都市型集合住宅123/戸 目標床面積を基準
浜北新都市 一般 住宅250 一般 は市内平均200～230㎡よ り大
ゆとり型住宅1000 き く、 ゆとり型 はガーデンパーテ
斜面型宅地500 イ可能な広さ、斜面宅地は一般 宅





宅地面積 1989～91年度 1992年度 1993年度
(2m) 宅地数 (%)宅地数 (%)宅地数 (%)
1
～250 89 28.7 15 16.3 1 0.8
251ん270 53 17.1 27 29.4 37 28.5
271-290 55 17.7 14 15.2 19 14.6
291～310 36 11.6 9 9.8 32 24.6
311～330 28 9.0 13 14.1 22 16.9
331-351 25 8.1 11 12.0 16 12.3
351(ノ400 16 5.2 2 2.1 2 1.5
401一 8 2.6 1 1.1 1 0.8






地区名 鳥取 東広島 八戸 宮崎 いわき 長岡
(2m) 1989～911989～911990～911988《ぞ1 1985～・88 1991
～264 28.2 68.3 42.7 34.1 6.2
圏
49.1
265～329 61.5 17.1 44.0 42.7 70.0 36.9
330～399 6.8 8.5 9.3 14.1 21.5 13.4
400～499 0.9 4.9 4.0 4.7 1.9 0.3
500{プ 2.6 1.2 一 4.3 0.4 0.3
1
画 地 規模 の 欧米 との比較 を検 討す る。
ア メ リカに お け る標 準 的 な戸 建て 住宅 地 の規 模 と し
て、 「敷地 計 画 の技法 」(ケ ヴ ィン ・リンチ、 山田訳 、


















住棟タイプ 容積率 ネッ ト セミグロス
密度 密度
世帯/ha 世帯/ha
戸建て ～0 .2 20以下 12
2戸建て 0.3 24～30 17
連続建て 0.5 40～50 30
フラット+連続建て 0.75 62～74 40
3階建て(階段式) 1.0 99～111 49
6階建 て(エレバ クー 式ー) 1.4 161～185 69



















建設主体 醸 勝 セミゲ ロス 住宅形式
時期 (ha) 密度
戸/ha
開発公社賃貸 13.5471 35 フラ ッ ト
1968《略9
開発公社賃貸 7.9321 40 フ ラ ッ ト
1977
開発公社賃貸 6.2247 40 フ ラ ッ ト
1977 戸当1駐車場
民間業者分譲 3.8 68 7.3 独立住宅
1985.1986 2台が レー ヅ
民間業者分譲 4.9 85 17.5メゾ ネット、フラット
1985.1986 が レーゾ+駐 車
また2駐車場































の規模 ・街区の方向 ・宅地と道路 との高さ ・法面の処




































環境の種類 構成要素 決定段階 内容1
骨格的環境
(a)自然的構造 地形 ・植生 ・湧水 ・開発区域の決定 開発対象区域の地形 ・地質 ・植生 ・動物等を検
・地下 水 ・池 ・ ・造成計画 討し、造成計画を立案する。用地取得価格の高
















(b)公益施設 学校、配水塔 実施設計 位置、デザ イン
電 気 ・がスステー ション
(c)宅地計画 宅地規模 ・配置 基本設計、実施設計 規模により密度 ・屋外スペ スー等が決まる
宅地法面 宅地の道路からの高さ、法面構造が景観に
鯖 大きな影響を与える。



















二.自 然を利用 した環 境の価値 が、購入者 に評価され
ない と考 えられ た。
ホ.区 画整理事業の場合、一般地権 者への換地では平
均的均一条件 の宅地が評価 しやすい。
里 山開発の場合、斜面の緑地 は造成 されず に存置 さ
れ、緑地面積 は結果 として大 きいが、入居者の住環 境


































ス トリー トフ ァニチ ャの種類
照明器具、 ツ リーサー クル
宅地 ベンチ、彫亥ILサイン、車止
一 フラワー ポ ット、転落防止棚
ノ凱轟 禰 麟
















区 分 車 道 歩道 全幅員
都市幹線道路 4車+停車帯 4m*2 25m
地区幹線道路 2車+停車帯 3,5*218
住区幹線道路 2車+停車帯 2.5*216
住区内道路 2車 3*2 12









歩道 自転車道 植樹帯 側帯 車道 分離帯
ロ.秋田新都市・新都市大通り線/2車線全幅40m
3.巴 一3.0-3.0-3.5-2.5-3.0


































































































































































長 岡 ニュー 妨 ン 一般宅造 建築協定、緑化協定
賀茂学園都市 一般宅造 建築協定
いわ きニュー タウン 一般宅造 建築協定、緑化協定
宮崎学園都市 一般 宅造 まちづ くり憲章
吉備高原都市 一般宅造 建築協定
八戸新都市 区画整理 地区計画



































































割 力河 能 な規 模 とい え る。 ただ し、 どの よ うな場 合を
分割 とす るか は、 現 実 的に は こん なな 事例 も あ る。 す
なわ ち、住 宅 地 の密 度 だけ を規 制 しよ うと した場 合 は、


















































































吉備高原都市 白色系、 グレー系、ベー ジュ系 学園都市にふさわしい。近代性、評価性に優
宮崎学園都市 白色系、うす水色、 うす緑 れてい る。赤、黒、濃 い色、茶色等 は好 ましくない。
鳥取新都市 (宮崎学園都市に同じ)
長岡 ニュー タウン できるだけ明るい色
秋田新都市 グ レー ・ベ ー ジ ュ系
362一
表7-4-7建 築協定 ・まちづ くり憲章の内容
注:①広島の数字は事例酬 数 ② 閾a`た種圃 地区bは住思枢
③吉備の遭成は造域型地区、自然は自然型地区(斜面地を活かした造成)
建築協定 まちづ くり憲章
地区名 広島 長 岡 餓 いわき 吉 備 秋田 宮崎 鳥取
区 分 a b 造成 自然 a b
敷地の分害襟止 2 O O O ○ ○ ○ O ○ ○
地盤高変更禁止 1 ○ ○ ○ ○ ○ *6 ○ ○ ○
擁壁の改廃禁止 ○ ○ ○ ○
擁壁の設置禁止 ○ ○
跳ねだし床板禁止 9 o ○ ○ ○
植栽帯保全 ○ ○ o
外壁後退距離(m) 12*1
道路側 1.5 1.5 1.5 1.5 2.0 2.0 1.5 1.5 1.5 1.5
隣地側 1.5 1.5 1.0 1.0 1.5 2.0 1.0 1.5 1.0 1.0
例外(A) ○ ○ ○ ○ ○ ○ 北側3. 北3.
例外(B) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0 0
落雪対策 ○ ○ ○ ○繍 0.4 0.9
増築部分材料 1*2
建築物用途梛艮 16*3
戸建て専用住宅 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
診療所 ○ O ○ ○
併用用途
事務所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学習塾など ○ ○ O ○ ○ ○ ○
診療所 ○ ○ ○ ○ ○ O ○
理髪美容院 ○ ○ ○ o ○
日用品販売 ○ ○ ○ ○ ○
食堂喫茶 O O
ア トリエ、工房 ○ O ○ ○
パン米屋 O ○
軒高建物高限度(m) 16*4 /10 7/107/107/107/107/107/10
囲障開放性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 生 垣
ブロック塀最高高(m) 1.0 アロック塀禁 0.6 0.6 ○
建築意匠 ・色彩 2 ○ 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

































b)地域公団:「 地域特性による宅地計画手法 に関す る調査(そ の2)」198
3年10月
c)地域公団:「市街地の魅力付け手法1こ関する調査」1988年3月



























































































出典 「者肺 開発計画標準」 「地域特性による計画 「地域特性と調和した施設整備調査」
条件 手法調査」
自然条件 気候 気候 気候、風土
気温、風向 ・風力 気象条件
降雨量、積雪日数 地名の由来







難 歴史 ・風土 ・文化 歴史的な形態 歴史、文化




市街化動向 母者肺 との関係 まちの成 り立ち
土地利用 者肺空間 市街地、建造物(伝統的建築様式、形態、様








































































表7-5-3地域特性 メニ ュー(メ ニ ューは段階、項 目を整理 した)
方 針 調査段階のメニュー 設計 ・管理段階のメニェー














遠景と接続する中景の創出 ・保全 遠景と接続する中景の創出 ・保全
地場の産業景観の保全 場所の記憶の表現
1
文化的 ・歴史 地域の色 新都市入り口部の演出








地域の生活 ・ 特有の地名掘 り起 こし ・ネー ミング
嗜好性 ・コミュニ コ ミュニテ ィを誘発する街路パ ターン コ ミュニテ ィを誘発す る街路パ ターン
ティ配慮 街区ロ ットの大 きさ 街路 の祭 ・行事 ・イベ ン トへの対応





















Bl:顧 客ニーズにあった街づ くり ・宅地づ くり
368
B2:顧 客 へのア ッピー ル とコ ミュニケーシ ョン
B3:サ ー ビスの提供 ・地域の活性化











































生け垣 ・フェンス ・植 え桝 ・並木
ゴ ミ集積所 デザイン
サイ ン ・案内板 ・看板 ・バスス トップ
交番 ・売店 ・シェル ター ・便所のデザイ ン
公共交通 利便性を高める バス、新交通 システム


















































































































7-6マ ス ターデ ィベ ロッパー論
1「 計画」 とは何か一その機能 と作用
地域振興型新都市開発 における 「計画」 とは一体
どのような機能 と作用を有 しているのかを検討す る。

































事業の採算性など事業 マネジメン トの基本 となっ
てい る。変更の際にも新 しい計画についての採算性








あるにも関わ らず応募 ・入居す る動機の大 きな要素




新都市計画は権威 を喪失す る。 また、計画の公共性















事業主体 である地域公団は、 自ら住宅 ・施設建設
等は行わないが、計画に基づ き、規制 ・誘導 ・啓蒙
・説得 ・契約 ・協定等を通 じて、宅地分譲主体 ・計
画主体 としての立場か ら、景観形成に寄与す る。区
















の運営主体 となる。 また、規制 ・誘導方策ではそれ
ぞれの主体が関係する。
二.民 間デ ィベ ロッパ ・ハウスビルダー


































































































































新都市開発が 目的とす る地域振興効果(社 会経済
的効果、空間形成的効果)を 、真に発揮す るために





調査を共同で実施 し、確認書 を取 り交わ し、公共施
設整備の役割分担 ・スケジュール設定 ・費用負担等
を行い、都市計画 ・開発規制関連の法的手続 きを行
う。 自治体などと開発整備協議会を設置 しパー トナ





計画立案 ・設計 ・工事 を進め るために、 コンサル
タン トや建設業者への発注を行 う。


















③ 新都市形成 の トー タル コーデイネー ター
①、②の立場を利用 して、新都市全体の市街化促
進、景観形成、立地効果の最大化等を行 う。
事業全体のコンセプ トを確立 し、 マスター プラン
・マスター プログラムにより、事業の全体を コン ト
ロールす る。
事業の造成 ・分譲指針 を作成 し、過大な先行投資










計画同意 ・市民協力(議 会同意等)・ 用地の取得
(代行取得、先行取得)・ 公共施設整備(費 用負担、
受委託、計画調整、移管、維持管理)・ 都市計画手















に自ら住宅 ・産業施設 ・商業施設の整備 を行わない。
また、区画整理事業では道路整備の主体ではあるが、
公園 ・オー プンスペースは自治体が整備す る。 また、
住宅 ・都市整備公団のように、 タウンセ ンター経営
を自らの子会社や第三セ クターで行わず、大部分の














民間ハ ウスビルダーに対 しては、新都市の コンセ
プ トや計画条件(密 度、出入 り口等物的条件)な ど





5)説 明 ・説得 ・学習
建築協定の実施にあたっては、運営委員会を住民
が構成す る必要があるが、その目的や方法、必要性











地区内の公共施設の設計 ・工事を受託 し、協議 し













原則ではな く、申し出換地 ・飛 び換地な どの民間地
権者の協力 と事業参加を進めた り、公団 ・自治体の
保留地 ・換地の配分計画が重要 とな る。
11)第 三セクターの設立
新都市の管理運営 ・住民や立地施設へのサービス













センター経営 景観 コー ド
利便施設サー ビス



























マ ス タ ー









































































図7-6-3マ ス ター デ ィベ ロ ッパ ー ・自治 体 ・サ ブデベ ロ ッパー の役 割
一377一






























イ,県 ・市 ・公団:新者肺 計画の実現の立励 ・ら推進




地元商 業者の中では、商店街連盟が最も強行に反対 し、商工会議 所の
卸売 り部会では賛成 ・中立が過半数であったと言 う(秋田さきがけ新 聞
1991年8月17)。








また、商店街連盟か らの意見裁男 ・質問状(以 下の内容)は 地元中小












ノヒ センタ蝋 のテナ ント以外でのニュータウンでの灘
オ.売 り場面積を縮小し開店時期を遅らす事








































敷地面積8.86haを 約4億 円で取得した1社 は、商認 為による審








68300㎡ とほぼ当初面積を維持した。従 って、文化 ・アミューズメ




敷地内 に2300台 を予定 している。これ以外に、従業員用の駐庫場
を隣接す る御所野集落内に確保する。
(4)将来計画への対応
「成長するショッピングセ ンター 」を標榜 しているごとく広い敷 地を




画においても、公共(自 治体または第3セ クター)が約1.5haを 確
保し、承鷹 斐を整備す る事 としている。
(6)位置形状での妥協
当初1社 は、秋田市からの利用を強 く意識し、新都市の北住区 に国道




た当初計画(新 者肺 内から嚇1捕 を意図)と は異なり、秋 田市内と直結
する県道を意識 した形状とした。ブールバール側からの直接の乗 り入れ
は計画 しない事とし、歩道からの出入 りも駐車場を優先 して計画 してい


















































































































































































住宅地 から国営 公園 ・大規模民 間 リゾー ト施 設へ
1)経 緯






















































































































































































































































資料7-3 事 業 経 緯 の事 例
7-3-1購 園都市









































































































資 料7-4 開 発 候 補 地 区 土 地 条 件 チ ェ ッ ク リス ト






a-1地 域の概況、ポテ ンシャル(県 、市、広域圏)
イ,者肺 の慨況 歴史、位置、気候、水系
ロ.市街化DID・ 発展方向、都市構造、農地転用動 句





イ.県総合計画 計画目標 目標年次、計画 フレー ム、関連プロジェク
ト、止也域の位置 づしナ







































































































































































































































構成要素 内 容 景観向上のための仕掛・工夫 ・注意事項
区画街路 幅 員 通常は6mであるが通過交通がない場合5mもある。雪国では除雪帯のた
め8m(長 岡コ ターウン)の例 あ る。住区内 アプローチ道路 は8m(秋 田新都
市)や片側歩道で9m(吉備高原都市).宅地法面処理で広さ感じ方違う
舗 装 通 常はアス ファル ト舗装。 タ イル ・イ ンター ロ ッキ ング ・平板 ブロ ック ・
石等多種の材料ある。全面叉は部分使用例:歩専道と接する部分、交差点





路≒ 嶽¥型 =「 酬 ㌔







小住区取り付け部分 辻広場等領域 を感 じられ コ ミュニテ ィのたま り場 とす る工夫が重要。
電柱 無電柱が好ましいが着色・鉄柱などもある。電柱の位置は分譲には道路内
が良いが、景観・交通処理には宅地内切り込みが望ましい。無電柱費用は
、1宅 地当 たり150万円程度。 自治体管路方式が一般 になる方向(管 路 は
自治体が管理、建設費は開発者負担、電力会社が使用料)。
ハ ン プ ・フ ォル ト 区画道路 レベルでは イメー ジハ ンプで充分。 フォル トは無電柱の場合、地
上機器設置場所となる。車道幅は4m確保。間隔は自動車の回転半径や離
合か ら、あ まり密 に配置 しな い。
区画街路 ス トリー トフ ァ ニチ 余 り多 く設置 しない。住居裏 示板、 フォル ト内ベ ンチ、小彫刻、置物等。
(続き)
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宅地擁壁 ・法面保護 できるだけ自然素材が好ましい。素材 ・模様で色々。高い法面は2段植栽
法面位置 が望 ましい。特 に直擁壁 のセ ットバ ックによる緑地確保が効果的。直擁壁











ダス トス ペース あ らか じめ必 ず設置 すること。後か らはほぼ困難。路上景観、汚染 の源。
必要性はわかっても切り込みで設置した宅地からは嫌われる。20軒に1
つが標準。宅地切 り込み、緑地 や歩道 ・フ ッ トパス、オープ ンタイプで タ
イル貼 り、 閉鎖 型などいろいろ。丘陵地で は鳥、野犬、対策。 コ ミュニテ
イ形成の最小単位となる。
門柱 ポス ト 無電柱の場 合、電気 メー ター、電話 ・CATV分 配機器等 をまとめ門柱 と
メー ター機器 して統一す る。
シ ンボル ツ リー 宅 地分譲 でもあ らか じめ、 これらを設置 して景観の統一 を計 る。
出入口植栽桝
区画道路と 玄関出入口 通常出入 口 とカーポー トcpを兼用 して開 口部 を設け る。幅:2台所有過 半
F
宅地の関係 数、縦駐車 が好 ましい。4mで は狭 く個人で広げ られ る事例多 く8mで は





















東西道路 道1 路一 S一 一
。388一
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住宅密度感 は、敷地面積 だけでな く宅 地間口、隣棟 間隔 も左右す る。宅地
割 りを南北 でずらし北宅地住 宅の南側 をあけ ることで日照、通風、 プライ






宅 地の大 き さ ・建坪率 で決 ま る。住区 ごとにシ ンボルツ リィや生 け垣 の樹
種 を統一 す る。アメ リカ、 カナダのよ うに生 け垣 を設けずオー プンスペー




屋根付 きか ホ㌧ ト
単 な るコンクリー ト叩きではゴ ミ置 き場 のようにな る。 緑化、舗装材 の工
夫 、街区別 にあ らか じめ統一 が望 ましい。既製品をバ ラバ ラに設置 する事




街 区ごとにテーマ性 も った建 て売 り住宅 の例等。
高さ 軒先高さが問題となる。
外壁材料、色 色は地域性があるが赤 ・青・黄など原色系は景観を乱すこと多い。
窓 、1ド肋 ニー 、 勝 手 口 歩道や歩専道への個別の出入口設置は見苦しい。
屋根、勾配、材料 地域の農家住宅など伝統様式は連続した住宅景観にはなじまない。
外部ボイヲ・給油タンク 寒冷地では景観阻害要因となる。
看板 規 制対象 とす る。




要素 条 件 方 針 解決方策 ・提案
歴史的 広域合併 まとまり機能の導入 シンボル施設の導入
な形成 新たな居住地形成 近隣関係の醸成 旧町名、住民交流方策






つり 街地 のあ りかたも計画 する。
導入 ・反映 コ ミュニテ ィ密度 の再現
土地の 強い季節風 防風対策 地形保全、既存植生活用、防風林、街路
雛 の方向、建物の方位









周囲の 隣接団地との関係 連続感 とアイデ ンテ ィテ ィ 舗装材 の質 ・色、植樹、緑地 の緑 ・ビス
風景と タ化、植樹祭
の接続 住区内道路通行 コ ミュニテ ィ施設 として 住民の共同管理、景観改善、歩車共存道
位置づけ 路化
田園と丘陵地 風景への同化 周辺斜面緑地保全、
隣接工場の公告塔 望遠 スカイライ ンの考慮 緑化等
太平山を望む 山並景色活用 街路 の軸線、 オー プンスペース の眺 め
谷 ・橋 ・公 園 ・セ ン ター 連続した景観イメージ形成 景観計画
盆地の山並 乱さない 周辺の斜面緑地保全
周辺の田園風景 連続性 建築物 の形態 ・大 きさ ・材料 ・色彩工夫
、既存地形残す、地域の植栽導入
共有施 緑化協定の生け垣 強化 PR,普 及 の工夫
設 空間的な余裕 活用 共同利用、菜園、花壇
既存施設 評価 ・活用 土地利用計画見直 し、 ネッ トワー ク化
埋蔵文化財 活用 オー プンスペースの利用
デザ インコンペの実績 経験を活かす コンペで活かす
にぎわいの要望 商店街、飲食店形成 誘導、計画
ゴミ焼却余熱利用 目玉として活用 ニュー タウン居住者以外 の人 も利用へ
集まり施設の不足 新都市に整備 誘致、交通手段検討
駐車場不足 駐車場の整備 自動車利用施設の計画
母都市 大学誘致計画 文化の核へ 施設のオー プン化、サ ポー ト施設
との関 都市圏の中心部 位置的特性を活かす ワンス トッブシ ョピングセンター計画、
係 地域のシンボル施設計画




要素 条 件 方 針 解決方策 ・提案
母都市 総合公園の利用 広域計画の配慮 地域のシンボル施設とする
との関 住宅地の位置づけ 市街地の補完 交通網整備、市内にない施設




立ち寄り観光 新都市を観光ルートに ネ ッ トワーク、新 たな観光資源整備
広域幹線道に隣接 立地条件を活かす 広域拠点施設
地域と関係薄い工場立地 地域産業との関連 誘致工場の選択
周辺に農業盛ん 関係づける 農産 物セ ンター、加工工場
民間開発の誘発 波及効果の配慮 役割分担、誘導、事前検討
市民意識 開発へ のコンセ ンサス 市民参加、論理展開
人口増加要望 地域住民の定住の場 住宅計画
地域の 不整形宅地に人気 地域の嗜好考慮 自然発生的宅地、宅地形状の選択可能性
嗜好性 集合住宅にも人気 嗜好性 をリード 調査、デザ イン





プレハブ嗜好増加 ニーズ変化への対応 多様 な住宅供給、景観 コントロー ル
タウ ンハウスの可能 性 売 りもの とする モデル的導入
住宅需 広い収入階層 多様な選択の用意 質、規模、価格のバ リエーシ ョン、多様
要等 な分譲方法
高額宅地は売りに バ ランス 特性把握、魅力作り、多様な分譲方法、
くい 多様な宅地
住宅に金をかけぬ 市民意識の高揚 コ ンテス ト、モデル街区設定
土着性、地縁性 コミュニティ形 成 住宅地計画の配慮
公営住宅評価低い 努力 質の良い企画
高級嗜好 活用 高級 イメージの新都市
歴史的 コ ミュニテ ィ 組み込む 把握、住区計画反映
市民参加意識弱い 市民参加 仕組みの工夫
まちの まだ実現されず アピー ル 入り口部分演出、法面植栽
アイデ 住区、街区の特色 特色もたせる 地形の変化、道路計画の工夫、色彩利用
ンテ ィ 弱い 、住民参加
テ ィ 市街地中心部の風景 新都市中心部の特色付け 都市美の訴え
明るさを切望 明 るさを売 りものに 屋根 勾配、沿道花壇、 ポプラ並木、屋根
色彩
にぎわいほ しい 商店街飲食街形成 計画誘導
ユニー クな計画好評 デ ザイ ンの質高 める 設計 コンペ
既成市街地 アイデ ンテ ィテ ィ 新都市も計画 あり方検討






盛岡新書肺 では、地域人々に親 しまれている岩手山に向か う軸とな っ




















































第III部 ま と め
地 域 振 興 型 新 都 市 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト の 計
画 経 営 論 の 考 察

第8章
地 域 振 興 型 新 都 市 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト の 計
画 経 営 論

第8章








































































































ク ト実施主体である公団 ・公社が、計画策定 ・事業実































































経済社会状況 ・産業構造 ・立地機能と目的性 ・ライフ
スタイル ・移動や輸送手段とネットワーク形成 ・地域

























ト。大学 ・福祉施設 ・文化施設 ・医療施設などを計画
的に立地 させる。



































































































































新都市は、大都市人 口の停 滞 ・減少、財政的二律背
反による既 成市街地 へのシフ ト、更に市街地整備手法
の修復型への移行な どから新規事業は中止 された。都
市の発展サイ クルの中で、わが国で もこれか ら新 たな
新都市政策は必要な くなるであろうか。
4.2都 市発展 モデル と都市空間の低密化法 則
都市発展サイクルの一般モデル として、都市 への集
中→郊外化(拡 大)→ 中心部 の地価上昇等 による人口
減少 と商業業務化(機 能分化)→ 都市機能の郊外分散
→都心機能の衰退 と都市 の分散低密化→都心機能の再
生 と都市の活 力の回復 とい うサイクルが考 えられ る。
これ らが地方都市に於 いては徒歩交通→鉄 道交通→
モー タリゼー シ ョンの進展 とい う交通の発達、後背圏
の農山村の衰退、地域 の三次産業化の進展な どを背景





























































































































































































































































































































住宅 ・工場 ・商業施設などの整備 ・分譲 ・賃貸は、開

































































































































てい る(「魅力あるニュータウン」3章資料w、sポッター)。 ミルトンキー ン































































































































































すなわち、英国でも、地域全体 の資源 の最適 配分や
エネル ギー最小の原理な どによってニ ュー タウン開発
を選択 してはいない し、農 業政策 との整 合はされてい
ない。
英国でも新都市開発 に異議 を唱えるのは、英国農民
組合 な どの農業団体 であ り、指定地域の範囲設定も優




































































































































































地域毎 の状況に柔軟 に対応 している ともいえるが、
事業主体、ひいては地域振興型新都市開発が果たすべ
き役割が明確に され ていない ともいえる。
区画整理事業では、スーパー ブロックまで整備 し、
2段階で整備す ることで、民間資本の導入 を容易 にし
計画に柔軟性を持 たせ る方法が考 えられ る。 また、全
面買収方 式では、基幹施設(防 災施設、幹線道路とそ
こに埋管 した上下水 道)を 先行整備 し、それ に宅地を












































































































































とか く、住民と行政は、要求の提出 ・回答 といったス
タイルになりがちである。
また、居住階層の ミックス方針は、階級社会である
英国では特別の意味 を有 していた。わ が国の場合、 ま
だ、入居 が始 まったばか りで安定的な コ ミュニテ ィが
形成 され るまでには至 っていないが、地区に よって入
居階層 に特色がある。大都市のベ ッドタウンのような
80-40才 台の世帯主 を中心 とした地区や比較的高
齢者が多い地 区がある。住宅需要が多 くない地区では、
さまざまな階層 に供 給する事に より、初期か らある程
度階層 ミックスが され るが、基本的には戸建て持 ち家






安定的な コミュニテ ィ形成 には住宅政策が重要であ
る事を示 して いる。大都市 ニ ュー タウ ンが高齢化問題
が深刻になって来て いるよ うに、一定 の入居階層の多
様化、 流動化を意識す ることは必要で ある。 そのため
には、賃貸を含む集合住宅の供給、住宅 ・宅地規模の






















一 タウンが計 画 され た時 点 よ りも更 に モー タ リゼー シ




















































































































新都市 と母都市や周辺整備 との関係 の位置づけに、
英国のニュー タウン、わが国の地域振興型ニ ュー タウ
ン及び大都市圏のベ ッドタウン型 ニュー タウンとの大
きな違 いを見 いだす ことができる。すなわち、
英国の場合 の特徴 は、次 のようであ る。
イ,基 本 的な事業 目的が母都市の居住環境改善 と成長
地域への計画的な受 け皿整備である。
ロ.空 間的には、母都市の周辺にグ リーンベル トを確
保す ることと新都市の 自立性を確保 するため、母都
市への通勤圏外にニ ュー タウンを整備 しようとした。
ブルー カラー層の職住一体の郊外再配置 ともい える。











































































































































































































イ.都 市圏計画 ・地域振興計画との リンクの弱さ










































3・1造 成事業は地域環境(自然 ・歴史 ・文化)と の調和に配慮されて実施で
きたか
3・2住 環境 、生産環境 、教育 ・福祉環境等導入機能にふさわしい環境形成が
できたか
3・3新 たな環境形成(造成 、公共施設 、立地施設 、住宅)に より、地域に好
ましい影響を与えられたか













6・2自 治体の政策立案能力 ・者肺 建設技術力は高まったか
7拠 点」1'生}形成







項 目 英国/ニュー タウン 日本/大都市圏ニュータウン 日本/地域振興型新都市





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































設 は、全国 的広域的さらに長期 的なわが国の将来産業
構造か ら必要 とされ るであろ う産業用地 の整備 を目的
として整備 された。 開発女橡 となった地域は、全国的
には低未利用地で生産性が低 い地域 と考 えられ た。 し
か し、地域で は推進 ・反対 が対立 し、地域 コ ミュニテ
ィが崩壊 し、現実の用地 も立地が進んでいない地域が
多い といわれ る。 この2つ の事例は、 いつれ も公共が
関与 しながら対照的で あるが、同 じ都市開発 プロジェ
ク トの実施過程である。そこには、普遍的なプロジェ




ェク トの成立性 は不確実である。地域の人々が身近 に
課題を感 じ、政策決定過程 に参加す る度合いが深いほ






































































》 設計 ・デザ イン
↓





































































































































































































































イ 地域の歴史性、文化性、地域資源の発見 ・活用 ・
磨きだし ・再生により、地域特性を活かし、個性
ある地域づ くり
ロ 空間資源の使い捨て ・拡大指向 ・フロー重視から、















表9-1者 肺 開発 ・都市像 ・自然観の発展
項 目 これまでの都市開発 ・者肺 像 ・自然観 これからの都市開発 ・都市像 ・自然観
自然観 自然 ・エネルギーの無限性、代潜性 自然 ・エネルギーの郁 艮性 ・非代替性
生産 ・消費の非循環的進行 生産 ・消費の循環性
都市(開発)による自然破壊 都市と自然環境の共存 ・回復
地域像 大都市指向 中ノ』渚肺 ・農山村生活の評価
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地域開発 と情報化事典(共 著):フ ジテクノシステム、1988(昭 和63)年 。
国際比較ニ ッポンを診 る一はた して日本は暮 らしやすいか(共 著):中 央法規出版 、1985(昭 和60)
年 。
新 ・国際比較ニ ッポンを診る一バブル大国 ・生活小国ニ ッポンのゆ くえ(共 著):中 央法規出版 、199
1(平成2)年 。
C論 説 、評論等
(1)工場移転政策 と公害問題 一工業 市街地の動向からみて(共 著):大 阪経済61号 、1977(昭 和47)年
10月 。
(2)東広島市/成 長する学園都市 と酒蔵 ・赤瓦の農家が共 存した風景:マ イホームプラン1993年11月 号 。
(3)上野市/芭 蕉 と忍者 、そして城下町の面影 を残す町:マ イホームプラン1993年12月 号 。































































































ある。より住みよい町並み形成をめざして、宅地計画 ・街路計画 ・公園計画 ・建築協定 ・CATV・土地利用変
































































(5)徳山新都市予備調査1993 都市整備計画部 土地利用計画 、交通計画 、環境計画
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本 論 文 を、 学位 請 求論 文 として、 この よ うな形 で ま とめ る ことが出来 ましたの は、
多 くの方々 の励 ま し とご指 導 ・ご協 力 の賜 物 と感謝 してい ます。 ここに心 よ り深 く
御礼 を 申 し上 げ ます 。
地域 振興整 備 公団 が、1974年 に 日本 の国土計 画政 策 を推 進 す る地域 開発 プ ロ
ジ ェ ク ト機 関 に改組 設立 され ま した。著 者 は、 その第一 期生 として1975年 に入
社 し ました。大 学院 時代 に研 究 テー マ として きた地 方都 市 問題 や衰退 地域 の振 興、
工 業立 地 の あ り方 な どを事 業 を通 して実 現 したい、 地域 公団 とい う公 的 デベ ロ ッパ
ー が、 地域 の人 々 の幸せ な生 活 の獲 得 のた めに役立 つ その担 い手 の一 人 にな りたい
とい う気持 ち で入社 しました。
公 団 にお け る業務 で は、多 くの人 々 と共 同 して、 本部 にあ って は調 査 ・検討 ・調
整 ・計画立 案 ・予算 折衝等 を、賀茂 学園 都市(都 合2回 、6年 間)と 秋 田新都市
(1年3カ 月)の2つ の現 場 に あ っては、多 くの 関係者 や住民 な どと共 に、都市 や
地 域 の あ り方 を考 えな が ら、 プ ランを練 り上 げ設計 し、 目に見 え る空 間 として プロ
ジェ ク トを仕上 げ て い くとい う過程 は、 や りがい があ りロマンの感 じられ る面 白い
仕 事 で した。
本 論文 に関 わ る主 な研 究 は、地域 公団 の約20年 にわ た る取 り組 みの実績 と成果 、
総 裁 を は じめ とす る多 くの役 職員及 び 同期 で入 団 した仲 間の知恵 と労苦 か ら学 ばせ
てい た だい た ものです。共 同 作業者 として の多 くの コンサル タン トや調 査 ・事 業地
域 の 地方 自治体 の皆 さ ま、 とりわけ広島県 、東広 島 市、秋 田県、 秋田市 の 自治 体職
員 の 方々 とは、 プ ロジ ェク トの実現 をめざす 同志 として、悩 み なが らも仕事 を通 し
て 、共 に多 くを学ぶ こ とが出 来 ま した。 さらに、(財)国土 開発技術 研究 セ ンター調
査 第 三部 の同僚 には、具体 的 に様々 な支援 を してい ただ き ました。 この ささや かな
研 究 成果 を、 これ らの方 々 を含め、 日夜地 域振興 の ため に、真 摯 に働 いて い る人 々
に捧 げ たい と思 い ます。
本 論文 を取 りま とめ よ う と発意 した直接 の き っか けは、研 究室 の先輩 で あ る安藤
元 夫 近畿大 学教 授 の勧 めで した。1991年 にな ってか ら三村 浩史 京都 大学教 授 に
相 談 した とこ ろ、① これ まで の実践 記録、 報告書 、提案 の フ ァイルを作 成す るこ と、
② テー マ、 論文 構成 の構想 を ス ケ ヅチす る こ と、 ③審査 付 き論 文 の2、8編 投 稿 を
準 備 す る こと、 ④学 位論文 の執 筆編集 とい う流れ 、 と時間 は全 体 で1年 数 カ月 を要
す る こ ととの指 示 を受 け、 また 「学校 にお る者 が論文 を書 き学 位 を とるの は当 た り
前 、業 務 を してい る者 がそ うす るのはr快 挙 』 です」 とい う手 紙 をい ただ き、 これ
を壁 に張 り付 け る こ とか ら、私 の論文 作成 が始 ま りま した。千 葉大学 の 中村攻 教授
か らは西 山卯三 先生(1911-1994年)の 教 え として、研 究論 文 には客観 性、
独 創性 、社 会性 が必 須条件 で あ る とい う貴重 な ア ドバ イ スをい ただ きま した。 幸 い
に も、 三村 ・東 樋 口研究室 が指 導す る博士 論文支 援 ゼ ミ(D-DAS、Doctoral-
DissertationAssistSeminar)が、1992年 か らス ター トしたので、6月 に初め
て論文 構想 の要 旨 を発表 しま した。 この段 階で は、住 み よさ指 標、 人 口移動 ・配置
と変化 によ る国 土構造 論 ・地方都 市論 、新都 市計 画論 の3つ の柱 か ら構 成す る構想
で したが、 一般論 よ りも公 団事業 を基 本 にす る報 告 の方 がユニー クな 内容 にな る と
い う ことを指 摘 され ま した。 さ らに、 同年8月 に開催 され た 「都市 ・住 宅研究 フ ォ
ー ラム」(京 都大 学建 築学科 の旧西 山研 究室OBを 中心 に構成 されてい る研究 グル
ー プ)の92年 度 の集 ま りで、研 究 の進 め方 につ い て、 励 まし と暖か い指導 を得 て、
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執筆 の基 本 的な方 向 に確信 を得 るこ とがで き ま した。 改 めて 「地 域振 興型 新都 市 開
発 の研究 」 を テー マ と して、全体 的 な研究 仮説 と論文構 成 を検討 す るこ と とし、 本
格 的 に公団 の20年 にわ た る関連 資 料 を収 集 ・分析 す る こと とし ました。
自分が担 当 して きた業務 その もの を、 あ らため て研究 対 象 として見 据 える こ と、
これ は容易 に み えて 、 あ る面 では非 常 に厳 し く苦 しい取 り組 みで あ るこ とがわ か り
ました。 自分達 がや って きた計 画 の立案実 施過 程 を、客 観 的 に突 き放 して研 究対 象
と して みなけ ればな らな い。 また、 昼 間に会社 で や って い る ことを家 に持 ち帰 り、
パ ソ コンに向 か って も、 その背 景 や意義 を あれ これ考 えなけれ ば な りませ ん。本 研
究 の取 り組 み のひ とつ の柱 と して英 国 ニ ュー タウ ンの分析 を取 り入 れ たの は、 これ
らに対 しての 自分 な りの解 決策 で した。新 都市 開 発 の西 欧 の先達 であ る英国 の ニ ュ
ー タウ ン関連文 献 を、辞書 を片 手 に読 み解 くの は、新 た な発 見 の楽 しみ で あ る と同
時 に、地域 公 団の事 業 を客観 的 に分 析す る対 照考 察 であ り、 ニ ュー タウ ンの事業 記
録書 の内容 は、同 じよ うに苦 労 しなが ら事 業 を進 め た他 国 の人 々 の肉声 を 聞 くこと
が 出来 るよ うな気 が しました。 また、1992年7月 に、(財)国土 開発 技術 研究 セ
ン ター に出 向 した こ とで、全 国 を受 託調 査 で廻 り、公 団事業 をあ る程 度外 か ら プラ
ンナ ー と して の立場 で眺める こ とが で きて 、幸 い で した。
振 り返 ってみれ ば、 この論 文 は、 様 々な人 々 との 出逢 い と支援 の賜 物 と言 え ます。
本論 文 は、 恩師三 村浩 史教 授 の ご指導 が なけれ ば、到 底 ま とめ る こ とが出 来 ませ
んで した。先 生 には、D-DASの 場 の設定 だ けで な く、論 文 に何度 も詳 細 に 目を
通 して、 プ ロジ ェク ト研 究 の意味、 テー マや構 成 とい った基 本 的 な事 項 か ら、学 術
論 文 としての記述 表現 の方法 、 な どあ らゆ る面 につ いて懇切 な指 導 を してい た だ き
ました。 さ らに、論 文 を完成 させ る最終 段階 で は、 内井 昭蔵 教授(建 築学 専攻)及
び飯 田恭敬教 授(交 通 土木工 学専攻)よ り、基 本 的 で多 角 的 な示 唆 をい ただ き、 改
めて プロ ジェ ク ト研究 の視 点 と意義 を 自覚 して仕 上 げ る ことが 出来 ま した。 また、
D-DASそ のほか の場 で指 導 して いただ いた東 樋 口護 京 都大学 助教 授、 片方 信也
助手 、神吉紀 世子 助手 、 「都 市 ・住 宅研 究 フ ォー ラム」 の参 加 メ ンバー で あ る前 出
の安 藤、 中村 両氏 を始 め広原 盛 明京 都府立 大学 長 、西村 一朗 奈良 女子 大学 教授 、 室
埼 益 輝神戸大 学教 授、森 本信 明近畿 大学 助教 授、 竹 山清 明松 陰女 子学 院短 期大 学 助
教 授、 塩崎賢 明神 戸大学 助教 授、室 埼生子 平安 女 学院短 期大 学教 授、 中 島明子 目 白
学 園女 子短期 大学 教授、 そ して研究 室以来 の友 人 で あ る住 宅 ・都 市整 備公 団 の安原
啓 行氏 、(財)日本 システ ム開発研究 所 の佐 藤 隆雄 氏、 間野 まちづ くり研究 所 の 間野
博 氏、 水原渉 滋賀県 立短 期大 学教授 、片木 克 男米 子高等 専 門学校 教授 、 中島煕 八 郎
熊本 女子 大学 教授、 さ らにニ ュー タ ウン研 究 の大 先輩 で論文 とりま とめ を励 ま して
いた だい た片 寄俊秀 長 崎総合 科学大 学教 授、英 国 の文献 収集 に協 力 して い ただ いた
英 国 ニ ュー タウ ン委 員会 日本 事務所 代表 手納美 枝 さん、 その他 の皆様 の 暖か い ご指
導 とご協 力 に感謝 い た します 。
ま た、地 域 公団 の中 では、 折 に触 れ研 究 の進行 を心 配 して いただ い た丸田 哲 司理
事、 森本裕 士理 事、(財)国土 開発技 術研 究 セ ン ター の野村和 正理 事 の暖 か い ご配 慮
に感 謝 いた します。
最 後 に、 私事 に わた ります が、広 島、 秋 田、埼 玉 と転勤 す る中 で、論 文執 筆 を進
め る こ とがで きま した の も、 住宅事 情 に もめげず 、家 族 と過 ごす時 間 を犠牲 に した
ことを苦 にす るこ とな く、励 ま し支 えて くれた妻 と二 人 の息子 の協 力 のお かげ で あ
り、 ここに感 謝 の気 持 ちを記 したい。
1994年11月
漁道… 涛 イ蓋
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